
 

国立大学法人等の中期目標変更原案及び中期計画変更

案について 

 

国立大学法人等の中期目標の変更について２６法人から意見が、中期計画の変更に

ついて６１法人から変更案の提出があった。それぞれの変更内容については以下の通

り。 

 

○ 教育研究組織の設置等に伴う変更 ４９法人  目標・計画  （１～21 頁） 

・教育研究組織の設置・改組等に伴う変更 ４８法人 
（北海道、北海道教育、弘前、東北、秋田、山形、筑波、宇都宮、群馬、千葉、東京、 
東京医科歯科、新潟、富山、金沢、福井、山梨、信州、静岡、浜松医科、愛知教育、 
名古屋工業、三重、滋賀、滋賀医科、京都、大阪、神戸、奈良女子、和歌山、鳥取、島根、
岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知、九州、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、 
鹿児島、琉球、北陸先端科学技術） 
 

・募集停止に伴う学部・研究科名の削除 １２法人 
（北海道、東北、宇都宮、横浜国立、新潟、福井、信州、神戸、高知、熊本、大分、 
鹿児島） 
 

○ 教育関係共同利用拠点の認定等に伴う変更 ２法人  目標 （27 頁） 
（北海道、広島） 
 

○ 重点的に取り組む新たな構想が具体化したこと等に伴う変更 ２法人 （28 頁） 

・指定国立大学法人の指定に伴う変更 １法人   計画  
（一橋） 
 

・一法人複数大学設置に伴う変更 １法人      目標・計画 （※資料１-２） 
（名古屋） 

 

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供するための変更 １４法人 計画 （29～35 頁） 
（北海道、岩手、秋田、茨城、筑波、千葉、東京、お茶の水女子、大阪、福岡教育、九州、
鹿児島、自然科学研究機構、情報・システム研究機構） 

 

○ その他の変更 １０法人  計画  （36～41 頁） 

・学内組織・制度等の名称変更等に伴う変更 ３法人 
（帯広畜産、弘前、京都） 
 

・中期目標期間を超える債務負担に関する変更 ３法人 
（千葉、東京外国語、東京工業） 
 

・その他 ４法人 
（横浜国立、兵庫教育、島根、北陸先端科学技術） 
 
 
 
 
 

資料１-１ 



 



1 

国立大学法人等の中期目標・中期計画変更案について 

 

○教育研究組織の設置等に伴う変更 ４９法人 

教育研究組織の設置・改組に伴う変更 ４８法人 

 本文の変更 １法人 

番
号 

法人名 
変更 
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

16 筑波大学 目標 

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 

２ 教育研究組織  

 この中期目標を達成するため、別表１に記

載する学群及び研究科等並びに別表２に記載

する共同利用・共同研究拠点及び教育関係共

同利用拠点を置く。 

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 

２ 教育研究組織  

 この中期目標を達成するため、別表１に記

載する学群及び学術院（研究科含む）並びに別

表２に記載する共同利用・共同研究拠点及び

教育関係共同利用拠点を置く。 

令和 2 年度における

大学院研究科の改組

再編により、学校教

育法第 100 条ただし

書きに基づく研究科

以外の教育研究上の

組織である「学術院」

を置くことに伴う変

更 
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 別表の変更 ４８法人 

番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

01 
北 海 道
大学 

計
画 

別表（収容定員） 

研
究
科
等 

文学研究科             0 人 
法学研究科           235 人 
  うち修士課程          40 人 

博士後期課程      45 人 
専門職学位課程   150 人 

医学研究科             0 人 
情報科学研究科         0 人 
水産科学院           285 人 
  うち修士課程         180 人 

博士後期課程     105 人 
環境科学院           507 人 
  うち修士課程         318 人 

博士後期課程     189 人 
理学院               419 人 
 うち修士課程         254 人 

博士後期課程     165 人 
農学院               392 人 
  うち修士課程         284 人 

博士後期課程     108 人 
生命科学院           420 人 
  うち修士課程       264 人 

博士後期課程     132 人 
博士課程          24 人 

教育学院          153 人 
  うち修士課程      90 人 

博士後期課程      63 人 
国際広報ﾒﾃﾞｨｱ・観光学院 130 人 
 うち修士課程      94 人 

博士後期課程      36 人 
保健科学院           110 人 
  うち修士課程          80 人 

博士後期課程      30 人 
工学院               859 人 
  うち修士課程       652 人 

博士後期課程     207 人 
総合化学院     372 人 
うち修士課程       258 人 

博士後期課程    114 人 
経済学院          134 人 
うち修士課程          70 人 

博士後期課程      24 人 
専門職学位課程    40 人 

歯学院     160 人（博士課程） 
獣医学院      64 人（博士課程） 
医学院              400 人 
うち修士課程         40 人 

博士課程          360 人 
医理工学院       39 人 
うち修士課程        24 人 

博士後期課程       15 人 
国際感染症学院 48 人（博士課程） 
国際食資源学院       48 人 
うち修士課程           30 人 

博士後期課程       18 人 
文学院               285 人 
うち修士課程          180 人 

博士後期課程      105 人 
情報科学院      487 人 
うち修士課程          358 人 

博士後期課程      129 人 
公共政策学教育部       60 人 

（専門職学位課程） 
 

別表（収容定員） 

研
究
科
等 

文学研究科             0 人 
法学研究科           235 人 
  うち修士課程          40 人 

博士後期課程      45 人 
専門職学位課程   150 人 

 （削除） 
情報科学研究科         0 人 
水産科学院           301 人 
  うち修士課程         228 人 

博士後期課程      73 人 
環境科学院           507 人 
  うち修士課程         318 人 

  博士後期課程     189 人 
理学院               419 人 
 うち修士課程         254 人 

  博士後期課程     165 人 
農学院               392 人 
  うち修士課程         284 人 

  博士後期課程     108 人 
生命科学院           420 人 
  うち修士課程       264 人 

  博士後期課程     132 人 
  博士課程          24 人 

教育学院          153 人 
  うち修士課程          90 人 

  博士後期課程      63 人 
国際広報ﾒﾃﾞｨｱ・観光学院 130 人 
 うち修士課程      94 人 
    博士後期課程      36 人 

保健科学院           110 人 
  うち修士課程          80 人 

博士後期課程      30 人 
工学院               859 人 
  うち修士課程       652 人 

博士後期課程     207 人 
総合化学院     372 人 
うち修士課程       258 人 

博士後期課程     114 人 
経済学院          134 人 
うち修士課程          70 人 

博士後期課程      24 人 
専門職学位課程    40 人 

歯学院     160 人（博士課程） 
獣医学院      64 人（博士課程） 
医学院              400 人 
うち修士課程        40 人 

博士課程         360 人 
医理工学院      39 人 
うち修士課程        24 人 

博士後期課程      15 人 
国際感染症学院 48 人（博士課程） 
国際食資源学院       48 人 
うち修士課程          30 人 

博士後期課程      18 人 
文学院              285 人 
うち修士課程         180 人 

博士後期課程     105 人 
情報科学院     487 人 
うち修士課程         358 人 

博士後期課程     129 人 
公共政策学教育部      60 人  

（専門職学位課程） 
 

― 

02 
北 海 道
教 育 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

研
究
科 

教育学研究科       360人 
うち修士課程      270人 

専門職学位課程    90人 
 

別表（収容定員） 

研
究
科 

教育学研究科       260人 
うち修士課程      170人 

専門職学位課程    90人 
 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

08 
弘 前 大
学 

目
標 

別表１（学部、研究科） 

研
究
科 

人文社会科学研究科 
教育学研究科 
医学研究科 
保健学研究科 
理工学研究科 
農学生命科学研究科 
地域社会研究科 
 
岩手大学大学院連合農学研究科
（参加校） 

 

別表１（学部、研究科） 

研
究
科 

人文社会科学研究科 
教育学研究科 
医学研究科 
保健学研究科 
理工学研究科 
農学生命科学研究科 
地域社会研究科 
地域共創科学研究科（R2設置） 
岩手大学大学院連合農学研究科
（参加校） 

 

 
 
 
 
 
 
 
大学院地域共
創科学研究科
設置に伴う変
更 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

人文社会科学部     1,060 人 
教育学部          680 人 
うち教員養成に係る分野 680 人 

医学部          1,578 人 
うち医師養成に係る分野 718 人 

理工学部         1,460 人 
農学生命科学部      860 人 

研
究
科 

人文社会科学研究科     32 人 
うち修士課程       32 人 

教育学研究科        64 人 
うち修士課程       32 人 

専門職学位課程     32 人 
医学研究科         240 人 
うち博士課程           240 人 

保健学研究科        96 人 
うち修士課程           60 人 

博士課程            36 人 
理工学研究科        276 人 
うち修士課程           240 人 

博士課程            36 人 
農学生命科学研究科     120 人 
うち修士課程           120 人 

地域社会研究科        18 人 
うち博士課程            18 人 

 
 
1 

別表（収容定員） 

学
部 

人文社会科学部     1,060 人 
教育学部          660 人 
うち教員養成に係る分野 660 人 

医学部         1,652 人 
うち医師養成に係る分野 772 人 

理工学部         1,460 人 
農学生命科学部       860 人 

研
究
科 

人文社会科学研究科     32 人 
うち修士課程       32 人 

教育学研究科        36 人 
うち修士課程        0 人 

専門職学位課程    36 人 
医学研究科         240 人 
うち博士課程            240 人 

保健学研究科        96 人 
うち修士課程       60 人 

博士課程       36 人 
理工学研究科        276 人 
うち修士課程       240 人 

博士課程       36 人 
農学生命科学研究科     100 人 
うち修士課程       100 人 

地域社会研究科         18 人 
うち博士課程       18 人 

地域共創科学研究科     60 人 
うち修士課程       60 人 

 
 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

10 
東 北 大
学 

計
画 

別表 1（収容定員） 

学
部 

文学部           840 人 
教育学部           280 人 
法学部           640 人 
経済学部          1,080 人 
理学部          1,296 人
医学部          1,326 人 
うち医師養成に係る分野   750 人 

歯学部            318 人 
うち歯科医師養成に係る分野 318 人 

薬学部           360 人 
工学部          3,240 人 
農学部           600 人 

研
究
科 

文学研究科       292 人 
うち前期課程       178 人  
  後期課程       114 人  

教育学研究科       135 人 
うち前期課程        90 人 

後期課程        45 人  
法学研究科       266 人 
うち前期課程        20 人 

後期課程        36 人 
法科大学院課程     150 人 

  専門職学位課程   60 人 
経済学研究科      240 人 
うち前期課程     100 人 

後期課程       60 人 
   専門職学位課程    80 人 
理学研究科      914 人 
うち前期課程      524 人 

後期課程      390 人  
医学系研究科      767 人 
うち前期課程      104 人 

後期課程       63 人 
修士課程       80 人 
博士課程      520 人  

歯学研究科      180 人 
うち修士課程       12 人 

博士課程      168 人  
薬学研究科       178 人 
うち前期課程      108 人 

後期課程       54 人 
博士課程       16 人  

工学研究科     1,794 人 
うち前期課程     1,272 人 

後期課程       522 人  
農学研究科      329 人 
うち前期課程      218 人 

後期課程      111 人 
国際文化研究科      118 人 
うち前期課程       70 人 

後期課程       48 人 
情報科学研究科      406 人 
うち前期課程      280 人 

後期課程      126 人 
生命科学研究科      302 人 
うち前期課程      212 人 

後期課程       90 人 
環境科学研究科      299 人 
うち前期課程      200 人 

後期課程       99 人 
医工学研究科      114 人 
うち前期課程       78 人 

後期課程       36 人 
教育情報学教育部       0 人 
うち前期課程       0 人 

後期課程         0 人 
 

別表 1（収容定員） 

学
部 

文学部           840 人 
教育学部           280 人 
法学部           640 人 
経済学部          1,080 人 
理学部          1,296 人 
医学部            1,348 人
うち医師養成に係る分野    772 人 

歯学部            318 人 
うち歯科医師養成に係る分野  318 人 

薬学部            360 人 
工学部           3,240 人 
農学部            600 人 

研
究
科 

文学研究科       292 人 
うち前期課程       178 人 

後期課程       114 人 
教育学研究科       135 人 
うち前期課程        90 人 

後期課程        45 人 
法学研究科       266 人 
うち前期課程        20 人 

後期課程        36 人 
法科大学院課程  150 人 
専門職学位課程   60 人 

経済学研究科       248 人 
うち前期課程       120 人 

後期課程        48 人 
専門職学位課程   80 人 

理学研究科       914 人 
うち前期課程       524 人 

後期課程       390 人 
医学系研究科       767 人 
うち前期課程       104 人 

後期課程        63 人 
修士課程        80 人 
博士課程       520 人 

歯学研究科       184 人 
うち修士課程        16 人 

博士課程       168 人 
薬学研究科       178 人 
うち前期課程       108 人 

後期課程        54 人 
博士課程        16 人 

工学研究科      1,794 人 
うち前期課程      1,272 人 

後期課程        522 人  
農学研究科       329 人 
うち前期課程       218 人 

後期課程       111 人 
国際文化研究科       118 人 
うち前期課程        70 人 

後期課程        48 人 
情報科学研究科       406 人 
うち前期課程       280 人 

後期課程       126 人 
生命科学研究科       302 人 
うち前期課程       212 人 

後期課程        90 人 
環境科学研究科       299 人 
うち前期課程       200 人 

後期課程        99 人 
医工学研究科       114 人 
うち前期課程        78 人 

後期課程        36 人 
 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

12 
秋 田 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学 

部 

国際資源学部       480 人 
教育文化学部       840 人 
 うち教員養成に係る分野 440 人 
医学部         1,163 人 
うち医師養成に係る分野 711 人 

理工学部        1,604 人 
 

別表（収容定員） 

学 

部 

国際資源学部       480 人 
教育文化学部       840 人 
うち教員養成に係る分野 440 人  

医学部         1,221 人 
うち医師養成に係る分野 769 人 

理工学部        1,604 人 
 

― 

13 
山 形 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

研
究
科 

社会文化ｼｽﾃﾑ研究科     24人 
うち修士課程        24人 

地域教育文化研究科     28人 
うち修士課程        28人 

医学系研究科        202人 
 うち博士課程       104人 

博士前期課程      62人 
博士後期課程      36人 

理工学研究科        591人 
 うち博士前期課程     528人 

博士後期課程      63人 
有機材料ｼｽﾃﾑ研究科     160人 
 うち博士前期課程     130人 

博士後期課程      30人 
農学研究科          84人 
うち修士課程        84人 

教育実践研究科       40人 
うち専門職学位課程    40 人 

 

別表（収容定員） 

研
究
科 

 社会文化ｼｽﾃﾑ研究科      24人 
うち修士課程         24人 

地域教育文化研究科     28人 
うち修士課程         28人 

医学系研究科          174人 
 うち博士課程         104人 

博士前期課程      44人 
博士後期課程      26人 

理工学研究科        591人 
 うち博士前期課程      528人 

博士後期課程      63人 
有機材料ｼｽﾃﾑ研究科     200人 
 うち博士前期課程      170人 

博士後期課程       30人 
農学研究科         72人 
うち修士課程       72人 

教育実践研究科       40人 
うち専門職学位課程    40 人 

 

― 

16 
筑 波 大
学 

目
標 

別表 1（学群・研究科） 

研
究
科 

人文社会科学研究科 
ビジネス科学研究科 
数理物質科学研究科 
システム情報工学研究科 
生命環境科学研究科 
人間総合科学研究科 
図書館情報メディア研究科 
教育研究科 

 

別表 1（学群・学術院（研究科含む） 

学
術
院
（
研
究
科
含
む
） 

人文社会科学研究科（R2 募集停止） 
ビジネス科学研究科（R2 募集停止） 
数理物質科学研究科（R2 募集停止） 
システム情報工学研究科（R2 募集停止） 
生命環境科学研究科（R2 募集停止） 
人間総合科学研究科（R2 募集停止） 
図書館情報メディア研究科（R2 募集停止） 
教育研究科（R2 募集停止） 
人文社会ビジネス科学学術院（R2 設置） 
理工情報生命学術院（R2 設置） 
人間総合科学学術院（R2 設置） 

 

令和２年度に
おける大学院
研究科の改組
再編により、
学校教育法第
100 条ただし
書きに基づく
研究科以外の
教育研究上の
組 織 で あ る
「学術院」を
置くことに伴
う変更 



6 

番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

16 
筑 波 大
学 

計
画 

教育を担う組織 
 ビジネス科学・人文社会科学研究群（仮称）、理工・
情報・生命研究群（仮称）、人間総合科学研究群（仮
称） 
 
別表（収容定員） 

人文･文化学群       960 人 
社会･国際学群       660 人 
人間学群         480 人 
生命環境学群      1,020 人 
理工学群        2,100 人 
情報学群         980 人 
医学群         1,215 人 
 うち医師養成に係る分野 761 人 
体育専門学群       960 人 
芸術専門学群       400 人 

人文社会科学研究科    473 人 
 うち５年一貫課程    190 人 

修士課程       72 人 
前期課程       100 人 

   後期課程        111 人 
ﾋﾞｼﾞﾈｽ科学研究科     357 人 
 うち前期課程        120 人 
   後期課程        69 人 
   専門職学位課程   168 人 
数理物質科学研究科    813 人 
 うち前期課程       480 人 
   後期課程       333 人 
ｼｽﾃﾑ情報工学研究科   1,172 人 
 うち前期課程       854 人 

  後期課程      318 人 
生命環境科学研究科   1,057 人 
 うち５年一貫課程    105 人 
   前期課程       538 人 
   後期課程       414 人 
人間総合科学研究科   1,478 人 
うち修士課程       176 人 
  医学の課程      248 人 
  前期課程       688 人 
  後期課程      366 人 

図書館ﾒﾃﾞｨｱ研究科     137 人 
 うち前期課程       74 人 
   後期課程       63 人 
教育研究科   199 人(修士課程) 

 

教育を担う組織 
 人文社会ビジネス科学学術院、理工情報生命学術
院、人間総合科学学術院 
 
 
別表（収容定員） 

人文･文化学群       960 人 
社会･国際学群       660 人 
人間学群         480 人 
生命環境学群      1,020 人 
理工学群        2,100 人 
情報学群         980 人 
医学群         1,287 人 
 うち医師養成に係る分野 833 人 
体育専門学群       960 人 
芸術専門学群       400 人 

人文社会科学研究科    151 人 
 うち５年一貫課程    114 人 

修士課程        0 人 
前期課程         0 人 

   後期課程         37 人 
ﾋﾞｼﾞﾈｽ科学研究科      59 人 
 うち前期課程          0 人 
   後期課程        23 人 
   専門職学位課程    36 人 
数理物質科学研究科    111 人 
 うち前期課程         0 人 
   後期課程       111 人 
ｼｽﾃﾑ情報工学研究科     106 人 
 うち前期課程         0 人 

  後期課程      106 人 
生命環境科学研究科     201 人 
 うち５年一貫課程     63 人 
   前期課程         0 人 
   後期課程       138 人 
人間総合科学研究科     246 人 
うち修士課程         0 人 
  医学の課程      124 人 
  前期課程         0 人 
  後期課程      122 人 

図書館ﾒﾃﾞｨｱ研究科      21 人 
 うち前期課程        0 人 
   後期課程       21 人 
教育研究科    0 人(修士課程) 
人文社会ﾋﾞｼﾞﾈｽ科学学術院 710 人 
 うち前期課程      404 人 
   後期課程      174 人 
   専門職学位課程   132 人 
理工情報生命学術院   2,664 人 
 うち５年一貫課程      16 人 
   前期課程     2,048 人 
   後期課程       600 人 
人間総合科学学術院   1,642 人 
 うち５年一貫課程      16 人 
   修士・前期課程  1,178 人 
   後期課程       288 人 
   医学の課程     160 人 

 

― 



7 

番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

18 
宇 都 宮
大学 

目
標 

別表１（学部、研究科等） 

学  
部 

地域デザイン科学部 
国際学部 
教育学部 
 
工学部 
農学部 

 

別表１（学部、研究科等） 
 
 

学  
部 

地域デザイン科学部 
国際学部 
教育学部（R2 募集停止） 
共同教育学部（R2 設置） 
工学部 
農学部 

 
 
 
教育学部改組
（共同教育学
部設置）のた
め 

計
画 

別表（収容定員） 

学 
 
部 

地域デザイン科学部        572 人 
国際学部                 380 人 
教育学部                 680 人 
うち教員養成課程        680 人 
 
 

工学部                1,312 人  
農学部                  816 人 

 

別表（収容定員） 

学 
 
部 

地域デザイン科学部    572 人 
国際学部             380 人 
教育学部             340 人 
うち教員養成課程    340 人 

共同教育学部          340 人 
うち教員養成課程    340 人 

工学部             1,312 人  
農学部               816 人 

 

― 

19 
群 馬 大
学 

目
標 

別表 1（学部、研究科等） 
 

学 

部 

【新規】 
教育学部 
社会情報学部 
医学部 
理工学部 

別表 1（学部、研究科等） 
 

学 

部 

共同教育学部（R2 設置） 
教育学部（R2 募集停止） 
社会情報学部 
医学部 
理工学部 

 
教育学部改組
（共同教育学
部設置）の 
ため 

計
画 

別表（収容定員） 

学 
 
部 

【新規】 
教育学部            880 人 
社会情報学部           440 人 
医学部              1,347 人 
うち医師養成に係る分野     687 人 

理工学部            2,100 人 

研
究
科 

教育学研究科            78 人 
 うち修士課程            46 人 
    専門職学位課程        32 人 
社会情報学研究科         28 人 
 うち修士課程            28 人 
医学系研究科           258 人 
 うち修士課程            30 人 
    博士課程          228 人 
保健学研究科          130 人 
うち修士課程           100 人 

      博士課程            30 人 
 

別表（収容定員） 

学 
 
部 

共同教育学部        380 人 
教育学部            440 人 
社会情報学部         440 人 
医学部            1,383 人 
うち医師養成に係る分野  723 人 

理工学部          2,160 人 

研
究
科 

教育学研究科          40 人 
 うち修士課程           0 人 
    専門職学位課程     40 人 
社会情報学研究科       28 人 
 うち修士課程          28 人 
医学系研究科         258 人 
 うち修士課程          30 人 
    博士課程        228 人 
保健学研究科        130 人 
  うち修士課程        100 人 
      博士課程         30 人 

 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

21 
千 葉 大
学 

目
標 

別表１（学部、研究科等） 
 

研
究
科
・
学
府 

人文公共学府 
専門法務研究科 
教育学研究科 
融合理工学府 
園芸学研究科 
医学薬学府 
看護学研究科 
東京学芸大学大学院連合学校教
育学研究科に参加 
大阪大学大学院大阪大学・金沢
大学・浜松医科大学・千葉大学・
福井大学連合小児発達学研究科
に参加 
 

別表１（学部、研究科等） 
 

研
究
科
・
学
府
及
び
研
究
科
等
連
係

課
程
実
施
基
本
組
織 

人文公共学府 
専門法務研究科 
教育学研究科 
融合理工学府 
園芸学研究科 
医学薬学府 
看護学研究科 
東京学芸大学大学院連合学校教
育学研究科に参加 
大阪大学大学院大阪大学・金沢
大学・浜松医科大学・千葉大学・
福井大学連合小児発達学研究科
に参加 
総合国際学位プログラム 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
総合国際学位
プログラムの
設置に伴う変
更のため 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

国際教養学部       360 人 
文学部          700 人 
法政経学部         1,480 人 
教育学部         1,575 人 
うち教員養成に係る分野 1,575 人 

理学部          800 人 
工学部          2,600 人 
園芸学部         760 人 
医学部          688 人 
うち医師養成に係る分野 688 人 

薬学部          430 人 
看護学部         340 人 

研
究
科
・
学
府 

人文公共学府         141 人 
うち博士前期課程       96 人 

    博士後期課程     45 人 
専門法務研究科       120 人 
うち専門職学位課程     120 人 

教育学研究科        158 人 
うち修士課程        118 人 

専門職学位課程     40 人 
融合理工学府      1,522 人 
うち博士前期課程     1,258 人 

      博士後期課程      264 人 
園芸学研究科       264 人 
うち博士前期課程      210 人 

      博士後期課程       54 人 
医学薬学府        671 人 
うち修士課程        154 人 

      ４年博士課程      472 人 
   後期３年博士課程   45 人 
看護学研究科       132 人 
 うち修士課程       36 人 
   博士前期課程     50 人 
   博士後期課程     36 人 
   ５年一貫制博士課程  10 人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

国際教養学部       360 人 
文学部          700 人 
法政経学部         1,480 人 
教育学部         1,575 人 
うち教員養成に係る分野 1,575 人 

理学部          800 人 
工学部          2,600 人 
園芸学部         760 人 
医学部          712 人 
うち医師養成に係る分野 712 人 

薬学部          430 人 
看護学部         340 人 

研
究
科
・
学
府
及
び
研
究
科
等
連
係
課
程
実
施
基
本
組
織 

人文公共学府     141 人【10 人】 
うち博士前期課程 96 人【10 人】 

    博士後期課程     45 人 
専門法務研究科       120 人 
うち専門職学位課程     120 人 

教育学研究科        158 人 
うち修士課程        118 人 

専門職学位課程     40 人 
融合理工学府      1,522 人 
うち博士前期課程     1,258 人 

      博士後期課程      264 人 
園芸学研究科       264 人 
うち博士前期課程      210 人 

      博士後期課程       54 人 
医学薬学府        671 人 
うち修士課程        154 人 

      ４年博士課程      472 人 
   後期３年博士課程   45 人 
看護学研究科       132 人 
 うち修士課程       36 人 
   博士前期課程     50 人 
   博士後期課程     36 人 
   ５年一貫制博士課程  10 人 
総合国際学位プログラム 【10 人】 
 うち修士課程     【10 人】 
 
【 】は、研究科等連係課程実施基
本組織に活用する収容定員を示す。 

 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

22 
東 京 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

研
究
科
等 

人文社会系研究科     710 人 
うち修士課程      386 人 

博士後期課程    324 人 
教育学研究科       323 人 
うち修士課程      176 人 

博士後期課程    147 人 
法学政治学研究科     850 人 
うち修士課程       40 人 

博士後期課程    120 人 
専門職学位課程   690 人 

経済学研究科       325 人 
うち修士課程      220 人 

博士後期課程    105 人 
総合文化研究科     1,051 人 
うち修士課程      538 人 

博士後期課程    513 人 
理学系研究科      1,461 人 
うち修士課程      816 人 

博士後期課程    645 人 
工学系研究科      2,189 人 
うち修士課程     1,238 人 

博士後期課程    936 人 
専門職学位課程    15 人 

農学生命科学研究科   1,067 人 
うち修士課程      586 人 

博士後期課程    429 人 
   博士課程       52 人 
医学系研究科      1,134 人 
うち修士課程      132 人 

博士後期課程    102 人 
   博士課程      840 人 

専門職学位課程    60 人 
薬学系研究科        390 人 
うち修士課程      200 人 

   博士後期課程    160 人 
博士課程       30 人 

数理科学研究科      202 人 
うち修士課程      106 人 

博士後期課程     96 人 
新領域創成科学研究科  1,221 人 
うち修士課程      732 人 

博士後期課程    489 人 
情報理工学系研究科    502 人 
うち修士課程      316 人 

博士後期課程    186 人 
学際情報学府       332 人 
うち修士課程      200 人 

博士後期課程    132 人 
公共政策学教育部     238 人 
うち博士後期課程     18 人 
 専門職学位課程   220 人 

 

別表（収容定員） 

研
究
科
等 

人文社会系研究科     710 人 
うち修士課程      386 人 

博士後期課程    324 人 
教育学研究科       323 人 
うち修士課程      176 人 

博士後期課程    147 人 
法学政治学研究科     850 人 
うち修士課程       40 人 

博士後期課程    120 人 
専門職学位課程   690 人 

経済学研究科       325 人 
うち修士課程      220 人 

博士後期課程    105 人 
総合文化研究科     1,051 人 
うち修士課程      538 人 

博士後期課程    513 人 
理学系研究科      1,461 人 
うち修士課程      816 人 

博士後期課程    645 人 
工学系研究科      2,189 人 
うち修士課程     1,238 人 

博士後期課程    936 人 
専門職学位課程    15 人 

農学生命科学研究科   1,067 人 
うち修士課程      586 人 

博士後期課程    429 人 
   博士課程       52 人 
医学系研究科      1,134 人 
うち修士課程      132 人 

博士後期課程    102 人 
   博士課程      840 人 

専門職学位課程    60 人 
薬学系研究科        390 人 
うち修士課程      200 人 

   博士後期課程    160 人 
博士課程       30 人 

数理科学研究科      202 人 
うち修士課程      106 人 

博士後期課程     96 人 
新領域創成科学研究科  1,221 人 
うち修士課程      732 人 

博士後期課程    489 人 
情報理工学系研究科    672 人 
うち修士課程      486 人 

博士後期課程    186 人 
学際情報学府       332 人 
うち修士課程      200 人 

博士後期課程    132 人 
公共政策学教育部     292 人 
うち博士後期課程     22 人 
 専門職学位課程   270 人 

 

― 

23 
東 京 医
科 歯 科
大学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

医学部              959 人 
うち医師養成に係る分野     599 人 

歯学部              473 人 
うち歯科医師養成に係る分野  318 人 

研
究
科 

医歯学総合研究科       1,086 人 
うち修士課程         257 人 

博士課程         829 人  
保健衛生学研究科          75 人 

うち修士課程           0 人 
博士課程         75 人 

1 

別表（収容定員） 

学
部 

医学部            989 人 
うち医師養成に係る分野   629 人 

歯学部            473 人 
うち歯科医師養成に係る分野 318 人 

研
究
科 

医歯学総合研究科      1,092 人 
うち修士課程        257 人 

博士課程        835 人  
保健衛生学研究科         75 人 
うち修士課程         0 人 

博士課程         75 人 
 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

34 
新 潟 大
学 

目
標 

別表１（学部、研究科等） 

学
部 

人文学部 
教育学部 
法学部 
経済学部 
 
理学部 
医学部 
歯学部 
工学部 
農学部 
創生学部 

 

別表１（学部、研究科等） 

学
部 

人文学部 
教育学部 
法学部 
経済学部（R2募集停止） 
経済科学部（R2設置） 
理学部 
医学部 
歯学部 
工学部 
農学部 
創生学部 

 

 
 
 
 
 
経済学部の改
組のため 

計
画 

別表 （収容定員） 

学
部 

人文学部               912 人 
教育学部               880 人 
うち教員養成に係る分野   880 人 

法学部                730 人 
経済学部             1,250 人 
 
理学部                820 人 
医学部              1,393 人 
うち医師養成に係る分野   713 人 

歯学部                357 人 
うち歯科医師養成に係る分野 265 人 

工学部              2,160 人 
農学部                  720 人 
創生学部               260 人 

 

別表 （収容定員） 

学
部 

人文学部               882 人 
教育学部               800 人 
うち教員養成に係る分野   800 人 

法学部                710 人 
経済学部              640 人 
経済科学部           700 人 
理学部                820 人 
医学部              1,437 人 
うち医師養成に係る分野   757 人 

歯学部                357 人 
うち歯科医師養成に係る分野 265 人 

工学部              2,160 人 
農学部                  720 人 
創生学部               260 人 

 

― 

37 
富 山 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

人文学部             694 人 
人間発達科学部         680 人 
経済学部           1,360 人 
理学部               768 人 
医学部               975 人 
うち医師養成に係る分野  635 人 

薬学部               530 人 
工学部             1,494 人 
芸術文化学部          440 人 
都市ﾃﾞｻﾞｲﾝ学部        566 人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

人文学部             694 人 
人間発達科学部        680 人 
経済学部           1,360 人 
理学部              768 人 
医学部              995 人 
うち医師養成に係る分野 655 人 

薬学部              530 人 
工学部            1,494 人 
芸術文化学部          440 人 
都市ﾃﾞｻﾞｲﾝ学部        566 人 

 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

38 
金 沢 大
学 

目
標 

別表１（学域、研究科） 

研
究
科 

人間社会環境研究科 
自然科学研究科 
医薬保健学総合研究科 
先進予防医学研究科 
新学術創成研究科 
法務研究科 
教職実践研究科 

 

別表１（学域、研究科） 

研
究
科 

人間社会環境研究科 
自然科学研究科 
医薬保健学総合研究科 
先進予防医学研究科 
新学術創成研究科 
法学研究科 
教職実践研究科 

 

 
令和 2 年 4 月
1日をもって、
法務研究科か
ら法学研究科
へ名称変更を
行うため 

計
画 

別表（収容定員） 

学
域 

人間社会学域       2,920 人 
 うち教員養成に係る分野  400 人 
理工学域         2,536 人 
医薬保健学域       1,903 人 
うち医師養成に係る分野  673 人 

研
究
科 

人間社会環境研究科     158 人 
 うち博士前期課程     122 人 
   博士後期課程      36 人 
自然科学研究科      1,063 人 
 うち博士前期課程     754 人 
   博士後期課程     309 人 
医薬保健学総合研究科    626 人 
 うち修士課程        30 人 
   博士課程       272 人 
   博士前期課程     216 人 
   博士後期課程     108 人 
先進予防医学研究科      48 人 
 うち博士課程        48 人 
新学術創成研究科       28 人 
うち修士課程        28 人 

 
法務研究科          45 人 
 うち専門職学位課程     45 人 
 
教職実践研究科        30 人 
 うち専門職学位課程     30 人 

 

別表（収容定員） 

学
域 

人間社会学域       2,920 人 
 うち教員養成に係る分野  400 人 
理工学域         2,536 人 
医薬保健学域       1,927 人 
うち医師養成に係る分野  697 人 

研
究
科 

人間社会環境研究科     142 人 
 うち博士前期課程     106 人 
   博士後期課程      36 人 
自然科学研究科      1,063 人 
 うち博士前期課程     754 人 
   博士後期課程     309 人 
医薬保健学総合研究科    626 人 
 うち修士課程        30 人 
   博士課程       272 人 
   博士前期課程     216 人 
   博士後期課程     108 人 
先進予防医学研究科      48 人 
 うち博士課程        48 人 
新学術創成研究科       80 人 
うち博士前期課程      40 人 
  博士後期課程      40 人 

法学研究科          61 人 
 うち修士課程        16 人 

専門職学位課程     45 人 
教職実践研究科        30 人 
 うち専門職学位課程     30 人 

 

― 

39 
福 井 大
学 

目
標 

別表１（学部、研究科等） 

研
究
科 

教育学研究科 
福井大学・奈良女子大学・岐阜聖徳 
学園大学連合教職開発研究科 
医学系研究科 
工学研究科 
 

 

別表１（学部、研究科等） 

研
究
科 

教育学研究科（R2 募集停止） 
福井大学・奈良女子大学・岐阜聖徳 
学園大学連合教職開発研究科 
医学系研究科 
工学研究科 
国際地域マネジメント研究科 

 

 
令和2年度に

行う教育学研

究科の募集停

止及び国際地

域マネジメン

ト研究科の設

置に伴う変更 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

教育地域科学部   0 人（H28 募集停止） 
うち教員養成に係る分野      0 人 

教育学部               400 人 
うち教員養成に係る分野    400 人 

医学部                 905 人 
うち医師養成に係る分野    665 人 

工学部               2,180 人 
国際地域学部            240 人 

研
究
科 

教育学研究科             54 人 
うち修士課程             54 人 

福井大学･奈良女子大学･岐阜聖徳 
学園大学連合教職開発研究科      80 人 
うち専門職学位課程         80 人 

医学系研究科            124 人 
うち修士課程            24 人 

   博士課程            100 人 
工学研究科              572 人 
うち博士前期課程         506 人 

博士後期課程          66 人 

 
1 

別表（収容定員） 

学
部 

（削除） 
 
教育学部             400 人 
うち教員養成に係る分野  400 人 

医学部              925 人 
うち医師養成に係る分野  685 人 

工学部            2,180 人 
国際地域学部          240 人 

研
究
科 

教育学研究科   0 人（R2 募集停止） 
うち修士課程             0人 

福井大学・奈良女子大学・岐阜聖徳学
園大学連合教職開発研究科  120人 
うち専門職学位課程       120人 

医学系研究科          124人 
うち修士課程           24人 

博士課程          100人 
工学研究科            572人 
うち博士前期課程      506人 

      博士後期課程       66人 
国際地域マネジメント研究科 14人 
 うち専門職学位課程    14人 

 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

40 
山 梨 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

教育学部              500人 
うち教員養成に係る分野  500人 

医学部                950人 
うち医師養成に係る分野  710人 

工学部              1,500人 
生命環境学部          600人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

教育学部              500人 
うち教員養成に係る分野  500人 

医学部                990人 
うち医師養成に係る分野  750人 

工学部              1,500人 
生命環境学部          600人 

 

― 

41 
信 州 大
学 

目
標 

別表１（学部、研究科等） 

研
究
科 

（新規） 
人文科学研究科 
教育学研究科 
経済･社会政策科学研究科 
医学系研究科 
総合理工学研究科 
総合工学系研究科（H30募集停止） 
総合医理工学研究科 

 

別表１（学部、研究科等） 

研
究
科 

総合人文社会科学研究科 
人文科学研究科（R2募集停止） 
教育学研究科 
経済･社会政策科学研究科（R2募集停止） 
医学系研究科 
総合理工学研究科 
（削除） 
総合医理工学研究科 

 

令和2年度に

総合人文社会

科学研究科を

設置するため 

 

令和2年度に

人文科学研究

科及び経済・

社会政策科学

研究科で募集

を停止するた

め 

 

令和2年度に

総合工学系研

究科の収容定

員が0となる

ため 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

人文学部          630 人 
教育学部          960 人 
うち教員養成に係る分野   960 人 

経法学部          780 人 
理学部           828 人 
医学部          1,296 人 
うち医師養成に係る分野   690 人 

工学部          1,980 人 
農学部           692 人 
繊維学部          1,140 人 

研
究
科 

（新規） 
 
人文科学研究科         20 人 
うち修士課程           20 人 

教育学研究科        80 人 
うち修士課程           40 人  

専門職学位課程        40 人  
経済・社会政策科学研究科    32 人 
 
うち修士課程           32 人 

医学系研究科          52 人 
うち修士課程           52 人 

総合理工学研究科       1,150 人 
うち修士課程        1,150 人 

総合工学系研究科（H30 募集停止） 0 人 
うち博士課程            0 人 

総合医理工学研究科        355 人 
うち博士課程          355 人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

人文学部          630 人 
教育学部          960 人 
うち教員養成に係る分野   960 人 

経法学部          780 人 
理学部           828 人 
医学部          1,326 人 
うち医師養成に係る分野   720 人 

工学部          1,980 人 
農学部           692 人 
繊維学部          1,140 人 

研
究
科 

総合人文社会科学研究科（R2 設置） 72 人 
 うち修士課程          72 人 
人文科学研究科（R2 募集停止）    0 人 
うち修士課程             0 人 

教育学研究科         60 人 
うち修士課程             0 人 

専門職学位課程         60 人  
経済・社会政策科学研究科（R2 募集停止）
0人 
うち修士課程             0 人 

医学系研究科           52 人 
うち修士課程            52 人 

総合理工学研究科        1,150 人 
うち修士課程         1,150 人 

（削除） 
（削除） 
総合医理工学研究科         355 人 
うち博士課程           355 人 

 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

43 
静 岡 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

研
究
科
等 

人文社会科学研究科       72人 
うち修士課程         72人

教育学研究科         156人 
 うち修士課程         104人 
   専門職学位課程       40人 
   博士課程         12人 
総合科学技術研究科      958人 
 うち修士課程         958人 
光医工学研究科         15人 
 うち博士課程         15人 
自然科学系教育部       135人 
うち博士課程         135 人 

 

別表（収容定員） 

研
究
科
等 

人文社会科学研究科      72人 
うち修士課程        72人

教育学研究科         102人 
（削除） 
 うち専門職学位課程       90人 
   博士課程         12人 
総合科学技術研究科     1,078人 
 うち修士課程       1,078人
光医工学研究科         15人 
 うち博士課程         15人 
自然科学系教育部       135人 
うち博士課程        135 人 

 

― 

44 
浜 松 医
科大学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

医学部          945 人 
うち医師養成に係る分野 685人 

1 

別表（収容定員） 

学
部 

医学部          975 人 
うち医師養成に係る分野 715人 

 

― 

46 
愛 知 教
育大学 

目
標 

別表１（学部、研究科等） 

研
究
科 

教育学研究科 
教育実践研究科 

 

別表１（学部、研究科等） 

研
究
科 

教育学研究科 
教育実践研究科（R2 募集停止） 

 

大学院改組に
伴い、教育実
践研究科の学
生募集を停止
のため 

計
画 

別表（収容定員） 

研
究
科 

教育学研究科       212 人 
 
うち修士課程      200 人 

後期３年博士課程   12 人 
教育実践研究科      100 人 
うち専門職学位課程   100人 

 

別表（収容定員） 

研
究
科 

教育学研究科       312 人 
うち専門職学位課程   240 人 

修士課程       60 人 
後期３年博士課程   12 人 

教育実践研究科        0 人 
うち専門職学位課程     0人 

 

― 

47 
名 古 屋
工 業 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

研
究
科 

工学研究科         1,288 人 
うち博士前期課程     1,162 人 

博士後期課程        126 人 

 

別表（収容定員） 

研
究
科 

工学研究科         1,488 人 
うち博士前期課程     1,362 人 

博士後期課程       126 人 

 

― 

49 
三 重 大
学 

計
画 

中期計画別表（収容定員） 

学
部 

医学部         1,050 人 
うち医師養成に係る分野 710 人 

 

中期計画別表（収容定員） 

学
部 

医学部         1,090 人 
うち医師養成に係る分野 750 人 

 

― 

50 
滋 賀 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

研
究
科 

教育学研究科           110 人 
うち修士課程         70 人 

専門職学位課程    40 人 
経済学研究科            82 人 
うち博士前期課程      64 人 

博士後期課程      18 人 
ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ研究科         40 人 
うち修士課程          40 人 

 
1 

別表（収容定員） 

研
究
科 

教育学研究科           110 人 
うち修士課程         70 人 

専門職学位課程    40 人 
経済学研究科            76 人 
うち博士前期課程      64 人 

博士後期課程      12 人 
ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ研究科         46 人 
うち博士前期課程      40 人 

   博士後期課程      6 人 
 

― 

51 
滋 賀 医
科大学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

医学部          921 人 
うち医師養成に係る分野 661 人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

医学部          931 人 
うち医師養成に係る分野 671 人 

 

― 

52 
京 都 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

医学部         1,089 人 
うち医師養成に係る分野 638 人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

医学部         1,093 人 
うち医師養成に係る分野 642 人 

 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

55 
大 阪 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

文学部           660 人 
人間科学部      568 人 
外国語学部     2,340 人 
法学部          1,020 人 
経済学部          900 人 
理学部          1,020 人 
医学部          1,320 人 
うち医師養成に係る分野  640 人 

歯学部           318 人 
うち歯科医師養成に係る分野 318 人 

薬学部           370 人 
工学部          3,280 人 
基礎工学部     1,740人 

研
究
科 

文学研究科      311 人 
うち修士課程           38 人 

博士課程(前期)     150 人 
博士課程(後期)     123 人 

人間科学研究科      304 人 
うち博士課程(前期)     178 人 

博士課程(後期)     126 人 
法学研究科      106 人 
うち博士課程(前期)      70 人 

博士課程(後期)      36 人 
経済学研究科      241 人 
うち博士課程(前期)     166 人 

博士課程(後期)      75 人 
理学研究科      910 人 
うち博士課程(前期)     532 人 

博士課程(後期)     378 人 
医学系研究科      959 人 
うち修士課程           40 人 

博士課程(前期)     162 人 
博士課程(後期)      69 人 
博士課程          688 人 

歯学研究科      175 人 
うち博士課程          175 人 

薬学研究科      250 人 
うち博士課程(前期)     150 人 

博士課程(後期)      60 人 
博士課程           40 人 

工学研究科     2,132 人 
うち博士課程(前期)   1,580 人 

博士課程(後期)     552 人 
基礎工学研究科      744 人 
うち博士課程(前期)     534 人 

博士課程(後期)     210 人 
言語文化研究科      218 人 
うち博士課程(前期)     134 人 

博士課程(後期)      84 人 
国際公共政策研究科     133 人 
 うち博士課程（前期）    70 人 
   博士課程（後期）    63 人 
情報科学研究科       375 人 
 うち博士課程（前期）   246 人 
   博士課程（後期）   129 人 
生命機能研究科       275 人 
 うち博士課程       275 人 
高等司法研究科       240 人 
 うち専門職学位課程    240 人 
大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・
千葉大学・福井大学連合小児発達学研
究科             45 人 
 うち博士課程（後期）    45 人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

文学部          660 人 
人間科学部      568 人 
外国語学部     2,340 人 
法学部          1,020 人 
経済学部           900 人 
理学部          1,020 人 
医学部          1,330 人 
うち医師養成に係る分野  650 人 

歯学部           318 人 
うち歯科医師養成に係る分野 318 人 

薬学部           370 人 
工学部          3,280 人 
基礎工学部     1,740人 

研
究
科 

文学研究科      311 人 
うち修士課程           38 人 

博士課程(前期)     150 人 
博士課程(後期)     123 人 

人間科学研究科      304 人 
うち博士課程(前期)     178 人 

博士課程(後期)     126 人 
法学研究科      106 人 
うち博士課程(前期)      70 人 

博士課程(後期)      36 人 
経済学研究科      241 人 
うち博士課程(前期)     166 人 

博士課程(後期)      75 人 
理学研究科      910 人 
うち博士課程(前期)     532 人 

博士課程(後期)     378 人 
医学系研究科      959 人 
うち修士課程           40 人 

博士課程(前期)     162 人 
博士課程(後期)      69 人 
博士課程          688 人 

歯学研究科      175 人 
うち博士課程          175 人 

薬学研究科      250 人 
うち博士課程(前期)     150 人 

博士課程(後期)      60 人 
博士課程           40 人 

工学研究科     2,174 人 
うち博士課程(前期)   1,622 人 

博士課程(後期)     552 人 
基礎工学研究科      744 人 
うち博士課程(前期)     534 人 

博士課程(後期)     210 人 
言語文化研究科      218 人 
うち博士課程(前期)     134 人 

博士課程(後期)      84 人 
国際公共政策研究科     133 人 
 うち博士課程（前期）    70 人 
   博士課程（後期）    63 人 
情報科学研究科       375 人 
 うち博士課程（前期）   246 人 
   博士課程（後期）   129 人 
生命機能研究科       275 人 
 うち博士課程       275 人 
高等司法研究科       240 人 
 うち専門職学位課程    240 人 
大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・
千葉大学・福井大学連合小児発達学研
究科             45 人 
 うち博士課程（後期）    45 人 

 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

58 
神 戸 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

文学部             400 人 
国際文化学部           0 人 
発達科学部            0 人 
国際人間科学部     1,500 人 
法学部             760 人 
経済学部          1,120 人 
経営学部          1,080 人 
理学部             662 人 
医学部           1,313 人 
うち医師養成に係る分野 673 人 

工学部           2,300 人 
農学部             660 人 
海事科学部          820 人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

文学部              400 人 
 
 
国際人間科学部      1,500 人 
法学部              760 人 
経済学部          1,120 人 
経営学部          1,080 人 
理学部              662 人 
医学部            1,337 人 
うち医師養成に係る分野  697 人 

工学部            2,300 人 
農学部              660 人 
海事科学部           820 人 

 

― 

60 
奈 良 女
子大学 

目
標 

別表１（学部、研究科等） 

研
究
科 

人間文化研究科 

 

別表１（学部、研究科等） 

研
究
科 

人間文化総合科学研究科 

 

奈良女子大学
大学院「人間
文化研究科」
のこれまでの
組織変更の経
緯、「科学」を
標榜し得る教
員組織の構成
やこれまでの
教育研究の実
績に基づき、
今後の社会に
貢 献 し う る
「総合科学」
という方向性
を明示するた
めに、現行の
「人間文化研
究科」という
研 究 科 名 称
を、令和 2年 4
月1日より「人
間文化総合科
学研究科」に
変更するため 

計
画 

別表（収容定員） 

研
究
科 

人間文化研究科       510 人 
うち博士前期課程     396 人 

博士後期課程     114人 

 

別表（収容定員） 

研
究
科 

人間文化総合科学研究科   510 人 
うち博士前期課程     396 人 

博士後期課程     114人 

 

― 

61 
和 歌 山
大学 

計
画 

別表（収容定員） 

研
究
科 

教育学研究科         90 人 
うち修士課程         44 人 

    専門職学位課程     46 人 
経済学研究科         76 人 
うち修士課程        76 人 

システム工学研究科     282 人 
  うち博士前期課程     258 人 
    博士後期課程      24 人 
観光学研究科        36 人 
  うち博士前期課程     18 人 

博士後期課程     18人 
 

別表（収容定員） 

研
究
科 

教育学研究科         60 人 
うち修士課程          0 人 

    専門職学位課程     60 人 
経済学研究科         76 人 
うち修士課程        76 人 

システム工学研究科     282 人 
  うち博士前期課程     258 人 
    博士後期課程      24 人 
観光学研究科        46 人 
  うち博士前期課程     28 人 

博士後期課程     18人 
 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

62 
鳥 取 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

地域学部           680 人 
医学部           1,245 人 
うち医師養成に係る分野  605 人 

工学部           1,800 人 
農学部           1,090 人 
うち獣医師養成に係る分野  210 人 

研
究
科 

持続性社会創生科学研究科  502 人 
うち修士課程       502 人 

医学系研究科           250 人 
うち修士課程        82 人 

      博士課程       168 人 
工学研究科             63 人 
うち博士課程        63 人 

連合農学研究科          57 人 
うち博士課程        57 人 

共同獣医学研究科         15 人 
うち博士課程        15 人 

1 

別表（収容定員） 

学
部 

地域学部            680 人 
医学部           1,293 人 
うち医師養成に係る分野   653 人 

工学部           1,800 人 
農学部           1,090 人 
うち獣医師養成に係る分野 210 人 

研
究
科 

持続性社会創生科学研究科  502 人 
うち修士課程        502 人 

医学系研究科           234 人 
うち修士課程         82 人 

      博士課程        152 人 
工学研究科              63 人 
うち博士課程         63 人 

連合農学研究科           57 人 
うち博士課程         57 人 

共同獣医学研究科         15 人 
うち博士課程         15 人 

 

― 

63 
島 根 大
学 

目
標 

別表１（学部、研究科等） 

研
究
科 

人文社会科学研究科 
教育学研究科 
医学系研究科 
自然科学研究科 
（鳥取大学大学院連合農学研究
科に参加） 
総合理工学研究科 

 

別表１（学部、研究科等） 

研
究
科 

人文社会科学研究科 
教育学研究科 
医学系研究科 
自然科学研究科 
（鳥取大学大学院連合農学研究
科に参加） 
総合理工学研究科（R2 募集停止） 

 

令和2年度に

おける、自然

科学研究科（

博士後期課程

）の設置に伴

う総合理工学

研究科（博士

後期課程）の

募集停止 

 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

法文学部         760 人 
教育学部         520 人 
人間科学部        320 人 
医学部          888 人 
 うち医師養成に係る分野 628 人 
総合理工学部      1,624 人 
生物資源科学部      830 人 

研
究
科 

人文社会科学研究科     24 人 
 うち修士課程        24 人 
教育学研究科           50 人 
 うち修士課程       16 人 

専門職学位課程     34 人        
医学系研究科        180 人 
 うち博士前期課程      54 人 

博士後期課程     126 人 
自然科学研究科       400 人 
 うち博士前期課程     400 人 
 
総合理工学研究科       36 人 
 うち博士後期課程     36 人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

法文学部           760 人 
教育学部           520 人 
人間科学部          320 人 
医学部            892 人 
 うち医師養成に係る分野   652 人 
総合理工学部        1,624 人 
生物資源科学部        830 人 

研
究
科 

人文社会科学研究科       24 人 
 うち修士課程          24 人 
教育学研究科             50 人 
 うち修士課程         16 人 

専門職学位課程       34 人        
医学系研究科          180 人 
 うち博士前期課程        54 人 

博士後期課程       126 人 
自然科学研究科         430 人 
 うち博士前期課程       400 人 
   博士後期課程        30 人 
総合理工学研究科（R2 募集停止） 12 人 
 うち博士後期課程       12人 

 

― 

64 
岡 山 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

（略） 
医学部          1,359 人 
うち医師養成に係る分野  679 人 

（略） 

 

（略） 
 
①+⑤【合計】     12,033 人 

1 

別表（収容定員） 

学
部 

（略） 
医学部          1,383 人 
うち医師養成に係る分野  703 人 

（略） 

 

（略） 
 
①+⑤【合計】     12,057 人 

 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

65 
広 島 大
学 

目
標 

別表１（学部、研究科） 

研
究
科 

総合科学研究科 
文学研究科 
教育学研究科 
社会科学研究科 
理学研究科 
先端物質科学研究科 
医歯薬保健学研究科（H31 募集停止） 
工学研究科 
生物圏科学研究科（H31 募集停止） 
国際協力研究科 
 
 
統合生命科学研究科 
医系科学研究科（H31 設置） 
法務研究科（法科大学院） 

 

別表１（学部、研究科） 

研
究
科 

総合科学研究科（R2 募集停止） 
文学研究科（R2 募集停止） 
教育学研究科（R2 募集停止） 
社会科学研究科（R2 募集停止） 
理学研究科（R2 募集停止） 
先端物質科学研究科（R2 募集停止） 
医歯薬保健学研究科（H31 募集停止） 
工学研究科（R2 募集停止） 
生物圏科学研究科（H31 募集停止） 
国際協力研究科（R2 募集停止） 
人間社会科学研究科（R2 設置） 
先進理工系科学研究科（R2 設置） 
統合生命科学研究科 
医系科学研究科（H31 設置） 
法務研究科（法科大学院）（R2 募集停止） 

 

総合科学研究

科（一部），

文学研究科，

教育学研究科

，社会科学研

究科，国際協

力研究科（一

部），法務研

究科（法科大

学院）を統合

・再編した人

間社会科学研

究科，及び 

総合科学研究

科（一部），

理学研究科，

先端物質科学

研究科（一部

），工学研究

科，国際協力

研究科（一部

）を統合・再

編した先進理

工系科学研究

科を設置する

ため 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

65 
広 島 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

(略) 
 
医学部               1,170 人 
うち医師養成に係る分野 690 人 

 
(略) 

研
究
科 

総合科学研究科       151 人 
  うち博士課程前期      100 人 
     博士課程後期      51 人 
文学研究科         224 人 
  うち博士課程前期      128 人 
     博士課程後期      96 人 
教育学研究科        491 人 
  うち博士課程前期      304 人 
     博士課程後期     147 人 

専門職学位課程      40 人 
社会科学研究科       241 人 
  うち博士課程前期      160 人 
     博士課程後期      81 人 
理学研究科         290 人 
  うち博士課程前期      170 人 
     博士課程後期     120 人 
先端物質科学研究科     137 人 
  うち博士課程前期       80 人 
     博士課程後期      57 人 
医歯薬保健学研究科     97 人 
  うち修士課程           0 人 
     博士課程前期       0 人 
     博士課程後期       0 人 
     博士課程         97 人 
工学研究科         723 人 
  うち博士課程前期      480 人 
     博士課程後期     243 人 
生物圏科学研究科       0 人 
  うち博士課程前期        0 人 
     博士課程後期       0 人 
国際協力研究科       250 人 
  うち博士課程前期      142 人 
     博士課程後期     108 人 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
統合生命科学研究科     550 人 
  うち博士課程前期      340 人 
     博士課程後期     210 人 
医系科学研究科       518 人 
  うち博士課程前期      152 人 
     博士課程後期      75 人 
     博士課程        291 人 
法務研究科         60 人 
  うち専門職学位課程      60 人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

(略) 
 
医学部               1,196 人 
うち医師養成に係る分野  716 人 

 
(略) 

研
究
科 

総合科学研究科       17 人 
  うち博士課程前期       0 人 
     博士課程後期       17 人 
文学研究科         32 人 
  うち博士課程前期       0 人 
     博士課程後期       32 人 
教育学研究科        49 人 
  うち博士課程前期       0 人 
     博士課程後期       49 人 
    専門職学位課程       0 人 
社会科学研究科       27 人 
  うち博士課程前期       0 人 
     博士課程後期       27 人 
理学研究科         40 人 
  うち博士課程前期       0 人 
     博士課程後期       40 人 
先端物質科学研究科     19 人 
  うち博士課程前期        0 人 
     博士課程後期       19 人 
医歯薬保健学研究科     97 人 
  うち修士課程           0 人 
     博士課程前期        0 人 
     博士課程後期        0 人 
     博士課程          97 人 
工学研究科         81 人 
  うち博士課程前期       0 人 
     博士課程後期       81 人 
生物圏科学研究科       0 人 
  うち博士課程前期        0 人 

博士課程後期        0 人 
国際協力研究科       36 人 
  うち博士課程前期       0 人 
     博士課程後期       36 人 
人間社会科学研究科    1,214 人 
  うち修士課程           4 人 

博士課程前期      840 人 
     博士課程後期      270 人 
     専門職学位課程    100 人 
先進理工系科学研究科   1,158 人 
  うち修士課程           4 人 

博士課程前期      898 人 
    博士課程後期      256 人 

統合生命科学研究科     550 人 
  うち博士課程前期      340 人 
    博士課程後期      210 人 

医系科学研究科       518 人 
  うち博士課程前期      152 人 
    博士課程後期       75 人 
    博士課程         291 人 

法務研究科         20 人 
  うち専門職学位課程      20 人 

 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

66 
山 口 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学 
 

部 

人文学部         740 人 
教育学部         720 人 
うち教員養成に係る分野 720 人 

経済学部        1,380 人 
理学部          880 人 
医学部         1,138 人 
うち医師養成に係る分野 658 人 

工学部         2,160 人 
農学部          400 人 
共同獣医学部       180 人 
うち獣医師養成に係る分野 180 人 

国際総合科学部      400 人 

研
究
科 

人文科学研究科       16 人 
うち修士課程         16 人 

教育学研究科        70 人 
うち修士課程           14 人 

専門職学位課程      56 人 
経済学研究科        52 人 
うち修士課程           52 人 

医学系研究科       171 人 
うち博士課程          132 人 

博士前期課程        24 人 
博士後期課程        15 人 

創成科学研究科     1,024 人 
うち博士前期課程       892 人 

博士後期課程       132 人 
 

東アジア研究科       30 人 
 うち博士後期課程        30 人 
技術経営研究科       30 人 
 うち専門職学位課程      30 人 
連合獣医学研究科      4 人 
 うち博士課程            4 人 
共同獣医学研究科      24 人 
 うち博士課程           24 人 

 

別表（収容定員） 

学 
 

部 

人文学部         740 人 
教育学部         720 人 
うち教員養成に係る分野 720 人 

経済学部        1,380 人 
理学部          880 人 
医学部         1,172 人 
うち医師養成に係る分野 692 人 

工学部         2,160 人 
農学部          400 人 
共同獣医学部       180 人 
うち獣医師養成に係る分野 180 人 

国際総合科学部      400 人 

研
究
科 

人文科学研究科       16 人 
うち修士課程          16 人 

教育学研究科        70 人 
うち修士課程            14 人 

専門職学位課程       56 人 
経済学研究科        52 人 
うち修士課程            52 人 

医学系研究科       171 人 
うち博士課程          132 人 

博士前期課程        24 人 
博士後期課程        15 人 

創成科学研究科     1,024 人 
うち修士課程       12 人 

博士前期課程       880 人 
博士後期課程       132 人 

東アジア研究科       30 人 
 うち博士後期課程        30 人 
技術経営研究科       30 人 
 うち専門職学位課程      30 人 
連合獣医学研究科      4 人 
 うち博士課程            4 人 
共同獣医学研究科      24 人 
 うち博士課程           24 人 

 

― 

67 
徳 島 大
学 

目
標 

別表１（学部、教育部） 

教
育
部 

 
総合科学教育部 
医科学教育部 
口腔科学教育部 
薬科学教育部 
栄養生命科学教育部 
保健科学教育部 
先端技術科学教育部 

1 

別表１（学部、研究科及び教育部） 

研
究
科
及
び
教
育
部 

創成科学研究科 
総合科学教育部 
医科学教育部 
口腔科学教育部 
薬科学教育部 
栄養生命科学教育部 
保健科学教育部 
先端技術科学教育部 

 

令和 2 年 4 月

1日付けで，大

学院創成科学

研究科を設置

することに伴

う変更 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

67 
徳 島 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

総合科学部              680 人 
医学部               1,384 人 
 うち医師養成に係る分野    656 人 
歯学部                 315 人 
うち歯科医師養成に係る分野 255 人 

薬学部                  400 人 
理工学部               2,450 人 
生物資源産業学部           406 人 

教
育
部 

 
 
総合科学教育部            106 人 
  うち修士課程         94 人 
      博士課程         12 人 
医科学教育部              224 人 
  うち修士課程         20 人 
      博士課程        204 人 
口腔科学教育部             88 人 
  うち修士課程         10 人 
      博士課程         78 人 
薬科学教育部             116 人 
  うち修士課程         70 人 
      博士課程         46 人 
栄養生命科学教育部          71 人 
  うち修士課程         44 人 
      博士課程         27 人 
保健科学教育部             69 人 
  うち修士課程         54 人 
      博士課程         15 人 
先端技術科学教育部         785 人 
うち修士課程        656 人 

博士課程        129 人 
 

別表（収容定員） 

学
部 

総合科学部              680 人 
医学部               1,412 人 
 うち医師養成に係る分野    684 人 
歯学部                 315 人 
うち歯科医師養成に係る分野 255 人 

薬学部                  400 人 
理工学部               2,450 人 
生物資源産業学部           406 人 

研
究
科
及
び
教
育
部 

創成科学研究科        750 人 
 うち修士課程        750 人 
総合科学教育部             12 人 
  うち修士課程          0 人 
      博士課程         12 人 
医科学教育部              224 人 
  うち修士課程         20 人 
      博士課程        204 人 
口腔科学教育部             88 人 
  うち修士課程         10 人 
      博士課程         78 人 
薬科学教育部             116 人 
  うち修士課程         70 人 
      博士課程         46 人 
栄養生命科学教育部          71 人 
  うち修士課程         44 人 
      博士課程         27 人 
保健科学教育部             69 人 
  うち修士課程         54 人 
      博士課程         15 人 
先端技術科学教育部         129 人 
うち修士課程          0 人 

博士課程        129 人 
 

― 

69 
香 川 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

教育学部            640 人 
うち教員養成に係る分野  640 人 

法学部               660 人 
経済学部           1,040 人 
医学部           991 人  
うち医師養成に係る分野  651 人 

工学部（H30 募集停止）    0 人 
創造工学部           1,360 人 
農学部                 600 人 

研
究
科 

教育学研究科             102 人 
うち修士課程       74 人 

専門職学位課程    28 人 
法学研究科                16 人 
うち修士課程       16 人 

経済学研究科              20 人 
うち修士課程       20 人 

医学系研究科             152 人  
うち修士課程       32 人 

博士課程       120 人 
工学研究科               222 人  
うち博士前期課程     156 人 

博士後期課程     66 人 
農学研究科               120 人 
うち修士課程       120 人 

地域マネジメント研究科   60 人 
うち専門職学位課程    60 人 

1 

別表（収容定員） 

学
部 

教育学部             640 人 
うち教員養成に係る分野  640 人 

法学部               660 人 
経済学部           1,040 人 
医学部          1,019 人  
うち医師養成に係る分野  679 人 

工学部（H30 募集停止）    0 人 
創造工学部           1,360 人 
農学部                 600 人 

研
究
科 

教育学研究科              40 人 
うち専門職学位課程    40 人 

 
法学研究科                16 人 
うち修士課程       16 人 

経済学研究科              20 人 
うち修士課程       20 人 

医学系研究科             172 人  
うち修士課程       52 人 

博士課程       120 人 
工学研究科               222 人  
うち博士前期課程     156 人 

博士後期課程     66 人 
農学研究科               120 人 
うち修士課程       120 人 

地域マネジメント研究科   60 人 
うち専門職学位課程    60 人 

 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

70 
愛 媛 大
学 

目
標 

別表（学部、研究科等） 

研
究
科 

法文学研究科 
 
教育学研究科 
医学系研究科 
理工学研究科 
農学研究科 
連合農学研究科 
（基幹大学：愛媛大学） 
（構成大学：愛媛大学，香川大学，高
知大学） 

1 

別表（学部、研究科等） 

研
究
科 

法文学研究科（R2募集停止） 
人文社会科学研究科（R2設置） 
教育学研究科 
医学系研究科 
理工学研究科 
農学研究科 
連合農学研究科 
（基幹大学：愛媛大学） 
（構成大学：愛媛大学，香川大学，高
知大学） 

 

R2 募集停止 
R2 設置 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

（略） 
医学部           915 人 
 うち医師養成に係る分野  655 人 
（略） 

研
究
科 

法文学研究科         50 人 
うち修士課程        50 人 

 
 
教育学研究科        104 人 
 うち修士課程        74 人 
   専門職学位課程     30 人 
医学系研究科        152 人 
 うち修士課程        32 人 
   博士課程       120 人 
（略） 

 

別表（収容定員） 

学
部 

（略） 
医学部           945 人 
 うち医師養成に係る分野  685 人 
（略） 

研
究
科 

法文学研究科            0 人 
うち修士課程          0 人 

人文社会科学研究科      40 人 
 うち修士課程         40 人 
教育学研究科        100 人 
 うち修士課程        20 人 
   専門職学位課程     80 人 
医学系研究科        148 人 
 うち修士課程        24 人 
   博士課程       124 人 
（略） 

 

― 

71 
高 知 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

人文社会科学部            1,120 人 
教育学部             520 人 
うち教員養成に係る分野     520 人 

理学部（H29 募集停止）       0 人 
理工学部           980 人 
医学部                       915 人 
うち医師養成に係る分野     655 人 

農林海洋科学部               800 人 
地域協働学部                 240 人 

研
究
科 

総合人間自然科学研究科  552 人 
うち修士課程         366 人 

博士課程         156 人 
専門職学位課程     30 人 

1 

別表（収容定員） 

学
部 

人文社会科学部            1,120 人 
教育学部             520 人 
うち教員養成に係る分野     520 人 

 
理工学部           980 人 
医学部                       945 人 
うち医師養成に係る分野     685 人 

農林海洋科学部               800 人 
地域協働学部                 240 人 

研
究
科 

総合人間自然科学研究科  506 人 
うち修士課程         320 人 

博士課程         156 人 
専門職学位課程     30 人 

 

― 

73 
九 州 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

共創学部           420 人 
文学部             604 人 
教育学部           184 人 
法学部            756 人 
経済学部           944 人 
理学部           1,042 人 
医学部             1,238 人 
うち医師養成に係る分野   654 人 

歯学部              318 人 
うち歯科医師養成に係る分野 318 人 

薬学部            376 人 
工学部           3,112 人 
芸術工学部           748 人 
農学部            904 人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

共創学部           420 人 
文学部             604 人 
教育学部           184 人 
法学部            756 人 
経済学部           944 人 
理学部           1,042 人 
医学部             1,248 人 
うち医師養成に係る分野   664 人 

歯学部              318 人 
うち歯科医師養成に係る分野 318 人 

薬学部            376 人 
工学部           3,112 人 
芸術工学部           748 人 
農学部            904 人 

 

― 

75 
佐 賀 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

教育学部              480 人 
うち教員養成に係る分野 480 人 

芸術地域デザイン学部   450 人 
経済学部        1,040 人 
医学部               860 人 
うち医師養成に係る分野 620 人 

理工学部             1,965 人 
農学部                 590 人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

教育学部              480 人 
うち教員養成に係る分野 480 人 

芸術地域デザイン学部   450 人 
経済学部        1,040 人 
医学部               870 人 
うち医師養成に係る分野 630 人 

理工学部             1,965 人 
農学部                 590 人 

 

― 
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番
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法人名 

変
更 
区
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現行 変更案 変更理由 

76 
長 崎 大
学 

目
標 

別表１（学部、研究科等） 

学
部 

多文化社会学部 
教育学部 
経済学部 
医学部 
歯学部 
薬学部 
 
工学部 
環境科学部 
水産学部 

1 

別表１（学部、研究科等） 

学
部 

多文化社会学部 
教育学部 
経済学部 
医学部 
歯学部 
薬学部 
情報データ科学部（R2 設置） 
工学部 
環境科学部 
水産学部 

 

新規設置に伴
う追加（情報
デ ー タ 科 学
部） 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

多文化社会学部         400 人 
教育学部            960 人 
うち教員養成に係る分野    960 人 

経済学部           1,330 人 
医学部            1,137 人 
うち医師養成に係る分野    693 人 

歯学部             300 人 
うち歯科医師養成に係る分野  300 人 

薬学部             400 人 
うち薬剤師養成に係る分野   240 人 

 
工学部            1,520 人 
環境科学部           530 人 
水産学部            440人 

研
究
科 

多文化社会学研究科         20 人 
うち修士課程             20 人 

 
教育学研究科           56 人 
うち専門職学位課程       56 人 

経済学研究科           39 人 
うち博士前期課程        30 人 

博士後期課程        9 人 
工学研究科            510 人 
うち博士前期課程       440 人 

博士後期課程        45 人 
博士課程          25 人 

水産・環境科学総合研究科     181 人 
うち博士前期課程       120 人 

博士後期課程        36 人 
博士課程          25 人 

医歯薬学総合研究科       542 人 
うち修士課程          60 人 

博士課程         380 人 
博士前期課程        72 人 
博士後期課程        30 人 

熱帯医学・グローバルヘルス研究科 92 人 
うち修士課程          62 人 

博士後期課程        30人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

多文化社会学部         400 人 
教育学部            840 人 
うち教員養成に係る分野    840 人 

経済学部           1,330 人 
医学部            1,187 人 
うち医師養成に係る分野    743 人 

歯学部             300 人 
うち歯科医師養成に係る分野  300 人 

薬学部             400 人 
うち薬剤師養成に係る分野   240 人 

情報ﾃﾞｰﾀ科学部         220 人 
工学部            1,420 人 
環境科学部           530 人 
水産学部            440 人 

研
究
科 

多文化社会学研究科         26 人 
うち博士前期課程         20 人 

   博士後期課程          6 人 
教育学研究科           56 人 
うち専門職学位課程       56 人 

経済学研究科           39 人 
うち博士前期課程        30 人 

博士後期課程        9 人 
工学研究科            510 人 
うち博士前期課程       440 人 

博士後期課程        45 人 
博士課程          25 人 

水産・環境科学総合研究科     181 人 
うち博士前期課程       120 人 

博士後期課程        36 人 
博士課程          25 人 

医歯薬学総合研究科       542 人 
うち修士課程          60 人 

博士課程         380 人 
博士前期課程        72 人 
博士後期課程        30 人 

熱帯医学・グローバルヘルス研究科 92 人 
うち修士課程          62 人 

博士後期課程         30 人 

 

― 
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77 
熊 本 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

文学部              700 人 
教育学部             920 人 
うち教員養成に係る分野     920 人 

法学部              860 人 
理学部              800 人 
医学部             1,278 人 
うち医師養成に係る分野     670 人 

薬学部              470 人 
工学部             2,142 人 

研
究
科
等 

教育学研究科            90 人 
うち修士課程           60 人 

    専門職学位課程        30 人 
社会文化科学教育部        191 人 
 うち博士前期課程        146 人 

博士後期課程         45 人 
自然科学研究科    0 人（H30 募集停止） 
 うち博士前期課程                 0 人 
   博士後期課程                 0 人 
自然科学教育部         1,060 人 
 うち博士前期課程        886 人 
   博士後期課程        174 人 
医学教育部            392 人 
 うち修士課程             40 人 
   博士課程             352 人 
保健学教育部            66 人 
 うち博士前期課程         48 人 
   博士後期課程         18 人 
薬学教育部            132 人 
 うち博士前期課程         70 人 
   博士後期課程         30 人 

博士課程              32人 
 

別表（収容定員） 

学
部 

文学部            700 人 
教育学部           920 人 
うち教員養成に係る分野   920 人 

法学部            860 人 
理学部            800 人 
医学部           1,288 人 
うち医師養成に係る分野   680 人 

薬学部            470 人 
工学部           2,142 人 

研
究
科
等 

教育学研究科          60 人 
うち修士課程          0 人 

    専門職学位課程      60 人 
社会文化科学教育部      191 人 
 うち博士前期課程      146 人 

博士後期課程       45 人 
 
 
 
自然科学教育部       1,060 人 
 うち博士前期課程      886 人 
   博士後期課程      174 人 
医学教育部          392 人 
 うち修士課程           40 人 
   博士課程           352 人 
保健学教育部          66 人 
 うち博士前期課程       48 人 
   博士後期課程       18 人 
薬学教育部          132 人 
 うち博士前期課程       70 人 
   博士後期課程       30 人 

博士課程         32 人 
 

― 

78 
大 分 大
学 

目
標 

別表１（学部、研究科等） 

学
部 

教育学部 
経済学部 
医学部 
工学部（H29 募集停止） 
理工学部（H29 設置） 
福祉健康科学部 

研
究
科 

教育学研究科 
経済学研究科 
医学系研究科 
工学研究科 
福祉社会科学研究科 

 

別表１（学部、研究科等） 

学
部 

教育学部 
経済学部 
医学部 
 
理工学部 
福祉健康科学部 

研
究
科 

教育学研究科 
経済学研究科 
医学系研究科 
工学研究科 
福祉社会科学研究科（R2 募集停止） 
福祉健康科学研究科 

 

平成29年度に
学生募集停止
した工学部に
ついて、令和 2
年度に収容定
員が 0 人とな
るため 
 
令和 2 年度に
行う福祉社会
科学研究科の
学生募集停止
及び福祉健康
科学研究科の
設置 
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番
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78 
大 分 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

教育学部           540 人 
うち教員養成に係る分野 540 人 

経済学部         1,180 人 
医学部             882 人 
うち医師養成に係る分野 630 人 

工学部               0 人 
理工学部         1,560 人 
福祉健康科学部       400人 

研
究
科 

教育学研究科          62 人 
うち修士課程         42 人 

    専門職学位課程    20 人 
経済学研究科          49 人 
  うち修士課程        40 人 
    博士課程         9 人 
医学系研究科         170 人 
  うち修士課程        50 人 
      博士課程       120 人 
工学研究科          294 人 
  うち修士課程       270 人 
      博士課程        24 人 
福祉社会科学研究科     24 人 
うち修士課程        24 人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

教育学部            540 人 
うち教員養成に係る分野  540 人 

経済学部          1,180 人 
医学部             902 人 
うち医師養成に係る分野  650 人 

 
理工学部          1,560 人 
福祉健康科学部       400 人 

研
究
科 

教育学研究科          40 人 
うち修士課程          0 人 

    専門職学位課程    40 人 
経済学研究科          49 人 
  うち修士課程        40 人 
    博士課程         9 人 
医学系研究科         140 人 
  うち修士課程        20 人 
      博士課程       120 人 
工学研究科          294 人 
  うち修士課程       270 人 
      博士課程        24 人 
福祉社会科学研究科      0 人 
うち修士課程        0 人 

福祉健康科学研究科     40 人 
 うち修士課程       40 人 

 

― 

79 
宮 崎 大
学 

目
標 

別表１（学部、研究科等） 

研
究
科 

教育学研究科 
看護学研究科 
工学研究科 
農学研究科 
          
農学工学総合研究科 
医学獣医学総合研究科 

 

別表１（学部、研究科等） 

研
究
科 

教育学研究科 
看護学研究科 
工学研究科 
農学研究科 
地域資源創成学研究科（R2設置） 
農学工学総合研究科 
医学獣医学総合研究科 

1 

令和 2 年度に
行う地域資源
創成学研究科
の新規設置に
伴う変更 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

教育学部         480 人 
うち教員養成に係る分野 480 人 

医学部          900 人 
うち医師養成に係る分野 640 人 

工学部         1,500 人 
農学部         1,200 人 
うち獣医師養成に係る分野 180 人 

地域資源創成学部      360人 

研
究
科 

教育学研究科        72 人 
うち修士課程       16 人 

   専門職学位課程    56 人 
看護学研究科        20 人 
 うち修士課程       20 人 
工学研究科         268 人 
 うち修士課程       268 人 
農学研究科         136 人 
 うち修士課程       136 人 
            
                 
農学工学総合研究科     48 人 
 うち博士後期課程     48 人 
医学獣医学総合研究科    108 人 
 うち修士課程       16 人 

博士課程       92人 
1 

別表（収容定員） 

学
部 

教育学部         480 人 
うち教員養成に係る分野 480 人 

医学部          920 人 
うち医師養成に係る分野 660 人 

工学部         1,500 人 
農学部         1,200 人 
うち獣医師養成に係る分野 180 人 

地域資源創成学部     360 人 

研
究
科 

教育学研究科        40 人 
うち修士課程        0 人 

   専門職学位課程    40 人 
看護学研究科        20 人 
 うち修士課程       20 人 
工学研究科         268 人 
 うち修士課程       268 人 
農学研究科         136 人 
 うち修士課程        136 人 
地域資源創成学研究科     10 人 
 うち修士課程        10 人                          
農学工学総合研究科     48 人 
 うち博士後期課程     48 人 
医学獣医学総合研究科    112 人 
 うち修士課程       20 人 

博士課程       92 人 
 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

80 
鹿 児 島
大学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

法文学部           1,660 人 
教育学部            860 人 
うち教員養成に係る分野  860 人 

理学部              740 人 
医学部           1,178 人 
うち医師養成に係る分野  658 人 

歯学部             318 人 
うち歯科医師養成に係る分野 318 人 

工学部            1,800 人 
農学部              820 人 
うち獣医師養成に係る分野  0 人 

水産学部            560 人 
うち水産教員養成に係る分野 0 人 

共同獣医学部         180 人 
うち獣医師養成に係る分野  180 人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

法文学部           1,660 人 
教育学部            810 人 
うち教員養成に係る分野  810 人 

理学部              740 人 
医学部           1,218 人 
うち医師養成に係る分野  698 人 

歯学部             318 人 
うち歯科医師養成に係る分野 318 人 

工学部            1,800 人 
農学部              820 人 
うち獣医師養成に係る分野  0 人 

水産学部            560 人 
うち水産教員養成に係る分野 0 人 

共同獣医学部         180 人 
うち獣医師養成に係る分野  180 人 

 

― 

82 
琉 球 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

学
部 

人文社会学部      820 人 
国際地域創造学部     1,420 人 
法文学部           0 人 
観光産業科学部       0 人 
教育学部           560 人 
理学部            800 人 
医学部            913 人 
うち医師養成に係る分野 673 人 

工学部          1,440 人 
農学部           570 人 

研
究
科 

人文社会科学研究科      102 人 
うち修士課程           90 人 

博士課程           12 人 
観光科学研究科      12 人 
うち修士課程      12 人 

教育学研究科      64 人 
うち修士課程      24 人 

専門職学位課程  40 人 
医学研究科      150 人 
うち修士課程      30 人 

博士課程      120 人 
保健学研究科      29 人 
うち修士課程      20 人 

博士課程         9 人 
理工学研究科      326 人 
うち修士課程      290 人 

博士課程      36 人 
農学研究科      70 人 
うち修士課程      70 人 

法務研究科      48 人 
うち専門職学位課程     48 人 

 

別表（収容定員） 

学
部 

人文社会学部      820 人 
国際地域創造学部     1,420 人 
法文学部            0 人 
観光産業科学部         0 人 
教育学部           560 人 
理学部            800 人 
医学部            937 人 
うち医師養成に係る分野 697 人 

工学部          1,440 人 
農学部           570 人 

研
究
科 

人文社会科学研究科      102 人 
うち修士課程           90 人 

博士課程           12 人 
観光科学研究科       12 人 
うち修士課程       12 人 

教育学研究科       40 人 
うち修士課程         0 人 

専門職学位課程   40 人 
医学研究科      150 人 
うち修士課程       30 人 

博士課程      120 人 
保健学研究科       29 人 
うち修士課程       20 人 

博士課程        9 人 
理工学研究科      326 人 
うち修士課程      290 人 

博士課程       36 人 
農学研究科       70 人 
うち修士課程       70 人 

法務研究科       48 人 
うち専門職学位課程      48 人 

 

― 

85 

北 陸 先
端 科 学
技 術 大
学 院 大
学 

計
画 

別表（収容定員） 

研
究
科 

先端科学技術研究科   854 人 
うち博士前期課程    564 人 
うち博士後期課程    270 人 
うち修士課程       20 人 

 

別表（収容定員） 

研
究
科 

先端科学技術研究科   864 人 
うち博士前期課程   584 人 

博士後期課程   280 人 
 

 

― 
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募集停止に伴う学部・研究科名の削除 １２法人 

番
号 

法人名 変更区分 学部・研究科名 

01 北海道大学 目標・計画 医学研究科 

10 東北大学 目標・計画 教育情報学教育部 

18 宇都宮大学 目標・計画 農学研究科 

33 横浜国立大学 目標・計画 工学府 

34 新潟大学 目標・計画 教育学研究科 

39 福井大学 目標・計画 教育地域科学部 

41 信州大学 目標・計画 総合工学系研究科 

58 神戸大学 目標・計画 
国際文化学部 
発達科学部 

71 高知大学 目標・計画 理学部 

77 熊本大学 目標・計画 自然科学研究科 

78 大分大学 目標・計画 工学部 

80 鹿児島大学 目標・計画 
農学研究科 
水産学研究科 
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○教育関係共同利用拠点の認定等に伴う変更 ２法人 

番
号 

法人名 
変更
区分 

変更内容 

変更前 変更案 

01 北海道大学 目標 

別表２（共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利用拠点） 

【教育関係共同利用拠点】 

食糧基地、北海道の水圏環境を学ぶ体験型教育

共同利用拠点–多様な水産資源を育む環境での

フィールド教育-（北方生物圏フィールド科学

センター水圏ステーション（臼尻水産実験所、

七飯淡水実験所及び忍路臨海実験所）） 
教職員の組織的な研修等の共同利用拠点（高等
教育推進機構（高等教育研修センター）） 

 

別表２（共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利用拠点） 

【教育関係共同利用拠点】 

食糧基地、北海道の水圏環境を学ぶ体験型教育

共同利用拠点–水圏環境・水圏生物・技術・人間

活動から未来を考察できる人材育成-（北方生

物圏フィールド科学センター水圏ステーショ

ン（臼尻水産実験所、七飯淡水実験所及び忍路

臨海実験所）） 
教職員の組織的な研修等の共同利用拠点–教育
の内部質保証を担う大学教職員の能力向上プ
ログラムの開発–（高等教育推進機構（高等教育
研修センター）） 

 

65 広島大学 目標 

別表２（共同利用・共同研究拠点，教育関係共同利用拠点） 

【教育関係共同利用拠点】 

生物圏科学研究科附属瀬戸内圏フィールド科

学教育研究センター西条ステーション（農場） 

生物圏科学研究科附属瀬戸内圏フィールド科

学教育研究センター竹原ステーション（水産

実験所） 
理学研究科附属臨海実験所 

 

別表２（共同利用・共同研究拠点，教育関係共同利用拠点） 

【教育関係共同利用拠点】 

統合生命科学研究科附属瀬戸内圏フィールド科

学教育研究センター西条ステーション（農場） 

統合生命科学研究科附属瀬戸内圏フィールド科

学教育研究センター竹原ステーション（水産実験

所） 
統合生命科学研究科附属臨海実験所 
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○ 重点的に取り組む新たな構想が具体化したこと等に伴う変更 １法人 

・指定国立大学法人の指定に伴う変更 １法人 

番
号 

法人名 
変更
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

32 一橋大学 計画 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目
標を達成するためにとるべき措置 
１ 教育に関する目標を達成するための措
置 
（１）教育内容及び教育の成果等に関する目
標を達成するための措置 
 
（新規） 
 
 
 
 
 
（中略） 
 
２ 研究に関する目標を達成するための措
置 
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目
標を達成するための措置 
 
（新規） 
 
 
（中略） 
 
４ その他の目標を達成するための措置 
（１）グローバル化に関する目標を達成する
ための措置 
39 東京医科歯科大学，東京外国語大学，東
京工業大学，一橋大学で構成される四大学
連合をはじめとする他大学との教育研究連
携について，これまでの実績を精査し，新た
なプロジェクトを企画する。 
 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関す 

る目標を達成するためにとるべき措置 

２ 教育研究組織の見直しに関する目 

標を達成するための措置 

49 必要な分野に教職員を重点的に配置 

するため，退職者ポストの補充について 

は，その必要性をゼロベースで検証す 

る。特に，助手ポストについては，不補 

充を徹底し，その業務を仕分けしたうえ 

で，若手教員ポスト等として有効に活用 

する。 

 

 

（中略） 

 

用語集 

 
（新規） 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目
標を達成するためにとるべき措置 
１ 教育に関する目標を達成するための措
置 
（１）教育内容及び教育の成果等に関する目
標を達成するための措置 
 
４－２ デザイン経営やデータ・サイエンス
を含む情報学の視点から，社会の新たなニー
ズに応えることのできる国際的な高度経営
人材の育成を目的として，学士課程に学部横
断型の教育プログラムを開設する。 
 
（中略） 
 
２ 研究に関する目標を達成するための措
置 
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目
標を達成するための措置 
23-２ 社会の改善に寄与する研究や教育を
行うため，学内に研究科横断的なセンター等
を設置する。 
 
（中略） 
 
４ その他の目標を達成するための措置 
（１）グローバル化に関する目標を達成する
ための措置 
39 東京医科歯科大学，東京外国語大学，東
京工業大学，一橋大学で構成される四大学
連合をはじめとする他大学・機関等との教
育研究連携について，これまでの実績を精
査し，新たなプロジェクトを企画する。 
 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目

標を達成するためにとるべき措置 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を

達成するための措置 

49 戦略的重点化領域を選定し，当該領域に

おいて新規教員の採用を進める。必要な分野

に教職員を重点的に配置するため，退職者ポ

ストの補充については，その必要性をゼロベ

ースで検証する。特に，助手ポストについて

は，不補充を徹底し，その業務を仕分けした

うえで，若手教員ポスト等として有効に活用

する。 

 

（中略） 

 

用語集 

No 
用 

語 
解 説 

Ⅰ-1-

(1)-4-2 

デザ

イン 

大切にしている価

値や，それを実現

しようとする意思

を表現する営み 
 

指定国立大学法人に指
定されたことに伴う変
更 
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○重要な財産を譲渡し、又は担保に供するための変更 １４法人 

番
号 

法人名 
変更
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

01 北海道大学 計画 

Ⅷ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する
計画 
○ 重要な財産を譲渡する計画 
・北方生物圏フィールド科学センター森林 
圏ステーション北管理部中川研究林の土地
の一部（北海道中川郡音威子府村・中川町 
226,000 ㎡）を譲渡する。 
・北方生物圏フィールド科学センター水圏
ステーション室蘭臨海実験所の土地（北海
道室蘭市母恋南町 1 丁目 74 番 2、母恋北町
3丁目 68 番 152 56,140 ㎡）を譲渡する。 
・北方生物圏フィールド科学センター森林
圏ステーション北管理部雨龍研究林の土地
の一部（北海道雨竜郡幌加内町字母子里 
302.42 ㎡）を譲渡する。 

Ⅷ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する
計画 
○ 重要な財産を譲渡する計画 
・北方生物圏フィールド科学センター森林
圏ステーション北管理部中川研究林の土地
の一部（北海道中川郡音威子府村・中川町 
226,000 ㎡）を譲渡する。 
・北方生物圏フィールド科学センター水圏
ステーション室蘭臨海実験所の土地（北海
道室蘭市母恋南町 1 丁目 74 番 2、母恋北町
3丁目 68 番 152 56,140 ㎡）を譲渡する。 
・北方生物圏フィールド科学センター森林
圏ステーション北管理部雨龍研究林の土地
の一部（北海道雨竜郡幌加内町字母子里 
302.42 ㎡）を譲渡する。 
・北方生物圏フィールド科学センター森林
圏ステーション北管理部雨龍研究林の土地
の一部（北海道雨竜郡幌加内町字母子里 
1,421.48 ㎡）を譲渡する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
北海道上川総合振興局か
らの急流河川対策工事に
伴う土地譲渡の要請に応
じるため 

09 岩手大学 計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供す
る計画 
１．重要な財産を譲渡する計画 
該当なし  

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供す
る計画 
１．重要な財産を譲渡する計画  
農学部附属寒冷フィールドサイエンス教育
研究センター（滝沢農場）の土地（岩手県滝
沢市巣子１５５２番地５）の一部を譲渡す
る。 

農林水産省東北農政局岩
手山麓農業水利事業所か
らの国営岩手山麓農業水
利事業による南部主幹線
用水路の維持管理のため
の管理用道路造成に伴う
土地譲渡の要請に応じる
ため。 

12 秋田大学 計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
１.重要な財産を譲渡する計画 
・該当なし 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
１.重要な財産を譲渡する計画 
・手形団地３Ｐ駐車場の土地の一部      
（秋田市手形山﨑町 377-1 の一部）を譲渡
する。 

隣接地所有者（秋田大学
生活協同組合）から譲渡
要望があり，学内におい
て検討の結果，譲渡する
土地は，敷地内において
デッドスペースとなって
いる土地であり，譲渡し
ても駐車可能台数が減る
などの支障はなく，本学
学生にとっても利便性が
著しく向上することか
ら，譲渡することは適切
であると判断したため。 

15 茨城大学 計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
（１）三の丸団地（教育学部附属小学校、附
属幼稚園（茨城県水戸市三の丸２丁目６番
８号））の土地の一部（１３，３２５．７３
㎡）を譲渡する。 
（２）工学部（茨城県日立市中成沢町４丁目
１２番１号）の土地の一部（１，３４０㎡）
を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
（１）三の丸団地（教育学部附属小学校、附
属幼稚園（茨城県水戸市三の丸２丁目６番
８号））の土地の一部（１３，３２５．７３
㎡）を譲渡する。 
（２）工学部（茨城県日立市中成沢町４丁目
１２番１号）の土地の一部（１，３４０㎡）
を譲渡する。 
（３）東原団地（茨城県水戸市東原３丁目３
番３２号 外２）の土地の一部（４，２５７
㎡）及び建物の一部（４７４．６３㎡）を譲
渡する。 

【職員宿舎】 
老朽化が進んでいる中、
財政面の厳しさから更
新が困難であること、宿
泊施設の土地と一体と
して売り払いすること
で、より高い評価が見込
まれることから当該財
産を譲渡するものであ
る。 
 
【宿泊施設】 
水戸キャンパスからの利
便性の悪さなど、立地上
の問題から利用率の改善
は見込まれないことから
当該財産を譲渡するもの
である。 
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16 筑波大学 計画 

Ⅷ．重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
・並木３丁目職員宿舎の宅地（土地）及び６
０１号棟外５８棟（建物）（茨城県つくば市
並木３－７－１ ２９，３１３．３２㎡）を
譲渡する。 

Ⅷ．重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
・並木３丁目職員宿舎の宅地（土地）及び
６０１号棟外５８棟（建物）（茨城県つく
ば市並木３－７－１ ２９，３１３．３２
㎡）を譲渡する。 
・並木４丁目職員宿舎の宅地（土地）及び９
１５号棟外３３棟（建物）（茨城県つくば市
並木４－１１ ２８，４２３．７６㎡）を譲
渡する。 

老朽化に伴う利用率の低
下等により、用途廃止し
た当該土地及び建物につ
いては、今後も有効活用
の見込みがないことか
ら、財産の譲渡が適切と
判断したため。 

21 千葉大学 計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
○ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供す
る計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
亥鼻地区（医学部）の土地の一部（千葉県千
葉市中央区亥鼻１丁目 54-2  他 9 筆 
3,800 ㎡）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
○ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供す
る計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
・亥鼻地区（医学部）の土地の一部（千葉
県千葉市中央区亥鼻１丁目 54-2 他 9 筆 
3,800 ㎡）を譲渡する。 
・小中台東宿舎の土地及び建物の全部（千
葉県千葉市稲毛区小仲台５丁目 830 番 30 
土地 8,090.21 ㎡、建物(建床)1,107 ㎡・(延
床)4,290 ㎡）を譲渡する。 
・小中台女子学生寄宿舎の土地及び建物の
全部（千葉県千葉市稲毛区小仲台５丁目
830 番 31 土地 7,060.47 ㎡、建物(建
床)912 ㎡・(延床)1,921 ㎡）を譲渡する。 
・小中台西宿舎の土地及び建物の全部（千
葉県千葉市稲毛区小仲台５丁目 830 番 14 
土地 2,942.17 ㎡、建物(建床)158 ㎡・(延
床)316 ㎡）を譲渡する。 
・小中台南宿舎の土地及び建物の全部（千
葉県千葉市稲毛区小仲台５丁目 830 番 10 
土地 3,079.95 ㎡、建物(建床)725 ㎡・(延
床)2,588 ㎡）を譲渡する。 
・小中台北宿舎の土地及び建物の全部（千
葉県千葉市稲毛区小仲台９丁目 877 番 15 
外 2 筆 土地 7,923.57 ㎡、建物(建床)343
㎡・(延床)1,715 ㎡）を譲渡する。 
・轟町宿舎の土地及び建物の全部（千葉県
千葉市稲毛区轟町３丁目 61 番１ 土地
1,829.25 ㎡、建物(建床)465 ㎡・(延
床)1,681 ㎡）を譲渡する。 
・青葉町宿舎の土地及び建物の全部（千葉
県千葉市中央区青葉町 359 番４ 土地
612.50 ㎡、建物(建床)201 ㎡・(延床)804
㎡）を譲渡する。 
・環境健康フィールド科学センター（熱川
地区）の土地及び建物の全部（静岡県賀茂
郡東伊豆町奈良本字用吉川 1458 番 外 7
筆 土地 48,661.55 ㎡、建物(建床)1,156
㎡・(延床)1,912 ㎡）を譲渡する。 
・薬学部附属薬用資源教育研究センター館
山圃場（館山・薬）の土地及び建物の全部
（千葉県館山市山本字上洲垂 1636 番２ 
外 17筆 土地 8,555.87㎡、建物(建床)154
㎡・(延床)154 ㎡）を譲渡する。 
・西千葉キャンパスの土地の一部（千葉県千
葉市稲毛区弥生町２番１ 外１筆 8,381
㎡）を譲渡する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
隣接する東京大学生産技
術研究所土地の一部（約
30,589 ㎡）の取得財源と
するため。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
隣接する東京大学生産技
術研究所土地の一部（約
30,589 ㎡）の取得財源と
するため。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
隣接する東京大学生産技
術研究所土地の一部（約
30,589 ㎡）と交換するた
め。 
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22 東京大学 計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
 ○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供
する計画 
１．重要な財産を譲渡する計画 
・大学院農学生命科学研究科附属緑地植物
実験所の土地の全部（千葉県千葉市花見川
区畑町 1487-1 外 47,139.17 ㎡）を譲渡す
る。  
・検見川第二職員宿舎の隣接地（千葉県千
葉市花見川区浪花町1010外 6,673.92㎡）
を譲渡する。 
・白金学寮の土地の全部（東京都港区白金
四丁目 464-1 外 2,453.55 ㎡）を譲渡する。 
・大気海洋研究所国際沿岸海洋研究センタ
ーの土地の一部（岩手県上閉伊郡大槌町赤
浜二丁目 106-10 9,552.97 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
西達布 6,316.91 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
6811-1 地先 415.66 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
6812-1 地先 973.97 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
西達布 317.20 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
12032 1,932.69 ㎡）を譲渡する。 
・野尻寮跡地の土地の全部（長野県上水内
郡信濃町大字野尻海端 365 外 2,725.46
㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
字東山 4176-1 地先 1,650.45 ㎡）を譲渡す
る。 
・柏キャンパスの土地の一部（千葉県柏市
柏の葉五丁目 1-122 603.67 ㎡）を譲渡す
る。 
・地震研究所広島地震観測所アンテナ施設
跡地（広島県広島市安佐北区落合七丁目
1408 外 603.48 ㎡）を譲渡する。 
・駒場第二職員宿舎の土地の一部（東京都
目黒区駒場三丁目 865-6 の一部 60 ㎡）を
譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
11663 地先 外 74.62 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属生態調和
農学機構の土地の一部（東京都西東京市北
原町三丁目 2667 番 外 3,475.60 ㎡）を譲
渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林田
無演習林の土地の一部（東京都西東京市緑
町一丁目 2558 番 2 外 1,919.40 ㎡）を譲
渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
7279-1 地先 外 7,881.40 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
2564-8 地先 164.01 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林生
態水文学研究所の土地の一部（愛知県犬山
市大字今井字成沢 9  1-12 1,913.14 ㎡）を
譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
 ○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供
する計画 
１．重要な財産を譲渡する計画 
・大学院農学生命科学研究科附属緑地植物
実験所の土地の全部（千葉県千葉市花見川
区畑町 1487-1 外 47,139.17 ㎡）を譲渡す
る。  
・検見川第二職員宿舎の隣接地（千葉県千
葉市花見川区浪花町1010外 6,673.92㎡）
を譲渡する。 
・白金学寮の土地の全部（東京都港区白金
四丁目 464-1 外 2,453.55 ㎡）を譲渡する。 
・大気海洋研究所国際沿岸海洋研究センタ
ーの土地の一部（岩手県上閉伊郡大槌町赤
浜二丁目 106-10 9,552.97 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
西達布 6,316.91 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
6811-1 地先 415.66 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
6812-1 地先 973.97 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
西達布 317.20 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
12032 1,932.69 ㎡）を譲渡する。 
・野尻寮跡地の土地の全部（長野県上水内
郡信濃町大字野尻海端 365 外 2,725.46
㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
字東山 4176-1 地先 1,650.45 ㎡）を譲渡す
る。 
・柏キャンパスの土地の一部（千葉県柏市
柏の葉五丁目 1-122 603.67 ㎡）を譲渡す
る。 
・地震研究所広島地震観測所アンテナ施設
跡地（広島県広島市安佐北区落合七丁目
1408 外 603.48 ㎡）を譲渡する。 
・駒場第二職員宿舎の土地の一部（東京都
目黒区駒場三丁目 865-6 の一部 60 ㎡）を
譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
11663 地先 外 74.62 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属生態調和
農学機構の土地の一部（東京都西東京市北
原町三丁目 2667 番 外 3,475.60 ㎡）を譲
渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林田
無演習林の土地の一部（東京都西東京市緑
町一丁目 2558 番 2 外 1,919.40 ㎡）を譲
渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
7279-1 地先 外 7,881.40 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
2564-8 地先 164.01 ㎡）を譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林生
態水文学研究所の土地の一部（愛知県犬山
市大字今井字成沢 91-12 1,913.14 ㎡）を
譲渡する。 
・大学院農学生命科学研究科附属演習林北
海道演習林の土地の一部（北海道富良野市
字老節布 5601 番 外 3筆 640.11 ㎡）を譲
渡する。 
・生産技術研究所附属千葉実験所跡地の土
地の一部（千葉県千葉市稲毛区弥生町 1-8 
30,859.07 ㎡）を譲渡する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
北海道からの道路用地と
して未処理だった箇所の
譲渡要望に応じるため。 
キャンパス整備計画の一
環として譲渡するため。 
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30 
お茶の水女
子大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する
計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
○旗の台地区の土地（東京都品川区旗の台
六丁目５０７番９ 739.93 ㎡）及び建物
（120.91 ㎡）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する
計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
○旗の台地区の土地（東京都品川区旗の台
六丁目５０７番９ 739.93 ㎡）及び建物
（120.91 ㎡）を譲渡する。  
○東村山郊外園敷地の土地の一部（東京都
東村山市萩山町三丁目 27 番 1,2 号 4,093
㎡）を譲渡する。 

 
 
 
 
 
 
 
今後の有効活用が見込め
ない土地を譲渡すること
に伴う変更。 

55 大阪大学 計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
・大学院言語文化研究科（箕面キャンパス）
の土地（建物含む）の全部（大阪府箕面市粟
生間谷東８丁目 2734 番地 80,087.49 ㎡）を
譲渡する。 
・本部事務機構（箕面キャンパス）の土地（建
物含む）の全部（大阪府箕面市粟生間谷東８
丁目 2734 番地 55,280.87 ㎡）を譲渡する。 
・附属図書館（箕面キャンパス）の土地（建
物含む）の全部（大阪府箕面市粟生間谷東８
丁目 2734 番地 2,817.48 ㎡）を譲渡する。 
・サイバーメディアセンター（箕面キャンパ
ス）の土地（建物含む）の全部（大阪府箕面
市粟生間谷東８丁目 2734 番地 372 ㎡）を譲
渡する。 
・日本語日本文化教育センター（箕面キャン
パス）の土地（建物含む）の全部（大阪府箕
面市粟生間谷東８丁目 2734 番地 1,842.2
㎡）を譲渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
・大学院言語文化研究科（箕面キャンパス）
の土地（建物含む）の全部（大阪府箕面市粟
生間谷東８丁目 2734 番地 80,087.49 ㎡）を
譲渡する。 
・本部事務機構（箕面キャンパス）の土地（建
物含む）の全部（大阪府箕面市粟生間谷東８
丁目 2734 番地 55,280.87 ㎡）を譲渡する。 
・附属図書館（箕面キャンパス）の土地（建
物含む）の全部（大阪府箕面市粟生間谷東８
丁目 2734 番地 2,817.48 ㎡）を譲渡する。 
・サイバーメディアセンター（箕面キャンパ
ス）の土地（建物含む）の全部（大阪府箕面
市粟生間谷東８丁目 2734 番地 372 ㎡）を譲
渡する。 
・日本語日本文化教育センター（箕面キャン
パス）の土地（建物含む）の全部（大阪府箕
面市粟生間谷東８丁目 2734 番地 1,842.2
㎡）を譲渡する。 
・ひるぜんセミナーハウスの土地（建物含
む）（岡山県真庭市蒜山上福田字ビハ谷９２
１番３ 3,440 ㎡）を譲渡する。 
・宮山外国人教師宿舎の土地（建物含む）（大
阪府豊中市宮山町２丁目２６２番１３外 
974 ㎡）を譲渡する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
施設・設備の老朽化等か
ら、譲渡することを決定
したため。 
施設・設備の老朽化等か
ら、譲渡することを決定
したため。 

72 
福岡教育大
学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
・附属小倉小中学校の土地の一部（福岡県北
九州市小倉北区下富野三丁目 1050 番５号 
366.69 ㎡）を譲渡する。 
 
 
 
 
２ 重要な財産を担保に供する計画 
該当無し 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
・附属小倉小中学校の土地の一部（福岡県北
九州市小倉北区下富野三丁目 1050 番５号 
366.69 ㎡）を譲渡する。 
・鳥飼宿舎跡地（福岡県福岡市中央区鳥飼二
丁目 156 番地 3,643.81 ㎡）を譲渡する。 
 
 
２ 重要な財産を担保に供する計画 
該当無し 

 
 
 
 
 
 
当該土地は、国が、福岡県
から停止条件付きで寄附
されたものであり、停止
条件の成就に伴い、福岡
県への譲渡等による処理
を行わざるを得ないた
め。 
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73 九州大学 計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供す
る計画 
○ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供す
る計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
①ヨット部艇庫の土地（福岡県福岡市東区
大岳四丁目 376 番 33 面積 786.46 ㎡）を譲
渡する。 
②箱崎地区の土地の一部（福岡県福岡市東
区箱崎六丁目 4098 番 1 面積 19,624.00 ㎡）
を譲渡する。 
③文科系学部の土地（福岡県福岡市東区箱
崎六丁目 4098 番 1 面積 39,994.82 ㎡）を譲
渡する。 
④理学部の土地の一部（福岡県福岡市東区
箱崎六丁目 4098 番 1 ほか 面積 38,342.38
㎡）を譲渡する。 
⑤旧工学部の土地（福岡県福岡市東区箱崎
六丁目 3330 番 3 ほか 面積 205,181.48 ㎡）
を譲渡する。 
⑥農学部の土地（福岡県福岡市東区箱崎六
丁目 3330 番 3 ほか 面積 123,869.72 ㎡）を
譲渡する。 
⑦研究所の土地（福岡県福岡市東区箱崎六
丁目 3330 番 3 面積 10,333.95 ㎡）を譲渡す
る。 
⑧本部の土地（福岡県福岡市東区箱崎三丁
目 3531 番 15 ほか 面積 5,805.49 ㎡）を譲
渡する。 
⑨第三学生集会所の土地（福岡県福岡市東
区箱崎三丁目 3571 番 1 面積 1,336.59 ㎡）
を譲渡する。 
⑩男子学生寄宿舎の土地（福岡県福岡市東
区筥松四丁目 3575 番 20 面積 6,071.59 ㎡）
を譲渡する。 
⑪女子学生寄宿舎の土地（福岡県福岡市東
区箱崎七丁目 3544 番 4 面積 2,071.73 ㎡）
を譲渡する。 
⑫宿舎（二）の土地（福岡県福岡市東区箱崎
三丁目 3571 番 1 面積 1,164.03 ㎡）を譲渡
する。 
⑬福岡演習林苗圃地（一）の土地（福岡県糟
屋郡篠栗町大字高田字下屋敷 447 番 1 面積
4,356.09 ㎡）を譲渡する。 
⑭福岡演習林苗圃地（二）の土地（福岡県糟
屋郡篠栗町大字高田字下屋敷 447 番 3 面積
1,751.11 ㎡）を譲渡する。 
⑮北海道演習林事務所の土地（北海道足寄
郡足寄町北五条一丁目 85 番 1 面積
12,994.85 ㎡）を譲渡する。 
⑯留学生会館の土地及び建物（福岡県福岡
市東区香椎浜四丁目 11 番 4 ほか 面積（土
地）19,895.01 ㎡（建物）6,566.29 ㎡）を譲
渡する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供す
る計画 
○ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供す
る計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
①ヨット部艇庫の土地（福岡県福岡市東区
大岳四丁目 376 番 33 面積 786.46 ㎡）を譲
渡する。 
②箱崎地区の土地の一部（福岡県福岡市東
区箱崎六丁目 4098 番 1 面積 19,624.00 ㎡）
を譲渡する。 
③文科系学部の土地（福岡県福岡市東区箱
崎六丁目 4098 番 1 面積 39,994.82 ㎡）を譲
渡する。 
④理学部の土地の一部（福岡県福岡市東区
箱崎六丁目 4098 番 1 ほか 面積 38,342.38
㎡）を譲渡する。 
⑤旧工学部の土地（福岡県福岡市東区箱崎
六丁目 3330 番 3 ほか 面積 205,181.48 ㎡）
を譲渡する。 
⑥農学部の土地（福岡県福岡市東区箱崎六
丁目 3330 番 3 ほか 面積 123,869.72 ㎡）を
譲渡する。 
⑦研究所の土地（福岡県福岡市東区箱崎六
丁目 3330 番 3 面積 10,333.95 ㎡）を譲渡す
る。 
⑧本部の土地（福岡県福岡市東区箱崎三丁
目 3531 番 15 ほか 面積 5,805.49 ㎡）を譲
渡する。 
⑨第三学生集会所の土地（福岡県福岡市東
区箱崎三丁目 3571 番 1 面積 1,336.59 ㎡）
を譲渡する。 
⑩男子学生寄宿舎の土地（福岡県福岡市東
区筥松四丁目 3575 番 20 面積 6,071.59 ㎡）
を譲渡する。 
⑪女子学生寄宿舎の土地（福岡県福岡市東
区箱崎七丁目 3544 番 4 面積 2,071.73 ㎡）
を譲渡する。 
⑫宿舎（二）の土地（福岡県福岡市東区箱崎
三丁目 3571 番 1 面積 1,164.03 ㎡）を譲渡
する。 
⑬福岡演習林苗圃地（一）の土地（福岡県糟
屋郡篠栗町大字高田字下屋敷 447 番 1 面積
4,356.09 ㎡）を譲渡する。 
⑭福岡演習林苗圃地（二）の土地（福岡県糟
屋郡篠栗町大字高田字下屋敷 447 番 3 面積
1,751.11 ㎡）を譲渡する。 
⑮北海道演習林事務所の土地（北海道足寄
郡足寄町北五条一丁目 85 番 1 面積
12,994.85 ㎡）を譲渡する。 
⑯留学生会館の土地及び建物（福岡県福岡
市東区香椎浜四丁目 11 番 4 ほか 面積（土
地）19,895.01 ㎡（建物）6,566.29 ㎡）を譲
渡する。 
⑰諸岡住宅の土地及び建物（福岡県福岡市
博多区諸岡三丁目 442 番ほか 面積（土地）
7,659.50 ㎡（建物）3,655.96 ㎡）を譲渡す
る。 
⑱弥永宿舎の土地及び建物（福岡県福岡市
南区弥永四丁目 2番 9 面積（土地）4,196.53
㎡（建物）2,222.10 ㎡）を譲渡する。 
⑲松香台住宅の土地及び建物（福岡県福岡
市東区松香台一丁目 194 番 面積（土地）
1,709.95 ㎡（建物）1,255.02 ㎡）を譲渡す
る。 
⑳農場の土地（福岡県糟屋郡粕屋町大字阿
恵字花折 42 番ほか 面積 224,537.22 ㎡）を
譲渡する。 
㉑愛宕の土地（福岡県福岡市西区愛宕一丁
目 248 番 1 ほか 面積 470.61 ㎡）を譲渡す
る。 
㉒北海道演習林の土地の一部（北海道足寄
郡足寄町鷲府 409 番 1 面積 377.65 ㎡）を譲
渡する。 
㉓福岡演習林早良実習場の土地の一部（福
岡県福岡市西区小戸五丁目 1752-2 ほか 面
積 2,050.00 ㎡）を譲渡する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑰～⑲保有宿舎の整理に
より不用となる用地等を
譲渡するため 
⑳統合移転事業に伴う伊
都キャンパスへの施設整
備により不用となる用地
を譲渡するため 
㉑平成 30 年度税制改正
に伴い、個人より特例寄
附資産等基金として寄附
受けした土地を、別の資
産に買換えて活用するた
め 
㉒北海道の上ワシップ川
災害復旧工事に伴う河川
施設に必要となる用地と
して、当該自治体からの
譲渡要望に応じるため 
㉓福岡市の生の松原元寇
防塁駐車場等整備事業に
必要となる用地として、
当該自治体からの譲渡要
望に応じるため 
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80 鹿児島大学 計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
（1）農学部附属高隈演習林の土地の一部
（鹿児島県垂水市海潟 3237、10,163 ㎡）を
譲渡する。 
（2）農学部附属高隈演習林の土地の一部
（鹿児島県垂水市海潟 3237、9,078 ㎡）を譲
渡する。 
（3）農学部附属佐多演習林の土地の一部
（鹿児島県肝属郡南大隅町佐多大字馬籠
349、1,221 ㎡）を譲渡する。 
（4）霧島リハビリテーションセンターの土
地及び建物（鹿児島県霧島市牧園町高千穂
3930 の 7、土地：18,140.28 ㎡、建物：5,147
㎡）を譲渡する。 
（5）附属病院の土地（医学部 A/敷地）の一
部（鹿児島県鹿児島市桜ヶ丘 8 丁目 35 番 1
号、2,342.57 ㎡）を譲渡する。 
 
 
 
 
（略） 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
（1）農学部附属高隈演習林の土地の一部
（鹿児島県垂水市海潟 3237、10,163 ㎡）を
譲渡する。 
（2）農学部附属高隈演習林の土地の一部
（鹿児島県垂水市海潟 3237、9,078 ㎡）を譲
渡する。 
（3）農学部附属佐多演習林の土地の一部
（鹿児島県肝属郡南大隅町佐多大字馬籠
349、1,221 ㎡）を譲渡する。 
（4）霧島リハビリテーションセンターの土
地及び建物（鹿児島県霧島市牧園町高千穂
3930 の 7、土地：18,140.28 ㎡、建物：5,147
㎡）を譲渡する。 
（5）附属病院の土地（医学部 A/敷地）の一
部（鹿児島県鹿児島市桜ヶ丘 8 丁目 35 番 1
号、2,342.57 ㎡）を譲渡する。 
（6）農学部附属佐多演習林の土地の一部
（鹿児島県肝属郡南大隅町佐多大字馬籠
349、751.19 ㎡）を譲渡する。 
 
（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
佐多演習林内を縦断して
いる県道 566 号線（佐多
岬公園線）の道路災害防
除（交付金）事業に伴う整
備影響地を、鹿児島県か
らの要望に応じ、譲渡す
るもの。 

88 
自然科学研
究機構 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する
計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
国立天文台岡山天体物理観測所職員宿舎跡
地及び駐車場跡地（岡山県浅口市鴨方町鴨
方２０３７－１及び２１７７－２）を譲渡
する。 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する
計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
①国立天文台岡山天体物理観測所職員宿舎
跡地及び駐車場跡地（岡山県浅口市鴨方町
鴨方２０ ３７－１及び２１７７－２）を
譲渡する。 
 
②国立天文台野辺山宇宙電波観測所職員宿
舎の土地及び建物の一部（長野県南佐久郡
南牧村４６２－５）を譲渡する。 

国立天文台では、野辺山
宇宙電波観測所敷地内の
東端に２棟の職員宿舎を
所有している。 
 
しかし、アルマ計画の整
備・計画推進により、多く
の従事者がアルマ計画に
シフトし、野辺山地区の
勤務者が減少したことに
伴い、利用率も徐々に低
下してきた。 
また、国立天文台では、３
大プロジェクト（すばる、
アルマ、ＴＭＴ）等を推進
するため、既存プロジェ
クトの改廃など、財政基
盤の安定化に資する具体
的な施策を講じており、
本野辺山宇宙電波観測所
においても、効率的な業
務の運営を図るため分散
する建物の一部を閉鎖
し、特定の建物に業務及
び人員を集約化するなど
の経費縮減の対応を行っ
てきた。 
職員宿舎についても、集
約化により効率的な維持
管理を行うとともに、利
用率の向上を図る観点か
ら、現入居者を１棟に入
替・集約した上で、残る１
棟（土地・建物＜プロパン
ボンベ室及び自転車置場
を含む＞）を譲渡しよう
とするものである。 
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90 
情報・シス
テム研究機
構大学 

計画 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
  該当なし 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
る計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 
・国立情報学研究所千葉分館の土地（千葉県
千葉市稲毛区弥生町７番３ 土地：３，２１
２㎡）を譲渡する。 
・国立遺伝学研究所谷田宿舎の土地（静岡県
三島市谷田字柳耕地山２５２５番他５筆、
３，６５１．５５㎡）を譲渡する。 

東京大学からの西千葉地
区一体的再開発を行うた
めの譲渡要望に応じるた
め。 
老朽化に伴い利用率が低
下しており、今後の活用
見込みがないことから、
譲渡することとしたた
め。 
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○その他の変更 １０法人 

・学内組織・制度等の名称変更等に伴う変更 ３法人 

番
号 

法人名 
変更
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

05 
帯広畜産大
学 

計画 

１研究に関する目標を達成するための措
置 
（１）研究水準及び研究の成果等に関する
目標を達成するための措置 
（成果の社会還元） 
⑩ 農業関連企業・団体、公的試験研究機
関等の要請に基づく研究を推進するため、
地域連携推進センターのインキュベーシ
ョンオフィスに入居する企業数を平成 30
年度までに 10 社に増加するとともに、共
同研究及び受託研究を充実し、大学全体の
実施件数を年平均 130 件以上にする。 
 
（２）研究実施体制等に関する目標を達成
するための措置 
（研究環境の整備） 
⑫-1 先端的な研究環境を構築するため、
研究設備及び学術情報基盤の新規導入・更
新を行うとともに、共用機器基盤センター
において研究設備の共同利用を一括管理
し、当該設備の利用頻度を増加させる。 

１研究に関する目標を達成するための措
置 
（１）研究水準及び研究の成果等に関する
目標を達成するための措置 
（成果の社会還元） 
⑩ 農業関連企業・団体、公的試験研究機
関等の要請に基づく研究を推進するため、
産学連携センターのインキュベーション
オフィスに入居する企業数を平成 30 年度
までに 10 社に増加するとともに、共同研
究及び受託研究を充実し、大学全体の実施
件数を年平均 130 件以上にする。 
 
（２）研究実施体制等に関する目標を達成
するための措置 
（研究環境の整備） 
⑫-1 先端的な研究環境を構築するため、
研究設備及び学術情報基盤の新規導入・更
新を行うとともに、共同利用設備ステーシ
ョンにおいて研究設備の共同利用を一括管
理し、当該設備の利用頻度を増加させる。 

学内組織再編のため。 
 

08 弘前大学 計画 

【30】大学の研究環境機能の高度化を図る
ため，「研究基盤支援センター」（仮称）を
中心に研究施設・設備の共用化やリユース，
技術専門職等の育成を進めるとともに，図
書館，資料館等を先端研究成果の発信拠点
として位置付け，情報発信力を強化する。 
 
【46】地域と連携した専門医養成体制の充
実・強化を図るため，「医師キャリア形成支
援センター」（仮称）を設置し，高度医療を
提供できる専門医を養成する。 
 
【47】医療人の専門性，国際性の向上及び臨
床現場への定着，復帰支援のため，「総合臨
床教育センター」（仮称）を設置し，教育・
研修体制を充実する。 
 

【30】大学の研究環境機能の高度化を図る
ため，「共用機器基盤センター」を中心に研
究施設・設備の共用化やリユース，技術専門
職等の育成を進めるとともに，図書館，資料
館等を先端研究成果の発信拠点として位置
付け，情報発信力を強化する。 
 
 
【46】地域と連携した専門医養成体制の充
実・強化を図るため，「総合臨床研修センタ
ー」を設置し，高度医療を提供できる専門医
を養成する。 
 
【47】医療人の専門性，国際性の向上及び臨
床現場への定着，復帰支援のため，「メディ
カルスタッフ教育研修センター」を設置し，
教育・研修体制を充実する。 

 
組織の改組に伴う変更 
 
 
 
 
 
 
構想中であったセンター
の名称が決定したことに
伴う変更。 
 
 
構想中であったセンター
の名称が決定したことに
伴う変更 

52 京都大学 計画 

（前略） 
【4】理工系分野において、理工系人材育成
戦略等を踏まえ、博士課程教育リーディン
グプログラムや卓越大学院プログラム（仮
称）の活用等により、俯瞰力・創造力等を
育成する教育内容を充実させ、社会に貢献
する実践的能力を身に付けた人材を育成
する。また、国際高等教育院附属データ科
学イノベーション教育研究センターにお
いて、教養・共通教育から学部・大学院の
専門教育までを通じた情報・統計・数理の
全学的教育基盤を構築し、我が国を支える
トップレベルの人材を育成する。人文社会
系分野においても同様に、高い適応能力を
身に付けた人材を育成する。 
 （中略） 
【82】優秀で意欲のある留学生を確保する
ため、「留学生リクルーティングオフィス」
（仮称）を設置し、各国の教育事情等の調
査分析を踏まえた戦略的な広報・誘致活動
を行う。 

 （中略） 

 
【4】理工系分野において、理工系人材育成
戦略等を踏まえ、博士課程教育リーディン
グプログラムや卓越大学院プログラムの
活用等により、俯瞰力・創造力等を育成す
る教育内容を充実させ、社会に貢献する実
践的能力を身に付けた人材を育成する。ま
た、国際高等教育院附属データ科学イノベ
ーション教育研究センターにおいて、教
養・共通教育から学部・大学院の専門教育
までを通じた情報・統計・数理の全学的教
育基盤を構築し、我が国を支えるトップレ
ベルの人材を育成する。人文社会系分野に
おいても同様に、高い適応能力を身に付け
た人材を育成する。 
 

【82】優秀で意欲のある留学生を確保する

ため、「国際アドミッション支援オフィス」

を設置し、各国の教育事情等の調査分析を

踏まえた戦略的な広報・誘致活動を行う。 

 
 
 
プログラム名称が確定し
たことによる変更 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

組織名称が確定したこと

による変更 
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・中期目標期間を超える債務負担に関する変更 ３法人 

番
号 

法人名 
変更 
区分 

変更内容 変更理由 

21 千葉大学 計画 

現行 
Ⅹ その他 
 ３ 中期目標期間を超える債務負担 
（ＰＦＩ事業） 
該当なし 

（長期借入金） 
                           （単位：百万円） 
 年度 

H28 H29 H30 H31 H32 H33 
中期目標 

期間小計 

次期以降 

償 還 額 

総 債 務 

償 還 額 
財

源 
 

長期借入

金 

償還金 

（大学改

革支援・

学位授与

機構） 

864 877 1,004 1,246 1,301 1,324 6,616 15,213 21,830 

（注）金額については、見込みであり、業務の実施状況等により変更されることもある。 
 
（リース資産） 
該当なし 

 
変更案 
Ⅹ その他 
 ３ 中期目標期間を超える債務負担 
（ＰＦＩ事業） 
  （亥鼻）医学系総合研究棟整備等事業 
  ・事業総額：19,326 百万円 

（維持管理・運営費消費税等相当額見直し後事業総額：19,372 百万円） 
   ・事業期間：平成 30 年度～令和 14 年度 
 
 （維持管理・運営費 消費税 10%）  （単位：百万円） 

 年度 

H28 H29 H30 
H31

（R1） 
R2 R3 

中期目標 

期間小計 

次期以降 

事業費 
総事業費 財

源 
 

施設整備費

補助金 
- - - - - 1,248 1,248 13,725 14,973 

運営費交付

金 
- - - - - 367 367 3,691 4,058 

自己資金 - - - - - 29 29 312 341 

 （注）金額は PFI 事業契約に基づき計算されたものであるが、PFI 事業の進展、実施状況
及び経済情勢・経済環境の変化による所要額の変更も想定されるため、具体的な額
については、各事業年度の予算編成過程において決定される。 

 （注）各年度の金額、中期目標期間小計、次期以降事業費、総事業費はそれぞれの金額を
端数処理しているため、合致しない場合がある。 

 
（長期借入金） 
                              （単位：百万円） 
 年度 

H28 H29 H30 H31 H32 H33 
中期目標 

期間小計 

次期以降 

償 還 額 

総 債 務 

償 還 額 
財

源 
 

長期借入

金 

償還金 

（大学改

革支援・

学位授与

機構） 

864 877 1,004 1,246 1,301 1,324 6,616 15,213 21,830 

（注）金額については、見込みであり、業務の実施状況等により変更されることもある。 
 
（リース資産） 

該当なし 

施設整備費補助金及び
運営費交付金を活用し
たPFI事業契約により、
債務負担が決定したた
め 
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番
号 

法人名 
変更 
区分 

変更内容 変更理由 

24 
東京外国語

大学 
計画 

 
現行 
－略－ 
 
 ３．中期目標期間を超える債務負担 
  なし 
 
変更案 
－略－ 
 
 ３．中期目標期間を超える債務負担 
 【長期借入金】 

（単位：百万円） 

年度 

 

 

 

 

 

 

財源 

H28 H29 H30 R1 R2 R3 

中期

目標 

期間

小計 

次期

以降 

償 還 

額 

総債

務 

償還

額 

長期借

入金償

還 金

（民間

金融機

関） 

－ － － － 61 73 134 806 940 

（注）金額については、見込みであり、業務の実施状況等により変更されることもある。 
    なお、各項目の金額は、単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致

しない場合がある。 

国際交流会館 3 号館の
施設整備費に充てるた
め 
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番
号 

法人名 
変更 
区分 

変更内容 変更理由 

28 
東京工業大
学 

計画 

 
現行 

 

（略） 

 

 Ｘ その他   

  ３．中期目標期間を超える債務負担  

（長期借入金） 

   該当なし 

 

変更案 
 
 

（略） 
 
 Ｘ その他   
  ３．中期目標期間を超える債務負担  
（長期借入金）                  （単位：百万円） 

年度 

 

 

 

 

 

 

財源 

H28 H29 H30 R1 R2 R3 

中

期

目

標 

期

間

小

計 

次期

以降 

償 還 

額 

総債

務 

償還

額 

長 期

借 入

金 償

還 金

（ 民

間 金

融 機

関） 

      0 3,800 3,800 

（注）金額については，見込であり，業務の実施状況等により変
更されることもある。 

田町キャンパス土地活用事業に係

る先行移転事業の資金調達のため 
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・その他 ４法人 

番
号 

法人名 
変更
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

33 
横浜国立大
学 

計画 

Ⅹ その他 
２ 人事に関する計画 
 １）教員の流動性を高めるとともに、高度
な専門性を有する人材、国内外の優秀な人
材、将来性のある多様な人材を確保するた
め、常勤の教員を対象に業績評価に基づく
年俸制を導入して平成 28 年度中に 56 人以
上に適用し、その後も引き続き促進すると
ともに混合給与制の活用を進める。 
 ２）テニュアトラックによる若手教員採
用を進める部局に支援を行うなど年齢構成
に配慮した雇用を促進し、教育研究組織を
活性化する。 
  
 
 
 
３）女性の活躍推進のため、女性役員を登

用するとともに、管理職に占める女性の割
合について 13％以上を達成する。また、「横
浜国立大学男女共同参画アクションプラ
ン」に基づく種々の取り組みの展開により
女性の積極的な採用を進め、第３期中期目
標期間末における女性教員の在籍比率を
19％以上とする。 
 ４）職員の能力向上や、事務の効率化・合
理化に資するため、職員の意識改革・スキル
アップおよび業務改善等を目的とした研修
等を計画的に実施する。 

Ⅹ その他 
２ 人事に関する計画 
 １）教員の流動性を高めるとともに、高度
な専門性を有する人材、国内外の優秀な人
材、将来性のある多様な人材を確保するた
め、常勤の教員を対象に業績評価に基づく
年俸制を導入して平成 28 年度中に 56 人以
上に適用し、その後も引き続き促進すると
ともに混合給与制の活用を進める。 
 ２）40 歳未満の優秀な若手教員の活躍の
場を全学的に拡大し、教育研究を活性化す
るため、テニュアトラックによる若手教員
採用を進める部局に支援を行うなど、退職
金に係る運営費交付金の積算対象となる教
員の若手比率が概ね 20％となるよう年齢構
成に配慮した雇用を促進する。 
 
３）女性の活躍推進のため、女性役員を登

用するとともに、管理職に占める女性の割
合について 13％以上を達成する。また、「横
浜国立大学男女共同参画アクションプラ
ン」に基づく種々の取り組みの展開により
女性の積極的な採用を進め、第３期中期目
標期間末における女性教員の在籍比率を
19％以上とする。 
 ４）職員の能力向上や、事務の効率化・合
理化に資するため、職員の意識改革・スキル
アップおよび業務改善等を目的とした研修
等を計画的に実施する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
「国立大学改革強化推進
補助金（特定支援型）」取
組の採択に伴う所要の変
更。（前回の変更手続きの
際の修正もれ） 

57 
兵庫教育大
学 

計画 

２）研究実施体制等に関する目標を達成す
るための措置 
①学士課程、修士課程、専門職学位課程 
25 本学が行う先導的研究や海外を含めた 

教育諸機関との共同研究を推進すると
ともに、成果に応じたインセンティブの
導入や研究活動の外部評価体制を構築
することにより、研究の質を向上させ
る。また、先導研究推進機構において、
リサーチ・アドミニストレーターを導入
し、研究活動を推進する。 

２）研究実施体制等に関する目標を達成す
るための措置 
①学士課程、修士課程、専門職学位課程 
25 本学が行う先導的研究や海外を含めた 

教育諸機関との共同研究を推進すると
ともに、成果に応じたインセンティブの
導入や研究活動の外部評価体制を構築
することにより、研究の質を向上させ
る。また、先導研究推進機構を教員養成・
研修高度化センターへ統合・拡充し、
Society5.0 時代に対応した新しい教育
の研究活動を推進するため、リサーチ・
アドミニストレーターを全学的に導入
する。 

先導研究推進機構を教員
養成・研修高度化センタ
ーへ統合・拡充し、教員養
成・研修に係る先導研究
等をより強力に推進する
ため、教員養成・研修高度
化センターを中心に全学
的にリサーチ・アドミニ
ストレーターを配置する
こととした。教員養成・研
修高度化センターでは、
Society5.0時代に対応し
た新しい教育について研
究開発を行う。研究開発
に関する外部資金獲得作
業のマネジメントをリサ
ーチ･アドミニストレー
ターが行うこととなる。 
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番
号 

法人名 
変更
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

63 島根大学 計画 

２ 研究に関する目標を達成するための措
置 
（１）研究水準及び研究の成果等に関する
目標を達成するための措置 
25 地域産業や地域社会の振興に寄与する 

ため、松江市発のプログラム言語「Ruby」
によるオープンソースソフトウェアの
活用、農林水産業の六次産業化、自然災
害軽減、疾病予知予防、膵がん撲滅、Ｉ
ＣＴを活用した福祉、古代出雲等の地域
課題に密着した研究を推進し、全学にお
ける共同研究等の件数及び外部研究資
金等の獲得を平成 25年度から平成 27年
度の年平均と比較し５％増加させる。 

２ 研究に関する目標を達成するための措
置 
（１）研究水準及び研究の成果等に関する
目標を達成するための措置 
25 地域産業や地域社会の振興に寄与する 

ため、次世代たたら協創センターによる
先端金属素材、松江市発のプログラム言
語「Ruby」によるオープンソースソフト
ウェアの活用、農林水産業の六次産業
化、自然災害軽減、疾病予知予防、膵が
ん撲滅、ＩＣＴを活用した福祉、古代出
雲等の地域課題に密着した研究を推進
し、全学における共同研究等の件数及び
外部研究資金等の獲得を平成 25 年度か
ら平成 27 年度の年平均と比較し５％増
加させる。 

平成 30 年 10 月に採択さ
れた「先端金属素材グロ
ーバル拠点の創出-Next 
Generation TATARA 
Project-」事業の中核と
なる次世代たたら協創セ
ンターの取組を加えるも
の。 

85 
北陸先端科
学技術大学
院大学 

計画 

Ⅹ その他 
２ 人事に関する計画 
柔軟かつ機動的に教員人事を行うため、学
長の主導により、教員の人事管理を一元的
に行い、学長のリーダーシップにより学長
裁量人員枠を拠点形成に向けて戦略的に活
用する。 
教育研究の活性化を図るため、若手教員比
率 40％程度、教員の年俸制適用者を 20％程
度、混合給与適用者及びテニュアトラック
制適用者を３％程度とするとともに、承継
職員である教員について、目標管理を基本
とした適切な業績評価体制を構築する。 
 
 
 
 
 
多様な人材構成とするため、外国人教員の
割合を 20％程度に維持するとともに、両立
支援等を実施することにより、女性研究者
等を 20％、指導的役割を担う女性役職員を
20％程度とする。 
事務職員についても、効果的な大学運営を
進めるため、事務組織の再編や業務の見直
し等を行うとともに、事務職員の専門性向
上及び国際化を推進するための研修を実施
する等、事務体制を強化する。 

Ⅹ その他 
２ 人事に関する計画 
柔軟かつ機動的に教員人事を行うため、学
長の主導により、教員の人事管理を一元的
に行い、学長のリーダーシップにより学長
裁量人員枠を拠点形成に向けて戦略的に活
用する。 
教育研究の活性化を図るため、若手教員比
率 40％程度、教員の年俸制適用者を 40％程
度、混合給与適用者及びテニュアトラック
制適用者を３％程度とするとともに、承継
職員である教員について、教育、研究、社会
貢献、管理運営等の項目において客観的な
評価指標を重視した多面的で透明性の高い
業績評価制度を構築する。 
さらに、業績評価に基づき、処遇へのより適
正な反映が可能な新たな年俸制を導入す
る。 
多様な人材構成とするため、外国人教員の
割合を 20％程度に維持するとともに、両立
支援等を実施することにより、女性研究者
等を 20％、指導的役割を担う女性役職員を
20％程度とする。 
事務職員についても、効果的な大学運営を
進めるため、事務組織の再編や業務の見直
し等を行うとともに、事務職員の専門性向
上及び国際化を推進するための研修を実施
する等、事務体制を強化する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
従来の目標管理を基本と
した業績評価から客観的
な評価指標を重視した業
績評価制度に改めること
及び年齢や勤続年数によ
らない基本給と業績評価
に基づく業績連動給から
なる新たな年俸制を導入
することに伴う目標値の
上方修正（前回の変更手
続きの際の修正もれ） 
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国立大学法人等の中期目標・中期計画変更案について 

○ 重点的に取り組む新たな構想が具体化したこと等に伴う変更 １法人 

・一法人複数大学設置に伴う変更 １法人 

番
号 

法人名 
変更
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

45 名古屋大学 目標 

（前文）大学の基本的な目標 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（前文）法人及び設置している大学の基本
的な目標 
 国立大学法人東海国立大学機構（以下
「東海機構」という。）は、大学・産業界・
地域の発展の好循環を創出する我が国の
新しいモデルを構築し、国際的な競争力向
上と地域創生への貢献を同時に達成する
ことを目指す。また、岐阜大学と名古屋大
学の強みのある分野を中心に、世界最高水
準の研究を展開することによる知の中核
拠点化と国際通用性のある質の高い教育
の実践を目指す。 
 このため、両大学の経営上の資源を相互
利用しつつ経営の高度化、国際的な教育研
究環境の整備、教育の共同実施、産業界や
地域社会との対話・窓口の拡充及び連携強
化による民間からの資金の充実、産学連携
マネジメント及び施設・大型機器マネジメ
ントの共有などを進める。 
 
【東海機構の教育研究等の基本的目標】 
１．教育 
知の中核拠点として国際通用性のある

質の高い教育を実践し、東海地域をはじ
め、国内外で活躍する次世代を担うリーダ
ーとなる人材を育成することを目指す。 
２．研究 
知の中核拠点として、世界最高水準の知

を社会に提供することを通じ、地域創生へ
の貢献を目指す。また、知の中核拠点とし
て、各種の目的遂行に有用な知のみなら
ず、今後の社会や人々の生き方の向かうべ
き方向を示す価値創造型の知の源泉にな
ることを目指す。 
３．社会貢献 
社会・産業の課題解決を通じて、国際社

会・地域創生へ貢献することを目指す。 
４．その他 
社会・産業との連携に基づく資金循環に

よる財政基盤の強化を図るとともに、優秀
な研究者、留学生・社会人を含めた学生を
広く集めることができるようになること
を目指す。 
 また両大学の構成員について、多様性を
確保することが重要であることを深く認
識した上で、若手、女性、外国人にとって
魅力的になることを目指す。 
 さらに、国内外の大学・研究機関との幅
広い連携を大学群として戦略的に展開す
ることで、国際的な科学技術・学術の環境
変化や高等教育の動向にも柔軟に対応し
た教育と研究の展開を目指す。 
 
【岐阜大学の理念】 
岐阜の地は、清流の国と称される豊かな

自然に恵まれ、東西文化が接触する地理的
条件や歴史的な背景による多様な文化と
技術を創造し、伝承してきた。岐阜の地の
このような特性を継承するとともに、「人
が育つ場所」という風土の中で「学び、究

国立大学法人東海
国立大学機構創設
のため 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

shuto-isoyama
テキスト ボックス
資料１－２
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名古屋大学は、基礎学術に立脚した基幹

的総合大学としての役割と、その歴史的・
社会的使命を確認し、その学術活動の基本
理念として「名古屋大学学術憲章」を平成
12 年に定めた。この憲章を、大学の基本的
な目標として以下に掲載する。 
 

名古屋大学は、自由闊達な学風の下、人間
と社会と自然に関する研究と教育を通じ
て、人々の幸福に貢献することを、その使
命とする。とりわけ、人間性と科学の調和
的発展を目指し、人文科学、社会科学、自
然科学をともに視野に入れた高度な研究
と教育を実践する。このために、以下の基
本目標および基本方針に基づく諸施策を
実施し、基幹的総合大学としての責務を持
続的に果たす。 

め、貢献する」人材を社会に輩出する。 
全ての学部・研究科が１つのキャンパス

にある特徴を教育・研究の両面に活かし、
特に、高度な専門職業人の養成に主眼を置
いた教育、教育の基盤としての質の高い研
究、地域に根ざした国際化を展開する。さ
らに、これらの成果を地域還元することな
どにより、地域社会の活性化の中核的拠点
を目指す。 
 
【岐阜大学の教育研究等の基本的目標】 
１．教育 
学生の主体的な学びを推進し、教育の質

保証システムを充実させ、高度な専門職業
人の養成と地域単位での Teach for 
Communities を実現する。理工系の大学院
修士課程に、デザイン思考の教育を導入
し、リベラル・アーツに関する共通教育を
重点的に行うことによってイノベーショ
ンを支える人材の養成を強く進める。ま
た、国際水準の医学教育開発の推進などに
重点的に取り組む。 
２．研究 
教育の基盤としての質の高い研究活動

をそれぞれの分野で着実に実践する。その
中でも本学の強みである生命科学分野、環
境科学分野、ものづくり分野における独創
的な研究領域の先進的研究拠点形成を目
指し、その成果を社会に還元する。 
３．国際化 
地域に根ざした国際化と成果の地域還

元によってグローカル化を実現する。多文
化共生型による国際教養コースの設置、日
本人学生と留学生の混在型教育の充実、留
学生の組織化や就職支援の充実など、国際
化につながる施策を推進する。 
４．社会貢献 
地域志向を重視した教育、研究を実践

し、国際化を推進することにより地域社会
を支える。特に「地」×「知」の拠点（Ｃ
ＯＣ）整備事業は、県内外の他大学、自治
体、地元企業等との連携を拡大したＣＯＣ
コンソーシアムを形成することにより、地
方創生推進事業への取り組みを一層量的
に増大、質的に深化させる。また、大学病
院を中心とした地域における高度医療拠
点機能のさらなる充実、岐阜県と連携した
地域社会への貢献事業を推進する。 
 
【名古屋大学の理念】 
基礎学術に立脚した基幹的総合大学と

しての役割と、その歴史的・社会的使命を
確認し、その学術活動の基本理念として
「名古屋大学学術憲章」を平成 12 年に定
めた。この憲章を、大学の基本的な目標と
して以下に掲載する。 
 
自由闊達な学風の下、人間と社会と自然

に関する研究と教育を通じて、人々の幸福
に貢献することを、その使命とする。とり
わけ、人間性と科学の調和的発展を目指
し、人文科学、社会科学、自然科学をとも
に視野に入れた高度な研究と教育を実践
する。このために、以下の基本目標および
基本方針に基づく諸施策を実施し、基幹的
総合大学としての責務を持続的に果たす。 
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【研究と教育の基本目標】 
(1) 名古屋大学は、創造的な研究活動によ
って真理を探究し、世界屈指の知的成果を
産み出す。 
(2) 名古屋大学は、自発性を重視する教育
実践によって、論理的思考力と想像力に富
んだ勇気ある知識人を育てる。 
 
【社会的貢献の基本目標】 
(1) 名古屋大学は、先端的な学術研究と、
国内外で指導的役割を果たしうる人材の
養成とを通じて、人類の福祉と文化の発展
ならびに世界の産業に貢献する。 
(2) 名古屋大学は、その立地する地域社会
の特性を生かし、多面的な学術研究活動を
通じて地域の発展に貢献する。 
(3) 名古屋大学は、国際的な学術連携およ
び留学生教育を進め、世界とりわけアジア
諸国との交流に貢献する。 
 
【研究教育体制の基本方針】 
(1) 名古屋大学は、人文と社会と自然の諸
現象を俯瞰的立場から研究し、現代の諸課
題に応え、人間性に立脚した新しい価値観
や知識体系を創出するための研究体制を
整備し、充実させる。 
(2) 名古屋大学は、世界の知的伝統の中で
培われた知的資産を正しく継承し発展さ
せる教育体制を整備し、高度で革新的な教
育活動を推進する。 
(3) 名古屋大学は、活発な情報発信と人的
交流、および国内外の諸機関との連携によ
って学術文化の国際的拠点を形成する。 
【大学運営の基本方針】 
(1) 名古屋大学は、構成員の自律性と自発
性に基づく探究を常に支援し、学問研究の
自由を保障する。 
(2) 名古屋大学は、構成員が、研究と教育
に関わる理念と目標および運営原則の策
定や実現に、それぞれの立場から参画する
ことを求める。 
(3) 名古屋大学は、構成員の研究活動、教
育実践ならびに管理運営に関して、主体的
に点検と評価を進めるとともに、他者から
の批判的評価を積極的に求め、開かれた大
学を目指す。 
○名古屋大学松尾プラン 2020 
Nagoya University Matsuo Initiatives 
for Reform, Autonomy and Innovation 
2020(NU MIRAI 2020) 
＜一般目標＞ 
ワールドクラスの教育研究活動、アジア展
開と多様化、連携によるイノベーション創
出、自律的なマネジメント改革により、名
古屋大学を世界屈指の研究大学に成長さ
せる 
＜行動目標＞ 
① 国際標準の教育の推進により、様々な
場面でリーダーシップを発揮し人類の幸
福に貢献する「勇気ある知識人」の育成 
② ノーベル賞受賞者輩出など世界屈指
の研究大学として、人類の知を持続的に創
出 
③ アジアと共に学び、男女共同参画など
多様性を尊重する大学を実現 
④ 世界有数の産業集積地にある基幹大

【名古屋大学の教育研究等の基本的目標】 
１．教育と研究の基本目標 
(1) 創造的な研究活動によって真理を探
究し、世界屈指の知的成果を産み出す。 
 
(2) 自発性を重視する教育実践によって、
論理的思考力と想像力に富んだ勇気ある
知識人を育てる。 
 
２．社会的貢献の基本目標 
(1) 先端的な学術研究と、国内外で指導的
役割を果たしうる人材の養成とを通じて、
人類の福祉と文化の発展ならびに世界の
産業に貢献する。 
(2) その立地する地域社会の特性を生か
し、多面的な学術研究活動を通じて地域の
発展に貢献する。 
(3) 国際的な学術連携および留学生教育
を進め、世界とりわけアジア諸国との交流
に貢献する。 
 
３．研究教育体制の基本方針 
(1) 人文と社会と自然の諸現象を俯瞰的
立場から研究し、現代の諸課題に応え、人
間性に立脚した新しい価値観や知識体系
を創出するための研究体制を整備し、充実
させる。 
(2) 世界の知的伝統の中で培われた知的
資産を正しく継承し発展させる教育体制
を整備し、高度で革新的な教育活動を推進
する。 
(3) 活発な情報発信と人的交流、および国
内外の諸機関との連携によって学術文化
の国際的拠点を形成する。 
４．大学運営の基本方針 
(1) 構成員の自律性と自発性に基づく探
究を常に支援し、学問研究の自由を保障す
る。 
(2) 構成員が、研究と教育に関わる理念と
目標および運営原則の策定や実現に、それ
ぞれの立場から参画することを求める。 
 
(3) 構成員の研究活動、教育実践ならびに
管理運営に関して、主体的に点検と評価を
進めるとともに、他者からの批判的評価を
積極的に求め、開かれた大学を目指す。 
 
○名古屋大学松尾プラン 2020 
Nagoya University Matsuo Initiatives 
for Reform, Autonomy and Innovation 
2020(NU MIRAI 2020) 
＜一般目標＞ 
ワールドクラスの教育研究活動、アジア展
開と多様化、連携によるイノベーション創
出、自律的なマネジメント改革により、名
古屋大学を世界屈指の研究大学に成長さ
せる 
＜行動目標＞ 
① 国際標準の教育の推進により、様々な
場面でリーダーシップを発揮し人類の幸
福に貢献する「勇気ある知識人」の育成 
② ノーベル賞受賞者輩出など世界屈指
の研究大学として、人類の知を持続的に創
出 
③ アジアと共に学び、男女共同参画など
多様性を尊重する大学を実現 
④ 世界有数の産業集積地にある基幹大
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学として、産学官連携を含む多様な連携に
よりイノベーションへの貢献と社会的価
値の創出 
⑤ シェアドガバナンスをふまえた総長
のリーダーシップにより諸改革を自律的
に推進 
◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 
１ 中期目標の期間 
平成 28 年 4月～平成 34 年 3月 
２ 教育研究組織 
この中期目標を達成するため、別表 1に記
載する学部、研究科及び別表 2に記載する
共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利
用拠点を置く。 
 
 
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関す
る目標 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学として、産学官連携を含む多様な連携に
よりイノベーションへの貢献と社会的価
値の創出 
⑤ シェアドガバナンスをふまえた総長
のリーダーシップにより諸改革を自律的
に推進 
◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 
１ 中期目標の期間 
平成 28 年 4月～令和 4年 3月 
２ 教育研究組織 
この中期目標を達成するため、東海機構
は、別表 1に記載する各大学の学部、研究
科及び別表 2 に記載する各大学の共同利
用・共同研究拠点、教育関係共同利用拠点
を置く。 
1 
Ⅰ 法人及び設置している大学の教育研究
等の質の向上に関する目標 
 
１ 東海機構に関する目標 
（１）教育に関する目標 
TM１ 真に学生本位で、学修成果が得られ
る質の高い国際通用性のある教育の実践
を目指して、教育の改善を不断に進めてい
く。 
（２）研究に関する目標 
TM２ 両大学の研究環境・支援体制を所属
教員全てが柔軟に活用できる体制を整備
することにより、個々の教員の研究活動を
より活発にし、大学群としての研究活動を
加速させる。 
また、基礎、応用及び開発研究のそれぞれ
に至るまで、各大学における強み・特色の
ある分野について、教員を結集することに
より、さらには資源の共同利用により、世
界最高水準の研究を展開し得る知の拠点
を形成していく。 
（３）社会との連携や社会貢献及び地域を
志向した教育・研究に関する目標 
TM３ 東海地域が強みを有する製造業、農
林業をはじめとした多様な産業分野の一
層の発展と課題解決に貢献するとともに、
医療、福祉、教育、モビリティ、気候変動、
エネルギー、減災など SDGs（持続可能な開
発目標）として掲げられている目標の達成
と地域の社会的な課題解決にも貢献して
いく。 
これらを通じ、起業精神を持つ人材の育
成、世界最高水準の知を活かした大学発ベ
ンチャーの創出を行い、さらに次世代の新
たな価値を提供し、地域創生に貢献してい
く。 
さらに、地域の他のセクターとの強い連携
関係を構築し、大学群を核とした人材・知
識と資金の好循環の実現を図ることによ
り、地域の産業構造の変革に貢献してい
く。 
２ 岐阜大学に関する目標 
（１）教育に関する目標 
ア 教育内容及び教育の成果等に関する
目標 
TM４ 地域の教育を支える人材、地域及び
世界に貢献できる人材、豊かな国際感覚を
備えた人材、及び生命科学分野、環境科学
分野、ものづくり分野における人材を養成
する。 
TM５ 教学ＩＲの結果に基づいて、教育に
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関する３つの方針（アドミッション・ポリ
シー、カリキュラム・ポリシー、ディプロ
マ・ポリシー）を見直すとともに、それら
を基にした教育を実践し、教育の質を保証
する。 
TM６ 「岐阜大学の国際化ポリシーとビジ
ョン」に基づき、全学共通教育における英
語の教育内容や教育方法を充実する。 
TM７ 岐阜大学が目指す３つの基盤的能
力（進める力、伝える力、考える力）を高
めるため、主体的な学びを推進する。 
イ 教育の実施体制等に関する目標 
TM８ 学部・研究科の優れた教育改善の取
組を共有することにより、教育の質保証シ
ステムを改善・向上させる。 
TM９ 社会人の学び直しを支援するため、
教育環境を整備する。 
ウ 学生への支援に関する目標 
TM10 多様な学生への学修支援、生活支
援、就職支援などを推進する。 
TM11 勉学の奨励やグローバル人材を育
成するための奨学金制度等を充実させる。 
TM12 学部を超えた交流の場として、アカ
デミック・コモンズを充実し、積極的に活
用できる環境を整備する。 
エ 入学者選抜に関する目標 
TM13 ミッションの再定義及び「岐阜大学
の国際化ポリシーとビジョン」に基づいて
アドミッション・ポリシーを見直し、入学
者選抜の方法を改善する。 
TM14 地域の教育の拠点としての役割を
果たすため、入学者選抜の方法を改善す
る。 
（２）研究に関する目標 
ア 研究水準及び研究の成果等に関する
目標 
TM15 岐阜大学の強みである生命科学分
野、環境科学分野、ものづくり分野におい
て独創的で先進的な学術研究を推進し、持
続可能な社会の創生に貢献できる成果を
社会に還元する。 
イ 研究実施体制等に関する目標 
TM16 生命科学分野、環境科学分野、もの
づくり分野における研究を推進するため
に研究拠点を設置するとともに、拠点に対
する学内の支援体制を整備する。 
TM17 教育の基盤となる質の高い研究を
着実に進展させるため、全学的な研究支援
体制を整備する。 
（３）社会との連携や社会貢献及び地域を
志向した教育・研究に関する目標 
TM18 「地域にとけこむ大学」として、地
域を志向した教育・研究を全学的に実践
し、地域と協働して地域志向人材を育成す
る。 
TM19 地域と連携して大学の資源を活用
することで、地域社会が抱える超高齢社会
等の課題解決に貢献する。 
TM20 岐阜県と連携し、地域課題に密着し
た実践的な教育研究を行うことにより地
域社会に貢献する。 
TM21 産官学連携の推進により、地域産業
界の発展に貢献する。 
（４）その他の目標 
ア グローバル化に関する目標 
TM22 「岐阜大学の国際化ポリシーとビジ
ョン」に基づき、国際化につながる施策を
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１ 教育に関する目標 
（１）教育内容及び教育の成果等に関する
目標 
 
 
Ｍ１ 論理的思考力と想像力をもった世
界水準の人材を育てるために、国際通用性
を重視した質の高い教育を行う。 
（２）教育の実施体制等に関する目標 
Ｍ２ 教育の質を高め、グローバルに通用
する教育を実現するために、実施体制等を
継続的に点検し、改善する。 
（３）学生への支援に関する目標 
Ｍ３ 学生の自律的な学修と生活を支援
する環境を充実させる。 
（４）入学者選抜に関する目標 
Ｍ４ 世界トップレベルの研究につなが
る人材養成を実現するため、多様な能力評
価等を含め、適切な入学者選抜システムを
構築する。 
２ 研究に関する目標 
（１）研究水準、成果及び実施体制等に関
する目標 
Ｍ５ 世界トップレベルの研究を担う総
合大学として、人類の知を創出する。 
３ 社会との連携や社会貢献及び地域を
志向した教育・研究に関する目標 
Ｍ６ 国内外の産業界・行政・大学等との
連携を通じて、世界有数の産業集積地にあ
る基幹総合大学として社会的価値の創出
に挑む。 
 
４ その他の目標 
（１）グローバル化に関する目標 
Ｍ７ 教育・研究・業務運営における国際
化を進める。特に、「スーパーグローバル
大学創成支援」事業を通じて、国際通用性・
国際競争力を強化し、世界トップ水準の教 
 

推進するとともに、その成果を地域に還元
し、地域社会のグローカル化に貢献する。 
イ 附属病院に関する目標 
TM23 特定機能病院として、さらに高度な
医療を提供する 。 
TM24 様々な医療を必要とする患者の視
点に立った、地域の中核となる医療人を育
成する。 
TM25 拠点病院の機能を活用し、臨床研究
の推進と新たな医療技術の開発を遂行す
る。 
TM26 迅速な経営判断に基づく経営基盤
の強化と効率的な組織運営を行うことに
より、自立的な経営を確立する。 
TM27 災害時に地域の基幹病院、特定機能
病院及び高度救命救急センターとしての
役割が果たせる体制を整備する。 
ウ 附属学校に関する目標 
TM28 学校現場が抱える教育課題につい
て先導的、実験的に取り組むことにより、
地域の教育力の向上に貢献する。 
TM29 教育学部・教育学研究科の実践的な
教育・研究に組織的に協力することによ
り、学部・研究科の教育研究活動の充実に
貢献する。 
 
 
３ 名古屋大学に関する目標 
（１）教育に関する目標 
ア 教育内容及び教育の成果等に関する
目標 
 
 
TM30 論理的思考力と想像力をもった世
界水準の人材を育てるために、国際通用性
を重視した質の高い教育を行う。 
イ 教育の実施体制等に関する目標 
TM31 教育の質を高め、グローバルに通用
する教育を実現するために、実施体制等を
継続的に点検し、改善する。 
ウ 学生への支援に関する目標 
TM32 学生の自律的な学修と生活を支援
する環境を充実させる。 
エ 入学者選抜に関する目標 
TM33 世界トップレベルの研究につなが
る人材養成を実現するため、多様な能力評
価等を含め、適切な入学者選抜システムを
構築する。 
（２）研究に関する目標 
ア 研究水準、成果及び実施体制等に関す
る目標 
TM34 世界トップレベルの研究を担う総
合大学として、人類の知を創出する。 
（３）社会との連携や社会貢献及び地域を
志向した教育・研究に関する目標 
TM35 国内外の産業界・行政・大学等との
連携を通じて、世界有数の産業集積地にあ
る基幹総合大学として社会的価値の創出
に挑む。 
 
（４）その他の目標 
ア グローバル化に関する目標 
TM36 教育・研究・業務運営における国際
化を進める。特に、「スーパーグローバル
大学創成支援」事業を通じて、国際通用性・
国際競争力を強化し、世界トップ水準の教
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育研究を行う。 
（２）学術の基盤に関する目標 
Ｍ８ 知の連携・継承・創造の礎となる学
術基盤を充実させる。 
（３）附属病院に関する目標 
Ｍ９ 良質・安全な医療、高度・先端医療
を提供する。 
Ｍ10 高度で先端的な臨床研究を通して
社会に貢献する。 
（４）附属学校に関する目標 
Ｍ11 大学のリソースも提供して附属学
校の教育機能を高め、中高大連携を進め
る。 
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する
目標 
１ 組織運営の改善に関する目標 
Ｍ12 総長のリーダーシップの下で的確
かつ迅速な意思決定を担保するなど、組織
運営システムの機能強化を図る。 
 
２ 教育研究組織の見直しに関する目標 
Ｍ13 ミッションの再定義等を踏まえ、世
界トップレベルの研究とそれを担う人材
育成機能を強化するため、教育研究組織の
再編・整備を行う。 
 
３ 事務等の効率化・合理化に関する目標 
Ｍ14 業務の効率化・合理化を進める。大
学の機能強化に寄与する職員の能力の高
度化を図る。 
 
 
Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 
１ 安定した財務基盤の維持に関する目
標 
Ｍ15 財務情報の分析結果等を活用し、収
入増加・経費節減・資産活用を進め、安定
した財務基盤を維持する。 
 
 
 
Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情
報の提供に関する目標 
１ 評価の充実に関する目標 
Ｍ16 自己点検・評価に加え外部評価を充
実させ、評価結果を改善に活用する。 
２ 情報公開や情報発信等の推進に関す
る目標 
Ｍ17 大学の活動にかかわる情報を積極
的に発信し、社会への説明責任を果たす。 
Ⅴ その他業務運営に関する重要目標  
１ 施設・設備の整備・活動、安全管理等
に関する目標 
Ｍ18 安全・安心で環境に配慮した、国際
水準の教育研究拠点にふさわしいキャン
パスの整備を進める。 
 
２ 法令遵守等に関する目標 
Ｍ19 法令を遵守し、教育・研究等の健全
な発展を実現する。 
３ 新しいマルチ・キャンパスシステムの
形成に関する目標 
Ｍ20 世界への挑戦と地域への貢献を目
指し、他大学・自治体・産業界等広く関係
機関と連携し、国立大学の量的・質的発展
に向けた運営モデルを創出する。 
 

育研究を行う。 
イ 学術の基盤に関する目標 
TM37 知の連携・継承・創造の礎となる学 
術基盤を充実させる。 
ウ 附属病院に関する目標 
TM38 良質・安全な医療、高度・先端医療
を提供する。 
TM39 高度で先端的な臨床研究を通して
社会に貢献する。 
エ 附属学校に関する目標 
TM40 大学のリソースも提供して附属学
校の教育機能を高め、中高大連携を進め
る。 
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する
目標 
１ 組織運営の改善に関する目標 
TM41 機構長のリーダーシップの下で、各
大学のミッションを踏まえた的確かつ迅
速な意思決定を担保するなど、組織運営シ
ステムの体制整備を行う。 
２ 教育研究組織の見直しに関する目標 
TM42 ミッションの再定義等を踏まえ、世
界最高水準の研究を展開することによる
知の中核拠点化と国際通用性のある質の
高い教育を実践するため、組織の整備を行
う。 
３ 事務等の効率化・合理化に関する目標 
TM43 業務の効率化・合理化を進め、東海
機構の事務組織の整備を行う。各大学の機
能強化に寄与する職員の能力及び業務の
高度化を図り、生産性を向上させる。 
 
Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 
１ 安定した財務基盤の維持に関する目
標 
TM44 財務情報の分析結果等を活用し、収
入増加・経費節減・資産活用を進め、安定
した財務基盤を維持する。特に、経費節減
において、一般管理費率の抑制を推進す
る。 
 
Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情
報の提供に関する目標 
１ 評価の充実に関する目標 
TM45 自己点検・評価に加え外部評価を充
実させ、評価結果を改善に活用する。 
２ 情報公開や情報発信等の推進に関す
る目標 
TM46 東海機構及び各大学の活動にかか
わる情報を積極的に発信し、社会への説明
責任を果たす。 
Ⅴ その他業務運営に関する重要目標  
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 
TM47 安全・安心で環境に配慮した、世界
最高水準の研究拠点及び国際通用性のあ
る質の高い教育拠点にふさわしいキャン
パスの整備を進める。 
２ 法令遵守等に関する目標 
TM48 法令を遵守し、教育・研究等の健全
な発展を実現する。 
３ 新しいマルチ・キャンパスシステムの
形成に関する目標 
TM49 国際的な競争力向上と地域創生へ
の貢献を両輪とした発展を目指し、東海地
域の他大学・自治体・産業界等広く関係機
関と連携し、国立大学の量的・質的発展に
向けた運営モデルを創出する。 



8 

 

 

  

番
号 

法人名 
変更 
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

45 
名 古 屋 大
学 

目標 

別表１（学部、研究科等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【名古屋大学】 

学部 文学部 

教育学部 

法学部 

経済学部 

情報文化学部（H29 募集停止） 

情報学部 

理学部 

医学部 

工学部 

農学部 

研究

科 

人文学研究科 

教育発達科学研究科 

法学研究科 

経済学研究科 

情報学研究科 

理学研究科 

医学系研究科 

工学研究科 

生命農学研究科 

国際開発研究科 

多元数理科学研究科 

環境学研究科 

創薬科学研究科 

 

別表１（学部、研究科等） 

【岐阜大学】 

学

部 

教育学部 

地域科学部 

医学部 

工学部 

応用生物科学部 

研

究

科 

教育学研究科 

地域科学研究科 

医学系研究科 

工学研究科 

自然科学技術研究科 

共同獣医学研究科 

連合農学研究科 

 岐阜大学 

 静岡大学 

 ※連合大学院である 

連合獣医学研究科（H31 募集停止） 

 岐阜大学 

 帯広畜産大学 

岩手大学 

 東京農工大学 

 ※連合大学院である 

連合創薬医療情報研究科 

 岐阜大学 

 岐阜薬科大学 

 ※連合大学院である 

  ※岐阜大学は、兵庫教育大学大学院連合学

校教育学研究科の参加大学である。 

 【名古屋大学】 

学

部 

文学部 

教育学部 

法学部 

経済学部 

（削除） 

情報学部 

理学部 

医学部 

工学部 

農学部 

研

究

科 

人文学研究科 

教育発達科学研究科 

法学研究科 

経済学研究科 

情報学研究科 

理学研究科 

医学系研究科 

工学研究科 

生命農学研究科 

国際開発研究科 

多元数理科学研究科 

環境学研究科 

創薬科学研究科 

1 

国立大学法
人東海国立
大学機構創
設のため 
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45 名古屋大学 目標 

別表２（共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利用
拠点） 

（共同利用・共同研究拠点） 

 

宇宙地球環境研究所 

未来材料・システム研究所 

情報基盤センター 

低温プラズマ科学研究センター 

 

（教育関係共同利用拠点） 

 

 

 

先端マリンバイオロジーに関するグローバル教

育共同利用拠点（名古屋大学大学院理学研究科

附属臨海実験所） 

質保証を担う中核教職員能力開発拠点（名古屋

大学高等教育研究センター） 
 

別表２（共同利用・共同研究拠点、教育関係共同利用
拠点） 

（共同利用・共同研究拠点） 

【名古屋大学】 

宇宙地球環境研究所 

未来材料・システム研究所 

情報基盤センター 

低温プラズマ科学研究センター 

 

（教育関係共同利用拠点） 

【岐阜大学】 

医学教育開発研究センター 

【名古屋大学】 

先端マリンバイオロジーに関するグローバル教

育共同利用拠点（名古屋大学大学院理学研究科

附属臨海実験所） 

質保証を担う中核教職員能力開発拠点（名古屋

大学高等教育研究センター） 
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45 
名 古 屋 大
学 

計画 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
を達成するためにとるべき措置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ 法人及び設置している大学の教育研究等の
質の向上に関する目標を達成するためにとるべ
き措置 
１ 国立大学法人東海国立大学機構（以下「東
海機構」という。）の教育研究に関する目標を
達成するための措置 
（１）教育に関する目標を達成するための措置 
TK１-① 
 リベラル・アーツ教育のより一層の充実、新
しい技術を活用した次世代型教育の導入を進め
ていく。 
TK１-② 
  数理・データ科学教育や語学教育などをより
一層進めていくための共同基盤として「アカデ
ミック・セントラル」を形成していく。 
TK１-③ 
 岐阜大学と名古屋大学の強み・特性に応じた
教育の実践を目指すとともに、抱えている課題
については相互補完によって対応策を検討して
いく。 
TK１-④ 
 教員能力向上のため、ＦＤ等の共同実施を行
う。 
（２）研究に関する目標を達成するための措置 
TK２-① 
 設備・機器及び施設・スペースの効果的な運
用を進めるための仕組みを構築する。 
TK２-② 
 各大学における産学連携マネジメント等のノ
ウハウとリソースのシェアリングを行う体制を
整備する。 
TK２-③ 
 地域の関係機関とも連携することにより、一
体となって、糖鎖科学、航空宇宙生産技術、医
療情報、農学の４つの拠点の整備発展に段階的
に取り組む。 
（３）社会との連携や社会貢献及び地域を志向
した教育・研究に関する目標を達成するための
措置 
TK３-① 
 自治体等と連携した医療、福祉、教育、モビ
リティ、気候変動、エネルギー、減災に関する
取組などにより、地域社会の課題解決を行う。 
TK３-② 
 地域産業界・自治体等とともにスタートアッ
プベンチャーへの支援を実施する。 
TK３-③ 
 産業界との対話窓口や産学連携マネジメント
を行う運営支援機能を一元化し、国の産学連携
ガイドラインにおいても好事例とされている名
古屋大学の体制や岐阜大学の「地（知）の拠点」
事業の経験等を両大学で共有展開する。 
２ 岐阜大学に関する目標を達成するための措
置 
（１）教育に関する目標を達成するための措置 
ア 教育内容及び教育の成果等に関する目標を
達成するための措置 
TK４-① 
地域の教育を支える人材を養成するため、理

論と実践の往還型学修（ＡＣＴプラン）の教育
効果をさらに高めることにより、ミッションの
再定義に記載した教育学部卒業生の岐阜県にお
ける小学校教員の占有率を40％確保する。教職
大学院においては教員就職率100％を目指すと
ともに、岐阜県教育委員会と連携した学校管理
職養成コースを平成29年度までに設置する。 
TK４-② 

国立大学法人東海国
立大学機構創設のた
め 
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医学分野においては、地域及び世界に貢献で
きる人材を養成するため、医療者教育フェロー
シップ・プログラムの構築など教育関係共同利
用拠点としての取組を推進し、第３期中期目標
期間中に同プログラムへの参加者数を120名以
上確保する。獣医学分野においては、鳥取大学
との連携による共同獣医教育プログラムを令和
元年度に検証し改善する。 
TK４-③ 
豊かな国際感覚を備えた人材を養成するた

め、平成28年度に地域科学部に国際教養コース
を設置し、学外研修や多文化共生型の教育プロ
グラムを実施する。 
TK４-④ 
生命科学分野、環境科学分野、ものづくり分

野における人材を養成するため、理工系修士課
程にリベラル・アーツを含むデザイン思考の共
通教育科目を平成29年度までに２科目以上開講
するとともに、インフラマネジメントに関する
教育プログラムを開講し、イノベーションを支
える教育プログラムを実施する。 
TK５-① 
教育の質を保証するため、アウトカム検証、

教学ＩＲの結果に基づいて教育に関する３つの
方針（アドミッション・ポリシー、カリキュラ
ム・ポリシー、ディプロマ・ポリシー）を平成
29年度までに見直すとともに、シラバス、教育
方法、成績評価などに関する教学マネジメント
の強化と新たなポリシーに基づく教育を平成30
年度までに実施する。 
TK６-① 
学士課程教育のグローバル化を推進するた

め、全学共通教育において各学部の人材養成に
応じた英語運用能力の基準と目標を平成28年度
に定め、それに基づき組織化された教員集団に
よる英語教育を実施する。 
TK７-① 
学生の主体的な学修活動を推進するため、学

生参加、共同学修などのアクティブ・ラーニン
グを取り入れた授業を平成30年度までに各学部
で４科目以上開講する。 
イ 教育の実施体制等に関する目標を達成する
ための措置 
TK８-① 
教育推進・学生支援機構は学部・研究科と連

携して学生による授業評価、教員のリフレクシ
ョン、ナンバリング・システムの導入、ＦＤ活
動等に基づく全学的な点検・評価・改善の実施
体制（ＰＤＣＡサイクル）を確立する。 
TK９-① 
社会人のニーズに応じた教育プログラムを提

供するとともに、公開講座、夜間・土日の開講、
ＩＣＴの活用など、社会人が学びやすい受講環
境を整備する。 
ウ 学生への支援に関する目標を達成するため
の措置 
TK10-① 
教育推進・学生支援機構は学部・研究科と連

携してそれぞれ実施している学生への学修支
援、生活支援などの支援内容を確認するととも
に、役割を明確にした上で実施する。特に障が
いのある学生への学修支援、留学生への健康管
理支援などに対応する協力体制を確立する。 
TK10-② 
学生のキャリア形成や就職活動を支援するた

め、全学共通教育で開講しているキャリア形成
科目やインターンシップ科目の受講者に対して
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アンケート調査を行い、その結果に基づいて授
業を改善する。 
TK11-① 
支援学生の増大につなげるため、応援奨学生

制度、学生の短期海外研修制度に対する支援額
を令和３年度までに平成27年度比で20％以上拡
充する。 
TK12-① 
学部を超えた学生の主体的な交流の場として

のアカデミック・コモンズの利用を促進するた
め、アカデミック・ラーニング・サポート（ア
カデミック・コモンズにおける主体的学修を促
進するための組織）において、学修相談、履修
相談、自主ゼミ等の活動を支援できる体制を確
立するとともに、その活動を担うスチューデン
ト・アシスタント（ＳＡ）を年間５名以上育成
する。 
エ 入学者選抜に関する目標を達成するため
の措置 
TK13-① 
多面的・総合的な評価など入学者選抜の方法

を改善するため、入学時関連情報と卒業・修了
時関連情報を分析し、その結果に基づきアドミ
ッション・ポリシーを平成29年度までに見直す。 
TK13-② 
国際人として身に付けるべき英語によるコミ

ュニケーション力や普遍的な多様性・異文化理
解力等を涵養するため、各研究科での人材養成
に応じた英語運用能力の基準と目標を定め、入
学試験に語学検定試験を活用した学力評価を平
成30年度までに導入する。 
TK14-① 
地域の教育の拠点としての役割を果たすた

め、岐阜県教育委員会等と連携して教育学部の
入学者選抜に地域枠などを第３期中期目標期間
中に導入する。 
（２）研究に関する目標を達成するための措置 
ア 研究水準及び研究の成果等に関する目標を
達成するための措置 
TK15-① 
糖鎖科学研究を基軸とし、比較腫瘍、人獣共

通感染症、新規創薬などの医学・獣医学・薬学
連携研究をはじめとする次世代生命科学研究を
推進し、その研究成果を社会に還元する。 
TK15-② 
環境科学、特に流域圏保全学分野において、

森林・水資源及びこれらに関わる物質動態の管
理方策を提案するための研究を推進し、自然環
境と人間社会の持続性に資する情報を発信す
る。また、岐阜県との連携により流域圏保全や
防災に関する研究を推進し、研究成果を社会に
還元する。 
TK15-③ 
再生可能エネルギーも含めた効率的な長期保

存を視野に入れたエネルギー貯蔵技術及び安定
的活用を発展させる次世代エネルギー研究を推
進し、その成果を社会に還元する。 
TK15-④ 
複合材料など新素材と次世代金型の研究を推

進し、その成果を社会に還元する。 
イ 研究実施体制等に関する目標を達成するた
めの措置 
TK16-① 
糖鎖科学研究を基軸とし、比較腫瘍、人獣共

通感染症、新規創薬などの医学・獣医学・薬学
連携研究をはじめとする次世代生命科学研究を
推進するため、研究拠点を平成29年度までに設
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置する。 
TK16-② 
森林・農地、水環境、流域情報を俯瞰する流

域圏保全学を学際的研究分野とする全国的な研
究拠点として強化する。 
TK16-③ 
複合材料など新素材の研究と次世代金型の研

究を行うものづくり拠点として、次世代金型技
術研究センターを平成28年度に設置する。 
TK16-④ 
各研究拠点における研究推進体制を強化する

ため、研究推進支援人材を研究推進・社会連携
機構に配置する。 
TK17-① 
大学全体の研究レベルを上げるため、ＩＲ分

析を踏まえ、リサーチ・アドミニストレーター
（ＵＲＡ）による個々の教員に適した支援や助
言を含め全学的な研究支援を行うことにより、
学術論文公表数を令和３年度までに平成27年度
比で５％以上向上させる。 
（３）社会との連携や社会貢献及び地域を志向
した教育・研究に関する目標を達成するための
措置 
TK18-① 
「次世代地域リーダー育成プログラム」を実

践し、地域を知り、地域の課題を見つけ、地域
の課題解決に向けて行動する「地域リテラシー」
を習得した「地域志向人材」を平成29年度以降、
毎年20名以上、社会に送り出す。 
TK18-② 
地域の課題発掘及び地域の課題解決に取り組

むため、多様な人々が集う「場」としてのフュ
ーチャーセンターの運用等を行う。 
TK18-③ 
地域の課題解決に取り組むため、地域ニーズ

を踏まえた学際的研究など地域志向研究活動を
推進する。 
TK18-④ 
「地」×「知」の拠点として継続的・発展的に

事業が推進できる体制を構築するため、地域協
学センター専任教員を複数名配置するなど学内
資源の再配分を行う。 
TK19-① 
地域コミュニティの再生や地域産業の活性

化、人口流出抑制・地元定着率向上に向けた地
域活性化・振興策についての教育・研究を実施
する。 
TK19-② 
広く地域の要請と期待に応え、地域が抱える

諸問題に適確に対応するため、「岐阜大学地域
戦略ビジョン」を平成28年度に策定し、実行す
る。 
TK20-① 
岐阜県中央家畜保健衛生所と協働して産業動

物の衛生学を中心とした実践的獣医学教育プロ
グラム（産業動物衛生管理総合教育）を実施す
る。 
TK20-② 
清流の国ぎふ防災・減災センターと協働して

岐阜県に特有の自然災害に関する防災・減災の
ための調査研究並びに地域における防災リーダ
ー育成事業を実施する。 
TK21-① 
産学連携に関する広報活動等の拡充を通じて

共同研究を推進し、第３期中期目標期間中の共
同研究契約総額を第２期中期目標期間の総額比
で15％以上増加させる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



14 

番
号 

法人名 
変更
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

TK21-② 
地域産業界のニーズに応える研究活動を推進

するとともに、研究成果の権利化を進め、第３
期中期目標期間中の特許出願件数を第２期中期
目標期間の件数比で10％以上増加させる。 
TK21-③ 
自治体及び金融機関と連携し、地域の特徴を

活かしたプロジェクトを創出するなど、地域産
業の振興を支援する。 
（４）その他の目標を達成するための措置 
ア グローバル化に関する目標を達成するため
の措置 
TK22-① 
大学の国際化を推進するため、複数の協定大

学への海外共同実験室の設置・活用やダブル・
ディグリープログラムを推進するとともに、令
和元年度を目途にジョイント・ディグリープロ
グラム（以下「ＪＤＰ」という。）を整備し実施
する。 
TK22-② 
海外高等教育機関との連携ネットワークの強

化、インターンシップの推進、教育研究活動へ
の適切な参画モデルの策定等により、外国人留
学生の修学・就職支援を強化する。 
TK22-③ 
日本人学生の短期海外研修制度の活用や海外

留学モデルの構築等により、日本人学生の海外
留学生数及び派遣学生数を第３期中期目標期間
中に延べ500名以上にする。 
TK22-④ 
教員の海外研修及び海外留学を推進するととも
に、事務職員を対象とした海外実務研修制度を
整備する。 
TK22-⑤ 
地域企業のグローカル化に関するニーズ等を

踏まえ、本学の国際化活動に関してＩＲ分析を
行い、地域社会のグローカル化支援に活用する。 
TK22-⑥ 
応用生物科学研究科及び工学研究科における

秋入学を活用した英語による教育コースの点
検・改善及び地域科学部における国際教養コー
スの設置等により、日本人・留学生の混在型教
育を実施する。 
イ 附属病院に関する目標を達成するための措
置 
TK23-① 
地域連携の基盤に立ち、先進・高度医療、難

治性疾患等の拠点病院機能を強化するとともに
５疾病５事業（５疾病：がん、脳卒中、急性心
筋梗塞、糖尿病、精神疾患、５事業：救急医療、
災害時における医療、へき地の医療、周産期医
療、小児救急医療を含む小児医療）に関して更
なる先進的な医療が行えるよう機能を強化す
る。 
TK24-① 
診療参加型臨床実習及び初期臨床研修による

卒前から卒後臨床研修までの一体的な教育体制
を強化するとともに、地域連携プログラムを利
用し、自治体等と連携して、地域医療を担う人
材を育成する。 
TK25-① 
先端医療・臨床研究推進センターの運営基盤

を整備するとともに、近隣の医療系大学との共
同研究や中部先端医療開発円環コンソーシアム
における他の大学附属病院等との協力体制を活
かし、先進的な臨床研究の推進及び医療技術の
開発を行う。 
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１ 教育に関する目標を達成するための措置 
（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標
を達成するための措置 
 
Ｋ１ 一体的に策定した学士課程教育の3つの
方針（学位授与、教育課程編成・実施、入学者
受入の方針）に基づき、教学マネジメント・シ
ステムの確立（教育基盤連携機構（仮称）の設
置）、学部教育の国際標準化の推進（コースナ
ンバリングシステムの整備、成績評価（GPA）の
見直し等）、教養教育の改革等により、学部の
教養・専門教育をさらに充実させる。 
 
 
Ｋ２ 一体的に策定した大学院課程教育の3つ
の方針に基づき、大学院の国際標準化の推進（大
学院授業シラバスの日英併記化、コースナンバ
リングシステムの整備）、大学院共通科目の拡
充、産学共創の人材育成プログラムの開発・実
施、専門分野の枠を超えた教育・研究指導、ト
ランスファラブル・スキル教育等により、大学
院の教育内容をさらに充実させる。国際連携専
攻（ジョイント・ディグリープログラム）の拡

TK26-① 
多角的な経営分析に基づく迅速な経営判断を

行うため、病院長経営戦略室に経営課題毎のプ
ロジェクトチームを設置し検討を行う。また、
その検討結果に基づき、コスト削減等の経営改
善を行い、経営基盤を強化する。 
TK27-① 
院内各部署の災害時の病院機能の継続（ＢＣ

Ｐ）を一元化して、方針・計画を発展的に見直
すとともに、実施及び運用等の取組フローを整
備し、継続的な改善により不足している点につ
いての対応策を構築する。また、地域医療機関
等との連携を強化し、県の災害基幹病院として
求められる役割を遂行する。 
ウ 附属学校に関する目標を達成するための措
置 
TK28-① 
学校現場が抱える教育課題の解決に寄与する

ため、附属学校の教育目標のもとに各教科や特
別活動等の教材と指導方法を開発し、その成果
を岐阜県小・中学校教科研究部会や地域の学校
等に還元するとともに、教育学部・教育学研究
科の教育・研究に反映する。 
TK28-② 
教育学部・研究科の協力の下、ＩＣＴの活用

やグループワークを通してアクティブ・ラーニ
ングを推進するとともに、その教育成果を学部
教育、大学院教育に還元する。 
TK29-① 
教育学部が取り組んでいる理論と実践の往還

型学修（ＡＣＴプラン）を更に強化するため、
１年生を対象とした観察実習（トライアル）と
３年生を対象とした教育実習（プラクティス）
の教育効果を検証し、新たな時代に対応した教
育実習の指導体制を整備する。 
TK29-② 
教育学部・教育学研究科の教員の実践的指導力
を高めるため、附属学校における授業観察、教
材開発、授業実践等の受入体制を整備すること
により、学校現場における同学部・研究科教員
の指導経験の割合を令和３年度までに 80％以
上とする。 
３ 名古屋大学に関する目標を達成するための
措置 
（１）教育に関する目標を達成するための措置 
ア 教育内容及び教育の成果等に関する目標を
達成するための措置 
TK30-① 
指定国立大学構想に基づき、一体的に策定し

た学士課程教育の3つの方針（学位授与、教育課
程編成・実施、入学者受入の方針）に基づき、
教学マネジメント・システムの確立（教育基盤
連携本部の設置）、学部教育の国際標準化の推
進（コースナンバリングシステムの整備、成績
評価（GPA）の見直し等）、教養教育の改革等に
より、学部の教養・専門教育をさらに充実させ
る。 
TK30-② 
指定国立大学構想に基づき、一体的に策定し

た大学院課程教育の3つの方針に基づき、大学院
の国際標準化の推進（大学院授業シラバスの日
英併記化、コースナンバリングシステムの整
備）、大学院共通科目の拡充、産学共創の人材
育成プログラムの開発・実施、専門分野の枠を
超えた教育・研究指導、トランスファラブル・
スキル教育等により、大学院の教育内容をさら
に充実させる。国際連携専攻（ＪＤＰ）の拡充
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充等により大学院教育の国際通用性を高める。
ITbM（トランスフォーマティブ生命分子研究所）
等で行われている最先端研究と一体化した博士
課程教育プログラムを提供し、優秀な人材を集
める。 
 
Ｋ３ 外国語による授業科目数の増加（全体の
20％以上）、日本語コースの拡充、リメディア
ル教育の充実、履修証明プログラム等の推進に
より、留学生や社会人を含めた多様な学生にと
って学びやすい環境を整備する。 
 
（２）教育の実施体制等に関する目標を達成す
るための措置 
 
Ｋ４  アカデミック・ライティング教育部門の
強化、FD・SDの継続的実施、柔軟な学事暦の導
入、外国人教員の増員等、全学の教育基盤を整
備し、教養教育院・学部・研究科の教育機能を
充実させる。さらに、博士課程教育リーディン
グプログラムの成果を取り込み、専門分野の枠
を超えた教育・研究指導、トランスファラブル・
スキル教育等を推進するため、博士課程教育推
進機構を設置する。 
 
Ｋ５ グローバル教育活動を展開するため、ア
ジア地域を中心とした海外オフィスを活用した
派遣プログラムの充実や海外協定校との教育的
な相互連携を強化し、学内の国際教育に関する
体制を充実させる。 
（３）学生への支援に関する目標を達成するた
めの措置 
 
Ｋ６ 学業・進路等の大学の事情に通じたメン
タルヘルス相談員の増員、学生の海外渡航の支
援、就活サポーター（ピアサポート活動）経験
者等社会で活躍している卒業生のネットワーク
の強化等による情報収集・提供及び相談体制の
充実、課外活動に係る環境・施設・設備の改善・
充実等に取り組む。 
 
 
Ｋ７ 優秀な学生が学業に専念できる環境を整
えるために奨学金等の経済的支援を行う。また、
総長顕彰・学術奨励賞等により、優秀な学生の
学業と研究を奨励する。学生の博士課程後期課
程への進学を支援するため、特定基金を活用し
た奨学金、企業等との組織的連携による大学院
生（博士課程後期課程）雇用等の制度を構築す
る。 
Ｋ８ 留学生、障がいのある学生には、留学生
宿舎の整備及びキャンパスのユニバーサルデザ
インによる環境整備を行う。経済的困難を抱え
た学生には、授業料減免等によるサポートを行
う。 
（４）入学者選抜に関する目標を達成するため
の措置 
 
Ｋ９ 学士課程教育の3つの方針（学位授与、教
育課程編成・実施、入学者受入の方針）に基づ
くシームレスな教学マネジメント・システムの
構築（教育基盤連携機構（仮称）の設置）とと
もに、アドミッションセンターの設置、多面的・
総合的評価方法の開発・実施、英語外部試験の
活用等の入学者選抜改革により、高大接続改革
に取り組む。 
 

等により大学院教育の国際通用性を高める。
ITbM（トランスフォーマティブ生命分子研究所）
等で行われている最先端研究と一体化した博士
課程教育プログラムを提供し、優秀な人材を集
める。 
TK30-③ 
指定国立大学構想に基づき、外国語による授

業科目数の増加（全体の20％以上）、日本語コ
ースの拡充、リメディアル教育の充実、履修証
明プログラム等の推進により、留学生や社会人
を含めた多様な学生にとって学びやすい環境を
整備する。 
イ 教育の実施体制等に関する目標を達成する
ための措置 
TK31-① 
指定国立大学構想に基づき、アカデミック・

ライティング教育部門の強化、FD・SDの継続的
実施、柔軟な学事暦の導入、外国人教員の増員
等、全学の教育基盤を整備し、教養教育院・学
部・研究科の教育機能を充実させる。さらに、
博士課程教育リーディングプログラムの成果を
取り込み、専門分野の枠を超えた教育・研究指
導、トランスファラブル・スキル教育等を推進
するため、博士課程教育推進機構を設置する。 
TK31-② 
指定国立大学構想に基づき、グローバル教育

活動を展開するため、アジア地域を中心とした
海外オフィスを活用した派遣プログラムの充実
や海外協定校との教育的な相互連携を強化し、
学内の国際教育に関する体制を充実させる。 
ウ 学生への支援に関する目標を達成するため
の措置 
TK32-① 
指定国立大学構想に基づき、学業・進路等の

大学の事情に通じたメンタルヘルス相談員の増
員、学生の海外渡航の支援、就活サポーター（ピ
アサポート活動）経験者等社会で活躍している
卒業生のネットワークの強化等による情報収
集・提供及び相談体制の充実、課外活動に係る
環境・施設・設備の改善・充実等に取り組む。 
TK32-② 
指定国立大学構想に基づき、優秀な学生が学

業に専念できる環境を整えるために奨学金等の
経済的支援を行う。また、総長顕彰・学術奨励
賞等により、優秀な学生の学業と研究を奨励す
る。学生の博士課程後期課程への進学を支援す
るため、特定基金を活用した奨学金、企業等と
の組織的連携による大学院生（博士課程後期課
程）雇用等の制度を構築する。 
TK32-③ 
指定国立大学構想に基づき、留学生、障がい

のある学生には、留学生宿舎の整備及びキャン
パスのユニバーサルデザインによる環境整備を
行う。経済的困難を抱えた学生には、授業料減
免等によるサポートを行う。 
エ 入学者選抜に関する目標を達成するための
措置 
TK33-① 
 指定国立大学構想に基づき、学士課程教育の
3つの方針（学位授与、教育課程編成・実施、入
学者受入の方針）に基づくシームレスな教学マ
ネジメント・システムの構築（教育基盤連携本
部の設置）とともに、アドミッションセンター
の設置、多面的・総合的評価方法の開発・実施、
英語外部試験の活用等の入学者選抜改革によ
り、高大接続改革に取り組む。 
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Ｋ10  海外拠点等を活用し、海外の中等教育機
関との連携を強化し、優秀な留学生の確保がで
きるよう、推薦制度の導入など選抜方法等の改
善に取り組む。 
２ 研究に関する目標を達成するための措置 
（１）研究水準、成果及び実施体制等に関する
目標を達成するための措置 
 
Ｋ11 「世界トップレベル研究拠点プログラ
ム」、「革新的イノベーション創出プログラム」
及び「研究大学強化促進事業」等の推進により、
世界トップレベルの基盤的研究を強化するとと
もに、分野横断型研究・国際共同研究・総合的
研究を担う国際的・独創的な研究拠点を形成す
る。 
 
Ｋ12 世界最先端研究拠点を目指すWPI-Next 
プロジェクト（学内WPI）の拡大（5ユニット以
上に拡大）、名古屋大学若手育成プログラム
（Young Leaders Cultivation Program（YLC））
の拡大（40名程度に拡大）、名古屋大学テニュ
ア・トラック制度、若手新分野創成研究ユニッ
トの拡大（10ユニット程度に拡大）等、優れた
若手研究者の雇用及び育成のための制度・環境
整備を行う。 
 
Ｋ13 国内外の先進的研究機関との連携を推進
し、共同利用・共同研究拠点である「宇宙地球
環境研究所」、「未来材料・システム研究所」、
「情報基盤センター」を含む研究所・センター
等の組織・機能と活動を強化するため、優れた
外国人教員を雇用し、研究施設・設備を充実さ
せ、全国の研究者のニーズを反映した共同利用・
共同研究を促進する。 
特に、窒化ガリウム（GaN）パワー半導体の早期
実用化に向けて、「未来エレクトロニクス集積
研究センター」及び同センターを拠点とするオ
ールジャパン体制「GaN研究コンソーシアム」を
構築・活用した研究開発を促進する。 
 
Ｋ14 国際的な研究拠点としての充実を図るた
め、外部研究資金獲得申請支援、知財・技術移
転管理、リスク管理、人材育成支援、研究開発
マネジメント等を通じて研究活動を活性化させ
る体制を強化する。また、先端的学術成果を、
名古屋大学ウェブサイト、オープンレクチャー・
名古屋大学レクチャー・高等研究院レクチャー、
記者会見等を通して、積極的・効果的に国内外
へ発信する体制を強化するとともに、さらに国
際会議支援等を実施する。 
 
３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向し
た教育・研究に関する目標を達成するための措
置 
 
Ｋ15 世界有数の産業集積地に位置するという
特色を活かして、「未来社会創造機構」等を基
盤として、産学協同研究講座・部門数の増加（37
に増）、産学官共創によるイノベーション・エ
コシステムの創出（コンソーシアム等）、指定
共同研究制度による共同研究の促進等、国内外
の産学官連携・大学間連携を推進し、オープン
イノベーションを実践する（2分野以上のオープ
ンイノベーション拠点を創出）。また、これら
を通じて産業界との連携を深めることで企業等
からの外部資金を増やす。アントレプレナー教

TK33-② 
海外拠点等を活用し、海外の中等教育機関との
連携を強化し、優秀な留学生の確保ができるよ
う、推薦制度の導入など選抜方法等の改善に取
り組む。 
（２）研究に関する目標を達成するための措置 
ア 研究水準、成果及び実施体制等に関する目
標を達成するための措置 
TK34-① 
 指定国立大学構想に基づき、「世界トップレ
ベル研究拠点プログラム」、「革新的イノベー
ション創出プログラム」及び「研究大学強化促
進事業」等の推進により、世界トップレベルの
基盤的研究を強化するとともに、分野横断型研
究・国際共同研究・総合的研究を担う国際的・
独創的な研究拠点を形成する。 
TK34-② 
 指定国立大学構想に基づき、世界最先端研究
拠点を目指すWPI-Next プロジェクト（学内WPI）
の拡大（5ユニット以上に拡大）、名古屋大学若
手育成プログラム（Young Leaders Cultivation 
Program（YLC））の拡大（40名程度に拡大）、名
古屋大学テニュア・トラック制度、若手新分野
創成研究ユニットの拡大（10ユニット程度に拡
大）等、優れた若手研究者の雇用及び育成のた
めの制度・環境整備を行う。 
TK34-③ 
 指定国立大学構想に基づき、国内外の先進的
研究機関との連携を推進し、共同利用・共同研
究拠点である「宇宙地球環境研究所」、「未来
材料・システム研究所」、「情報基盤センター」
を含む研究所・センター等の組織・機能と活動
を強化するため、優れた外国人教員を雇用し、
研究施設・設備を充実させ、全国の研究者のニ
ーズを反映した共同利用・共同研究を促進する。 
特に、窒化ガリウム（GaN）パワー半導体の早期
実用化に向けて、「未来エレクトロニクス集積
研究センター」及び同センターを拠点とするオ
ールジャパン体制「GaNコンソーシアム」を活用
した研究開発を促進する。 
TK34-④ 
 指定国立大学構想に基づき、国際的な研究拠
点としての充実を図るため、外部研究資金獲得
申請支援、知財・技術移転管理、リスク管理、
人材育成支援、研究開発マネジメント等を通じ
て研究活動を活性化させる体制を強化する。ま
た、先端的学術成果を、名古屋大学ウェブサイ
ト、オープンレクチャー・名古屋大学レクチャ
ー・高等研究院レクチャー、記者会見等を通し
て、積極的・効果的に国内外へ発信する体制を
強化するとともに、さらに国際会議支援等を実
施する。 
（３）社会との連携や社会貢献及び地域を志向
した教育・研究に関する目標を達成するための
措置 
TK35-① 
 指定国立大学構想に基づき、世界有数の産業
集積地に位置するという特色を活かして、「未
来社会創造機構」等を基盤として、産学協同研
究講座・部門数の増加（37に増）、産学官共創
によるイノベーション・エコシステムの創出（コ
ンソーシアム等）、指定共同研究制度による共
同研究の促進等、国内外の産学官連携・大学間
連携を推進し、オープンイノベーションを実践
する（2分野以上のオープンイノベーション拠点
を創出）。また、これらを通じて産業界との連
携を深めることで企業等からの外部資金を増や
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育を充実させるとともに、ベンチャー企業スタ
ートアップファンド・ギャップファンドの設立
と活用を進め、大学発ベンチャー企業の創出を
増加、活性化させる。 
 
 
Ｋ16 自治体・教育機関と協力し、各研究分野
の特性・強みを活かした研究等を通じた地域社
会・教育、行政への協力を通して、教育・文化・
福祉・安全などの向上に貢献する。減災連携研
究センター等を中心として、自治体・他大学等
と協力し、安全・安心な持続的社会形成に貢献
する。 
 
Ｋ17 ホームカミングデイや全学同窓会・海外
同窓会支部・部局同窓会の活動等の多様な機会
を活用して、国内外の卒業生・修了生のコミュ
ニティを通じた社会との連携を深める。 
４ その他の目標を達成するための措置 
（１）グローバル化に関する目標を達成するた
めの措置 
 
Ｋ18 グローバルな教育を推進するため、ジョ
イント・ディグリー制度を含む教育プログラム
等の充実により、外国人留学生の割合増（18％
以上）、単位認定可能なプログラムの充実によ
る海外への留学者数増（650名以上）等の取組を
進める。また、海外拠点等を活用し、東海地域
の大学と連携してグローバル人材の育成に取り
組む。 
 
Ｋ19 世界最高水準の学術活動を国際的に展開
し、主にアジア諸国を対象として教育研究を通
じた国際協力を進める。特に、アジアサテライ
トキャンパス学院を活用し、法制度設計、医療
行政、農林水産行政、社会・経済開発、環境政
策等にかかわる各国の国家中枢人材（年間5名目
標）を対象とした博士課程教育プログラムを実
施する。また、人文・社会科学系を中心とした
新たな全学組織「アジア共創教育研究機構」を
設置し、現代社会が直面する課題に関する分野
融合的な研究・人材育成を推進する。 
 
 
Ｋ20 国内外での研修を通じた職員の外国語能
力と国際感覚の向上、国外での職務経験のある
職員の活用等により、業務運営における国際化
を進める。 
（２）学術の基盤に関する目標を達成するため
の措置 
 
Ｋ21 情報セキュリティを確保した次期学術ネ
ットワークへの対応等の学術情報基盤・サービ
スを充実させる。 
 
Ｋ22 電子ジャーナル等の電子情報資源の整
備、アクティブラーニングのための利用環境充
実等により、附属図書館の機能と活動を充実さ
せる。展示会・講演会等の開催、保存学術資料
のデジタルデータ化、学外との連携推進等を通
して、博物館の機能と活動を充実させる。 
（３）附属病院に関する目標を達成するための
措置 
 
Ｋ23 評価基準の策定・改善を含め、医療の質
と安全性の持続的向上を図る。 
 

す。アントレプレナー教育を充実させるととも
に、ベンチャー企業スタートアップファンド・
ギャップファンドの設立と活用を進め、大学発
ベンチャー企業の創出を増加、活性化させる。 
 
TK35-② 
 自治体・教育機関と協力し、各研究分野の特
性・強みを活かした研究等を通じた地域社会・
教育、行政への協力を通して、教育・文化・福
祉・安全などの向上に貢献する。減災連携研究
センター等を中心として、自治体・他大学等と
協力し、安全・安心な持続的社会形成に貢献す
る。 
TK35-③ 
 ホームカミングデイや全学同窓会・海外同窓
会支部・部局同窓会の活動等の多様な機会を活
用して、国内外の卒業生・修了生のコミュニテ
ィを通じた社会との連携を深める。 
（４）その他の目標を達成するための措置 
ア グローバル化に関する目標を達成するため
の措置 
TK36-① 
 指定国立大学構想に基づき、グローバルな教
育を推進するため、ＪＤＰを含む教育プログラ
ム等の充実により、外国人留学生の割合増（18％
以上）、単位認定可能なプログラムの充実によ
る海外への留学者数増（650名以上）等の取組を
進める。また、海外拠点等を活用し、東海地域
の大学と連携してグローバル人材の育成に取り
組む。 
TK36-② 
 指定国立大学構想に基づき、世界最高水準の
学術活動を国際的に展開し、主にアジア諸国を
対象として教育研究を通じた国際協力を進め
る。特に、アジアサテライトキャンパス学院を
活用し、法制度設計、医療行政、農林水産行政、
社会・経済開発、環境政策等にかかわる各国の
国家中枢人材（年間5名目標）を対象とした博士
課程教育プログラムを実施する。また、人文・
社会科学系を中心とした新たな全学組織「アジ
ア共創教育研究機構」を設置し、現代社会が直
面する課題に関する分野融合的な研究・人材育
成を推進する。 
TK36-③ 
国内外での研修を通じた職員の外国語能力と国
際感覚の向上、国外での職務経験のある職員の
活用等により、業務運営における国際化を進め
る。 
イ 学術の基盤に関する目標を達成するための
措置 
TK37-① 
 情報セキュリティを確保した次期学術ネット
ワークへの対応等の学術情報基盤・サービスを
充実させる。 
TK37-② 
 電子ジャーナル等の電子情報資源の整備、ア
クティブ・ラーニングのための利用環境充実等
により、附属図書館の機能と活動を充実させる。
展示会・講演会等の開催、保存学術資料のデジ
タルデータ化、学外との連携推進等を通して、
博物館の機能と活動を充実させる。 
ウ 附属病院に関する目標を達成するための措
置 
TK38-① 
 評価基準の策定・改善を含め、医療の質と安
全性の持続的向上を図る。 
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Ｋ24 卒後研修プログラム整備等により、多様
な医療専門職の育成・自己研鑽支援に取り組む。 
 
Ｋ25 ICT技術を活用するなど、次世代を見据え
た地域医療連携を推進する。 
 
Ｋ26 高度で先端的な医療を実現するために、
施設の整備や機能強化を進める。 
 
Ｋ27 革新的医療技術創出拠点として最先端臨
床研究を推進する。 
 
Ｋ28 最先端臨床研究を行える人材を育成す
る。 
（４）附属学校に関する目標を達成するための
措置 
 
Ｋ29 スーパーグローバルハイスクール（SGH）
の指定を踏まえて、先導的・実験的な教育プロ
グラムや教材の開発を進める。 
 
Ｋ30 附属学校と学部・研究科等との連携を強
化し、高大接続研究や国際化を推進する。 
 
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を
達成するためにとるべき措置 
１ 組織運営の改善に関する目標を達成するた
めの措置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｋ31 的確かつ迅速な意思決定システムの構築
に向けて、教育研究評議会のあり方等を見直す
とともに、企画機能を強化し、継続的・組織的
な情報の収集・分析に基づく施策の企画・立案、
予算・ポスト等の学内資源の戦略的再配分等を
行う。また、部局長の任期及び選出法を見直す。
さらに、大学経営人材の育成のため、大学運営
の知見の体系化を進め、研修ワークショップ等
を開催する。 
 
Ｋ32 年俸制・クロスアポイントメント制度の
活用等の人事・給与制度の弾力化、名古屋大学
若手育成（YLC）プログラム、テニュア・トラッ
ク制度、女性の研究リーダー（プリンシパル・
インベスティゲイター）採用・育成等により、
多様な人材を確保する。特に外国人教員数の増
加（対25年度比倍増）及び若手教員の確保、並
びに女性教員の割合増加（教員全体の20％目

TK38-② 
 卒後研修プログラム整備等により、多様な医
療専門職の育成・自己研鑽支援に取り組む。 
TK38-③ 
 ICT技術を活用するなど、次世代を見据えた地
域医療連携を推進する。 
TK38-④ 
 高度で先端的な医療を実現するために、施設
の整備や機能強化を進める。 
TK39-① 
革新的医療技術創出拠点として最先端臨床研究
を推進する。 
TK39-② 
 最先端臨床研究を行える人材を育成する。 
 
エ 附属学校に関する目標を達成するための措
置 
TK40-① 
 スーパーグローバルハイスクール（SGH）の指
定を踏まえて、先導的・実験的な教育プログラ
ムや教材の開発を進める。 
TK40-② 
 附属学校と学部・研究科等との連携を強化し、
高大接続研究や国際化を推進する。 
 
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を
達成するためにとるべき措置 
１ 組織運営の改善に関する目標を達成するた
めの措置 
TK41-① 
適切なガバナンスの確立、両大学の教育研究

等の機能強化等を図るため、組織運営体制を構
築する。併せて、監事がその期待される役割を
果たすことができる体制を構築する。 
TK41-② 
一体的かつ戦略的に統括して推進する体制を

構築し、知の中核拠点整備、各大学を越えてマ
ネジメントを行うべき事項について、経営協議
会の外部委員等の意見を活用しながら確実に推
進する。 
TK41-③ 
優秀な若手研究者や女性・外国人・障がい者

等の多様な人材を確保するため、人事給与マネ
ジメント改革を促進する。 
TK41-④ 
意欲と能力のある教育職員がより高いパフォ

ーマンスを発揮することができる評価システム
を整備し、適切に運用する。 
TK41-⑤ 
 指定国立大学構想に基づき、名古屋大学にお
いては、的確かつ迅速な意思決定システムの構
築に向けて、教育研究評議会の在り方等を見直
すとともに、ＩＲの充実や部局長の任期を超え
て持続する部局の中長期的なビジョンの策定等
により、施策の企画・立案、予算・ポスト等の
学内資源の戦略的再配分等を行う。さらに、大
学経営人材の育成のため、大学運営の知見の体
系化を進め、研修ワークショップ等を開催する。 
TK41-⑥ 
 指定国立大学構想に基づき、名古屋大学にお
いては、年俸制・クロスアポイントメント制度
の活用等の人事・給与制度の弾力化、名古屋大
学若手育成（YLC）プログラム、テニュア・トラ
ック制度、女性の研究リーダー（プリンシパル・
インベスティゲイター）採用・育成等により、
多様な人材を確保する。特に外国人教員数の増
加（対25年度比倍増）及び若手教員の確保、並
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標）、女性管理職の登用推進及び男女共同参画
推進拠点設立等、男女共同参画を推進する。 
 
Ｋ33 ガバナンス等について検証・評価を行い、
学外との連携の強化、国際的視点からの評価及
び監査機能の充実によって必要な運営改善に取
り組む。 
２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成
するための措置 
 
Ｋ34 総長のリーダーシップの下、部局や各組
織の果たすべき役割や機能の必要性を戦略的に
判断し、教育研究組織の再編成に取り組む。 
産業集積地に位置する基幹総合大学として、グ
ローバリゼーション・知識基盤社会に対応した
人材育成を図るなど、本学の強み・特色を活か
して教育研究機能を強化し、学内資源の再配分
により、工学系・情報系・人文社会系の教育研
究組織の設置・再編を行う。 
 
Ｋ35 優秀な学生の計画的受入れ・派遣を通じ
て国際的視野をもった人材を育成するため、ジ
ョイント・ディグリーをはじめとする国外の研
究大学との共同教育プログラムを実施する国際
連携専攻の設置を進める。 
 
３ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達
成するための措置 
 
 
 
 
 
 
Ｋ36 職員人材育成プラン（仮称）等に基づく
職員の育成や能力開発・向上に取り組む。また、
特定分野の専門職やグローバル人材を採用・育
成する。教職協働を通じた職員の組織運営への
参画や横断的課題への取組を強化する。 
 
 
 
Ｋ37 教育研究及び業務運営の円滑な遂行のた
め、業務のシステム化、他大学との事務連携・
事務共同実施、エビデンスに基づく全学的又は
部署別に抽出された課題についての「CAP・Do」
（業務改善計画の策定と実施）等、業務の点検・
見直し・改善を行う。 
 
 
Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するた
めにとるべき措置 
１ 安定した財務基盤の維持に関する目標を達
成するための措置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｋ41 一般管理費等の経費を抑制するために、

びに女性教員の割合増加（教員全体の20％目
標）、女性管理職の登用推進及び男女共同参画
推進拠点設立等、男女共同参画を推進する。 
（削除）（TK41-①へ反映） 
 
 
 
２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成
するための措置 
TK42-① 
 東海機構の基本的目標に沿って、各大学の強
みを戦略的に判断し、組織の編成に取り組む。 
また、中長期的な視野から人事戦略を策定し、
各大学において教員人事が自律的かつ適切に
実施されるよう、対話・調整の仕組みを設ける。 
 
 
 
 
TK42-② 
指定国立大学構想に基づき、名古屋大学にお

いては、優秀な学生の計画的受入れ・派遣を通
じて国際的視野をもった人材を育成するため、
ＪＤＰをはじめとする国外の研究大学との共同
教育プログラムを実施する国際連携専攻の設置
を進める。 
３ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達
成するための措置 
TK43-① 
適切な戦略策定、ガバナンスの確保及び支援

のため、事務組織を整備する。その際、業務プ
ロセスや各大学の既存組織を見直し、効率的に
業務を遂行する。 
TK43-② 
国内外の大学・研究機関との幅広い連携を大

学群として戦略的に展開するため、職員の育成
や能力開発・向上に取り組む。また、特定分野
の専門職やグローバル人材等多様な人材を採
用・育成する。教職協働を通じた、職員の組織
運営への参画や横断的課題への取組を強化す
る。 
TK43-③ 
教育研究及び業務運営の円滑な遂行のため、

両大学における業務関係システムの運用管理の
一元化、ＩＣＴの活用等による事務処理の効率
化を行う。 
 
 
 
 
Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するた
めにとるべき措置 
１ 安定した財務基盤の維持に関する目標を達
成するための措置 
TK44-① 
各大学における産学連携マネジメント等のノ

ウハウとリソースのシェアリングや、東海機構
として地域の他のセクターとの強い連携関係を
構築し、大学群を核とした人材・知識と資金の
好循環の実現を図る。【一部再掲】 
TK44-② 
設備マスタープランを策定し、設備・機器の

計画的な整備・充実並びに施設・スペースの効
果的な運用を進めるための仕組みを構築する。
【一部再掲】 
TK44-③ 
財務情報分析に基づいた経営戦略の立案を行
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新財務会計システムの導入、入学料・入学検定
料等のウェブ決裁システムの導入、検収センタ
ー集約化の検討等の業務見直しと運営効率化を
行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｋ40 病床再編、集中治療室の増床、手術室の
増室等の病院機能強化による収入確保に取り組
む。 
 
Ｋ38 研究マネジメント人材（ユニバーシティ・
リサーチ・アドミニストレーター）の配置、研
究資金申請アドバイス制度等の研究支援を強化
し、科研費・受託研究費等、外部研究資金の獲
得に積極的に取り組む。 
 
 
Ｋ39 知財収入、寄附金収入等、多様な収入源
を確保する。また、名古屋大学基金残高を100億
円以上にすることを目指し、Development 
Officeを設置するなどファンドレイジングの機
能を強化する。 
 
 
Ｋ42 共同設備・機器のデータベース及び予約
システム構築、施設・スペースの有効活用、寄
附金等の長期運用可能な資金の安全かつ有利な
運用、大学間事務連携による共同資金運用等に
より、資産の効率的な運用を進める。 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の
提供に関する目標を達成するためにとるべき措
置 
１ 評価の充実に関する目標を達成するための
措置 
 
 
 
 
 
Ｋ43 国立大学法人評価、大学機関別・法科大
学院認証評価、「スーパーグローバル大学創成
支援」事業の中間評価等の機会も活用し、全学
及び部局単位の自己点検・評価を継続的・定期
的に実施し、的確な改善を行う。 
Ｋ44 全学及び部局単位の自己点検・評価を基
に外部評価等を実施し、的確な改善を行う。 
 
２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標
を達成するための措置 
 
Ｋ45 中期目標期間中の自己点検、大学機関別・

う。併せて、両大学における業務関係システム
の運用管理の一元化、ＩＣＴの活用等による事
務処理の効率化など東海機構としてのリソース
を効果的に活用し合理化を進め、東海機構設立
前（令和元年度）における国立大学法人岐阜大
学及び国立大学法人名古屋大学の業務費の合計
額に対する一般管理費の合計額の比率を基準と
して、第３期中期目標期間終了時における業務
費に対する一般管理費の比率がその基準を下回
るように抑制する。【一部再掲】 
TK44-④ 
科研費・受託研究費等、外部研究資金の獲得

や知財収入、寄附金収入等、多様な収入源の確
保のため、支援体制を整備・充実させる。 
TK44-⑤ 
各大学においては、病床再編、集中治療室の

増床、手術室の増室等の病院機能強化による収
入確保に取り組む。 
TK44-⑥ 
指定国立大学構想に基づき、名古屋大学にお

いては、研究マネジメント人材（ユニバーシテ
ィ・リサーチ・アドミニストレーター）の配置、
研究資金申請アドバイス制度等の研究支援を強
化し、科研費・受託研究費等、外部研究資金の
獲得に積極的に取り組む。 
TK44-⑦ 
指定国立大学構想に基づき、名古屋大学にお

いては、知財収入、寄附金収入等、多様な収入
源を確保する。また、名古屋大学基金残高を100
億円以上にすることを目指し、Development 
Officeを設置するなどファンドレイジングの機
能を強化する。 
TK44-⑧ 
指定国立大学構想に基づき、名古屋大学にお

いては、共同設備・機器のデータベース及び予
約システム構築、施設・スペースの有効活用、
寄附金等の長期運用可能な資金の安全かつ有利
な運用等により、資産の効率的な運用を進める。 
TK44-⑨ 
岐阜大学においては、必要となる獣医師を確

保するとともに大型診療機器を計画的に更新す
るなど、中部地域における高度先進獣医療を提
供する中核動物医療施設としての機能を強化す
るため、附属動物病院の自己収入を増加させる。 
 
Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の
提供に関する目標を達成するためにとるべき措
置 
１ 評価の充実に関する目標を達成するための
措置 
TK45-① 
経営戦略策定等に資するため、ＩＲ機能を強

化し、各大学における保有データや分析結果を
一元的に把握できる体制を整備する。 
TK45-② 
国立大学法人評価、大学機関別認証評価等も

活用し、東海機構、各大学及び部局単位の自己
点検・評価を継続的・定期的に実施し、的確な
改善を行う。 
 
（削除）（TK45-②に統合） 
 
 
２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標
を達成するための措置 
TK46-① 
中期目標期間中の自己点検、大学機関別認証
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法科大学院認証評価に向けた自己点検、「スー
パーグローバル大学創成支援」事業の中間自己
点検等の結果、財務レポート、環境報告書等、
大学運営に関する情報発信を進める。 
 
Ｋ46 多様なメディア、大学ポートレート等を
活用し、教育・研究活動に関わる情報を国内外
へ積極的に発信する。 
 
Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成す
るためにとるべき措置  
１ 施設・設備の整備・活動、安全管理等に関
する目標を達成するための措置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｋ47 「キャンパスマスタープラン2016」の点
検・評価、「キャンパスマスタープラン2022」
への改訂を進め、プランに基づき、スペースマ
ネージメントを含む「総合的な中長期施設マネ
ジメント計画」の策定や二酸化炭素排出量の
25％削減（2021年。2005年比）、既存施設の弾力
的な運用・再配分等を推進し、国の財政状況等
を踏まえて教育研究環境の整備を進める。 
また、PFI事業により、地域連携グローバル人材
育成拠点施設の整備を進める。 
Ｋ48 安全・安心に配慮した教育研究環境を整
備し、リスクマネジメントを推進する。 
 
２ 法令遵守等に関する目標を達成するための
措置 
 
 
Ｋ49 公的研究費の使用・情報セキュリティに
係るe-Learning研修、研究倫理等に係る大学院
共通科目等の開講、論文剽窃防止策、ソフトウ
ェア資産管理（SAM）、実験等の適切な実施にか
かる年次講習等を含めて、法令遵守等に関する
啓発活動と、学生を含めた情報セキュリティ（個
人情報漏えい防止等）の確保、研究不正の防止、
研究費不正使用の防止に関する対策を行う（日
英2ヶ国語対応を含む）。 
 
 
Ｋ50 中期内部監査計画（前・後期）、年次内
部監査計画等に基づき、法令遵守等の状況を定
期的に点検する。会計検査院等の外部監査結果
に基づく指摘等の対応状況を点検する。 
３ 新しいマルチ・キャンパスシステムの形成
に関する目標を達成するための措置 
 
Ｋ51 新たなマルチ・キャンパスシステムの構
築に向けた広域的・広範な協議を開始する。 
 
 
Ｋ52 他大学との教育の相互乗り入れ、相互の
リソースを活かした教育研究、共同研究拠点の

評価に向けた自己点検等の結果、財務レポート、
環境報告書等、法人及び大学運営に関する情報
発信を進める。 
 
TK46-② 
多様なメディア、大学ポートレート等を活用

し、教育・研究活動に関わる情報を国内外へ積
極的に発信する。 
 
Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成す
るためにとるべき措置  
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達
成するための措置 
 
TK47-① 
各大学におけるキャンパスマスタープランに

基づき、計画的な整備を行う。 
TK47-② 
PFI事業として、岐阜大学においては総合研究

棟施設整備事業を、名古屋大学においては地域
連携グローバル人材育成拠点整備事業を進め
る。 
TK47-③ 
安全・安心で環境に配慮した教育研究環境を

整備し、リスクマネジメントを推進する。 
TK47-④ 
指定国立大学構想に基づき、名古屋大学にお

いては、「キャンパスマスタープラン2016」に
より、スペースマネージメントを含む「総合的
な中長期施設マネジメント計画」の策定や二酸
化炭素排出量の25％削減（2021年。2005年比）、
既存施設の弾力的な運用・再配分等を推進する。 
 
 
 
 
  （削除）（TK48-③に反映） 
 
 
２ 法令遵守等に関する目標を達成するため
の措置 
 
TK48-① 
法令遵守等に関する啓発活動と、情報セキュリ
ティ（個人情報漏えい防止等）の確保、研究不
正の防止、研究費不正使用の防止に関する対策
を行う。 
 
 
 
 
 
 
TK48-② 
内部監査計画等に基づき、法令遵守等の状況を
定期的に点検する。会計検査院等の外部監査結
果に基づく指摘等の対応状況を点検する。 
 
３ 新しいマルチ・キャンパスシステムの形成
に関する目標を達成するための措置 
TK49-① 
東海地域の他大学・自治体・産業界等広く関係
機関と連携することを目指し、広域的・広範な
協議を開始する。 
TK49-② 
東海地域の他大学との教育の相互乗り入れ、相
互のリソースを活かした教育研究、共同研究拠
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形成等を実施するための検討を進める。 
 
Ⅶ 短期借入金の限度額  
１．短期借入金の限度額 
  7,905,549千円 
 
Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計
画 
１．重要な財産を譲渡する計画 
 
 
 
 
 
 
・蓼科宿泊施設（高原気候医学研究所）の跡地
の全部（長野県茅野市北山 4035 番 31 外１ 
4,474.92 ㎡）を譲渡する。 
・佐久島観測所（全学共用教育研究施設）の跡
地の全部（愛知県西尾市一色町佐久島掛梨 49-
4 985.39 ㎡）を譲渡する。 
・豊川団地（宇宙地球環境研究所・豊川分室）
の土地の一部（愛知県豊川市穂ノ原 3 丁目 13
番地 約 95,000.00 ㎡）を譲渡する。 
・豊川団地（宇宙地球環境研究所・豊川分室）
の土地の一部（愛知県豊川市穂ノ原 3 丁目 13
番地 約 2,200.00 ㎡）を譲渡する。 
・中山町団地（外国人教師用宿泊施設）の跡地
の全部（愛知県名古屋市瑞穂区中山町 5丁目13
番地 1,147.1 ㎡）を譲渡する。 
・高田町団地（外国人教師用宿泊施設）の跡地
の全部（愛知県名古屋市瑞穂区高田町 5丁目 5
番地 489.81 ㎡）を譲渡する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．重要な財産を担保に供する計画 
・附属病院の施設・設備に必要となる経費の長
期借入れに伴い、本学の土地及び建物を担保に
供する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

点の形成等を実施する。 
 
Ⅶ 短期借入金の限度額  
１．短期借入金の限度額 
  10,743,247千円 
 
Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計
画 
１．重要な財産を譲渡する計画 
【岐阜大学】 
・応用生物科学部附属岐阜フィールド科学教
育研究センター位山演習林の土地の一部（岐阜
県下呂市萩原町山之口字曲り木１７９７番１
（２，９９８．４３㎡））を譲渡する。 
【名古屋大学】 
・蓼科宿泊施設（高原気候医学研究所）の跡地
の全部（長野県茅野市北山 4035 番 31 外１ 
4,474.92 ㎡）を譲渡する。 
・佐久島観測所（全学共用教育研究施設）の跡
地の全部（愛知県西尾市一色町佐久島掛梨 49-
4 985.39 ㎡）を譲渡する。 
・豊川団地（宇宙地球環境研究所・豊川分室）
の土地の一部（愛知県豊川市穂ノ原 3 丁目 13
番地 約 95,000.00 ㎡）を譲渡する。 
・豊川団地（宇宙地球環境研究所・豊川分室）
の土地の一部（愛知県豊川市穂ノ原 3 丁目 13
番地 約 2,200.00 ㎡）を譲渡する。 
・中山町団地（外国人教師用宿泊施設）の跡地
の全部（愛知県名古屋市瑞穂区中山町 5丁目 13
番地 1,147.1 ㎡）を譲渡する。 
・高田町団地（外国人教師用宿泊施設）の跡地
の全部（愛知県名古屋市瑞穂区高田町 5丁目 5
番地 489.81 ㎡）を譲渡する。 
・東郷自然観察園の土地の一部（愛知県愛知郡
東郷町大字春木字清水ケ根4126番1外 3,716
㎡）を譲渡する。 
・寄附物件として受入れたライオンズマンシ
ョン八熊通 204 号室の全部（愛知県名古屋市中
川区柳川町 2004 番地 17.15 ㎡（敷地権割合：
697.03 ㎡の 1,898/224,738））を譲渡する。 
 
 
２．重要な財産を担保に供する計画 
・附属病院の施設・設備に必要となる経費の長
期借入れに伴い、法人の所有する土地及び建物
を担保に供する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国立大学法人東海国立
大学機構創設のため 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
東郷自然観察園、ライ
オンズマンション八
熊通 204 号室：次年度
以降に譲渡する計画
があるため 
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Ⅹ  その他 
１ 施設及び設備に関する計画 

施設・設備

の内容 

予定額 

(百万円) 

財 源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・最先端医

療機能強化

拠点病院 

・RI 実験施

設 

・実験研究

棟（工学

系） 

・小規模改

修 他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総額 8,613 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設整備費

補助金

（3,015） 

船舶建造費

補助金（0） 

長期借入金   

（5,112） 

（独）大学

改革支援・

学位授与機

構施設費交

付金（486） 

 
 
 
 
２ 人事に関する計画 
 
 
 
１．人事・給与制度の弾力化を図り、多様な人
材を確保する。 
２．女性教員の割合増加、女性管理職の登用を
推進する。 
３．職員育成・能力向上に取り組む。 
（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み
255,151 百万円（退職手当は除く。） 
 

Ⅹ  その他 
１ 施設及び設備に関する計画 

施設・設備

の内容 

予定額 

(百万円) 

財 源 

【岐阜大

学】 

・岐阜大学

総合研究棟

施設整備事

業（PFI） 

・総合研究

棟改修Ⅳ

（工学系） 

・小規模改

修 

【名古屋大

学】 

・最先端医

療機能強化

拠点病院 

・RI 実験施

設 

・実験研究

棟（工学

系） 

・小規模改

修 他 

 

 

総額 1,261 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総額 8,613 

 

施設整備費

補助金

（985） 

（独）大学

改革支援・

学位授与機

構施設費交

付金（276） 

施設整備費

補助金

（3,015） 

船舶建造費

補助金（0） 

長期借入金   

（5,112） 

（独）大学

改革支援・

学位授与機

構施設費交

付金（486） 

 
 
 
 
２ 人事に関する計画 
１．教員組織の若返りを実現するために、新規
に採用する助教は原則としてテニュアトラック
年俸制を適用する。 
２．人事・給与制度の弾力化を図り、多様な人
材を確保する。 
３．女性教員の割合増加、女性管理職の登用を
推進する。 
４．職員育成・能力向上に取り組む。 
（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み
361,309 百万円（退職手当は除く。） 
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３ 中期目標の期間を超える債務負担 
（ＰＦＩ事業） 
【岐阜大学】 
岐阜大学総合研究棟施設整備事業 
・事業総額：2,740 百万円 
・事業期間：平成 15 年～29 年度（15 年間） 
 

(単位：百万円) 

年度 

 

財源 
H28 H29 H30 H31/R1 R2 R3 

中期

目標

期間

小計 

次期

以降

償還

額 

総債

務 

償還

額 

施設整

備費補

助金 

165 169 ― ― ― ― 334 0 334 

運営費

交付金 
32 28 ― ― ― ― 60 0 60 

（注）金額はＰＦＩ事業契約に基づき計算されたものであるが、ＰＦＩ事業の進展、実施
状況及び経済情勢・経済環境の変化等による所要額の変更も想定されるため、具体的
な額については、各事業年度の予算編成過程において決定される。 

 
（長期借入金） 
 

年度 

 

財源 

H28 H29 H30 H31/R1 R2 R3 

中期目

標期間

小計 

次期以

降償還

額 

総債務 

償還額 

長期借

入金償

還金

((独)大

学改革

支援・

学位授

与機構) 

4,299 3,942 3,942 3,740 3,774 3,869 23,566 28,338 51,904 

 

（リース資産） 

該当なし。 
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む。）、収支
計画及び資金計画 
 
１.予 算 
平成28年度～平成33年度 予算 

（単位：百万円） 

区    分 金    額 

 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

大学改革支援･学位

授与機構施設費交

付金 

自己収入 

授業料、入学金

及び検定料収入 

附属病院収入 

財産処分収入 

雑収入 

産学連携等研究収

入及び寄附金収入

等 

長期借入金収入 

 

計 

 

 

 

184,398 

3,015 

0 

 

 

486 

276,389 

 

59,305 

211,550 

1,501 

4,033 

 

 

91,985 

5,112 

 

561,385 

 

支出 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

施設整備費 

船舶建造費 

産学連携等研究経

費及び寄附金事業

費等 

長期借入金償還金 

 

計 

 

 

 

437,620 

249,237 

188,383 

8,613 

0 

 

 

91,985 

23,167 

 

561,385  

 
［人件費の見積り］   
中期目標期間中総額255,151百万円を支出する。
（退職手当は除く。）  
 
 
注）退職手当については、国立大学法人名古屋大
学退職手当規程に基づいて支給することとする
が、運営費交付金として交付される金額について
は、各事業年度の予算編成過程において国家公務
員退職手当法に準じて算定される。 
 
［運営費交付金の算定方法］ 
○ 毎事業年度に交付する運営費交付金は、以下
の事業区分に基づき、それぞれに対応した数式に
より算定して決定する。 
 
 

（別紙）予算（人件費の見積りを含む。）、収
支計画及び資金計画 
 
１.予 算 
平成28年度～令和３年度 予算 

（単位：百万円） 

区    分 金    額 

 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

大学改革支援･学

位授与機構施設費

交付金 

自己収入 

授業料、入学金

及び検定料収入 

附属病院収入 

財産処分収入 

雑収入 

産学連携等研究収

入及び寄附金収入

等 

長期借入金収入 

 

計 

 

 

 

251,312 

4,000 

0 

 

 

762 

418,275 

 

86,283 

323,901 

1,501 

6,590 

 

 

104,355 

5,112 

 

783,816 

 

支出 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

施設整備費 

船舶建造費 

産学連携等研究経

費及び寄附金事業

費等 

長期借入金償還金 

 

計 

 

 

 

631,073 

345,686 

285,387 

9,874 

0 

 

 

104,355 

38,514 

 

783,816 

 
［人件費の見積り］   
中期目標期間中総額361,309百万円を支出す
る。（退職手当は除く。）  
 
 
注）退職手当については、東海国立大学機構職
員退職手当規程及び東海国立大学機構役員退
職手当規程に基づいて支給することとするが、
運営費交付金として交付される金額について
は、各事業年度の予算編成過程において国家公
務員退職手当法に準じて算定される。 
［運営費交付金の算定方法］ 
○ 毎事業年度に交付する運営費交付金は、以
下の事業区分に基づき、それぞれに対応した数
式により各大学において算定して合算し、決定
する。 
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番
号 

法人名 
変更
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

【諸係数】 
α（アルファ）：機能強化促進係数。△1.6％と
する。 
第3期中期目標期間中に各国立大学法人における
教育研究組織の再編成等を通じた機能強化を促
進するための係数。 
 
 
２.収支計画 
平成28年度～平成33年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区    分 金    額 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

受託研究経費

等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

 

 

収益の部 

経常収益 

運営費交付金収

益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

財務収益 

雑益 

資産見返負債戻

入 

臨時利益 

 

純利益 

総利益 

 

552,260 

552,260 

493,465 

64,902 

89,071 

 

74,693 

925 

145,970 

117,904 

13,298 

2,292 

0 

43,205 

0 

 

 

566,772 

566,772 

 

185,899 

50,673 

7,323 

1,308 

211,550 

74,693 

14,591 

69 

3,963 

 

16,703 

0 

 

14,512 

14,512  

 
 
 
 
 
 
 
 

【諸係数】 
α（アルファ）：機能強化促進係数。岐阜大学
分については△1.2％名古屋大学分については
△1.6％とする。 
第3期中期目標期間中に各国立大学法人におけ
る教育研究組織の再編成等を通じた機能強化
を促進するための係数。 
 
２.収支計画 
平成28年度～令和３年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区    分 金    額 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

受託研究経費

等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

 

 

収益の部 

経常収益 

運営費交付金収

益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

財務収益 

雑益 

資産見返負債戻

入 

臨時利益 

 

純利益 

総利益 

 

770,699 

770,699 

690,485 

87,354 

145,315 

 

82,360 

1,616 

207,588 

166,252 

19,096 

3,644 

0 

57,474 

0 

 

 

790,135 

790,135 

 

252,786 

72,708 

10,591 

2,175 

323,901 

82,360 

19,114 

189 

6,400 

 

19,911 

0 

 

19,436 

19,436 
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番
号 

法人名 
変更
区分 

変更内容 
変更理由 

変更前 変更案 

３.資金計画 
平成 28 年度～平成 33 年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区    分 金    額 

 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間へ

の繰越金 

 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金によ

る収入 

授業料、入学金及

び検定料による収

入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

前中期目標期間より

の繰越金 

 

 

565,533 

506,763 

31,453 

23,167 

 

4,150 

 

 

565,533 

551,269 

 

184,398 

 

 

59,305 

211,550 

74,693 

17,292 

4,031 

5,002 

3,501 

1,501 

5,112 

 

4,150  

 

３.資金計画 
平成28年度～令和３年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区    分 金    額 

 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間へ

の繰越金 

 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金によ

る収入 

授業料、入学金及

び検定料による収

入 

附属病院収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

前中期目標期間より

の繰越金 

 

 

790,518 

709,580 

35,720 

38,514 

 

6,704 

 

 

790,518 

772,439 

 

251,312 

 

 

86,283 

323,901 

82,360 

21,995 

6,588 

6,263 

4,762 

1,501 

5,112 

 

6,704 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

  
計
画 

別表（収容定員） 
【岐阜大学】 

学
部 

 

研
究
科 

 

 

 

1 

 

 

1 

別表（収容定員） 
【岐阜大学】 

学
部 

教育学部        1,000 人 
うち教員養成に係る分野 1,000 人 

地域科学部        420 人 
医学部          980 人 
うち医師養成に係る分野  660 人 

工学部         2,100 人 
応用生物科学部      840 人 
うち獣医師養成に係る分野  180 人 

研
究
科 

教育学研究科       138 人 
うち修士課程       88 人 

専門職学位課程    50 人 
地域科学研究科       40 人 
うち修士課程       40 人 

医学系研究科       216 人 
うち修士課程       28 人 

博士課程       188 人 
工学研究科         81 人 
うち博士課程       81 人 

自然科学技術研究科    750 人 
うち修士課程      750 人 

共同獣医学研究科      18 人 
うち博士課程       18 人 

連合農学研究科       60 人 
うち博士課程       60 人 

連合獣医学研究科      6 人 
うち博士課程        6 人 

連合創薬医療情報研究科   18 人 
うち博士課程        18 人 

 

― 
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番
号 

法人名 

変
更 
区
分 

現行 変更案 変更理由 

【名古屋大学】 

学
部 

文学部          520 人 
教育学部         280 人 
法学部          620 人 
経済学部         840 人 
情報文化学部        0 人 
情報学部         560 人 
理学部         1,080 人 
医学部         1,448 人 
うち医師養成に係る分野 648 人 

工学部         2,720 人 
農学部          680 人 

研
究
科 

人文学研究科       391 人 
うち博士課程（前期）  208 人 

博士課程（後期）  183 人 
教育発達科学研究科    201 人 
うち博士課程（前期）  108 人 

博士課程（後期）   93 人 
法学研究科        271 人 
うち博士課程（前期）   70 人 

博士課程（後期）   51 人 
専門職学位課程   150 人 

経済学研究科       154 人 
うち博士課程（前期）   88 人 

博士課程（後期）   66 人 
情報学研究科       417 人 
うち博士課程（前期）  288 人 

博士課程（後期）  129 人 
理学研究科        558 人 
うち博士課程（前期）  342 人 

博士課程（後期）  216 人 
医学系研究科       841 人 
うち修士課程          50 人 

博士課程（前期）     96 人 
博士課程（後期）   51 人 
博士一貫課程     644 人 

工学研究科       1,635 人 
うち博士課程（前期） 1,206 人 

博士課程（後期）  429 人 
生命農学研究科      428 人 
うち博士課程（前期）  302 人 

博士課程（後期）  126 人 
国際開発研究科      154 人 
うち博士課程（前期）   88 人 

博士課程（後期    66 人 
多元数理科学研究科    184 人 
うち博士課程（前期）   94 人 

博士課程（後期）   90 人 
環境学研究科       428 人 
うち博士課程（前期）  254 人 

博士課程（後期）  174 人 
創薬科学研究科       94 人 
うち博士課程（前期）   64 人 

博士課程（後期）   30 人 

1 

【名古屋大学】 

学
部 

文学部          520 人 
教育学部         280 人 
法学部          620 人 
経済学部         840 人 
（削除） 
情報学部         560 人 
理学部         1,080 人 
医学部         1,462 人 
うち医師養成に係る分野 662 人 

工学部         2,720 人 
農学部          680 人 

研
究
科 

人文学研究科       391 人 
うち博士課程（前期）  208 人 

博士課程（後期）  183 人 
教育発達科学研究科    201 人 
うち博士課程（前期）  108 人 

博士課程（後期）   93 人 
法学研究科        271 人 
うち博士課程（前期）   70 人 

博士課程（後期）   51 人 
専門職学位課程   150 人 

経済学研究科       154 人 
うち博士課程（前期）   88 人 

博士課程（後期）   66 人 
情報学研究科       417 人 
うち博士課程（前期）  288 人 

博士課程（後期）  129 人 
理学研究科        558 人 
うち博士課程（前期）  342 人 

博士課程（後期）  216 人 
医学系研究科       891 人 
うち修士課程          50 人 

博士課程（前期）   140 人 
博士課程（後期）   57 人 
博士一貫課程     644 人 

工学研究科       1,635 人 
うち博士課程（前期） 1,206 人 

博士課程（後期）  429 人 
生命農学研究科      428 人 
うち博士課程（前期）  302 人 

博士課程（後期）  126 人 
国際開発研究科      154 人 
うち博士課程（前期）   88 人 

博士課程（後期）   66 人 
多元数理科学研究科    184 人 
うち博士課程（前期）   94 人 

博士課程（後期）   90 人 
環境学研究科       428 人 
うち博士課程（前期）  254 人 

博士課程（後期）  174 人 
創薬科学研究科       94 人 
うち博士課程（前期）   64 人 

博士課程（後期）   30 人 
 

 

 


